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第一回調査団（事前評価調査）-課題部 

 

南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト 

事前評価調査 帰国報告 

 

1. 調査期間：2008 年 10 月 26 日から 11 月 15 日（21日間） 

（調査スケジュールについては別紙１を参照） 

 

2. 団員構成 

協力企画：JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第二課  久保 良友 

遠隔教育：株式会社パンテル・インターナショナル      竹井 誠 

IT   ：国際航業株式会社                都築 和幸 

 

3. 調査の背景 

南太平洋大学（以下、USP)は、大洋州地域の加盟 12 カ国に対し、通学教育、および衛星

通信ネットワーク(USPNet、無償案件/2000 年)を活用した遠隔教育を行っている総合大学で

ある。生徒数は通学・遠隔教育の両方を合わせて 2007 年 1 月 1 日時点で 20,000 人にのぼ

り、特に近年ではコンピュータ科学と経営コースを専攻する学生数が急増している。 

日本政府はこれまで USP に対し、上述の無償資金協力に加え、2002 年 7月から 2005 年 6

月まで実施された技プロ「フィジー南太平洋大学遠隔教育・情報通信技術強化プロジェク

ト」では USP の ICT 教育の質の改善に寄与したが、急増する ICT ニーズに対し更なる対策

が必要とされているため、無償資金協力「Japan-Pacific ICT Centre」の建設について、

平成 20 年度に実施を決定した。 

しかしながら、技術革新が著しく、またニーズが多様化する ICT 分野であることもあり、

同センターで実施される予定である ICT 分野の教育、研修、研究開発や、それらの運営管

理、メンテナンスに関わる人材を育成するため、今般日本政府に技術協力の要請があがり、

事前評価調査団が派遣された。 

 

4. 調査結果概要  

4-1 USP における遠隔教育の実態 

USP における遠隔教育は、全体受講者の 9割を占めるノーマルコースとオンラインコース

の 2種類があり、ノーマルコースはテキストを中心とした自学自習の側面が強い。 

フィジー国内では画像や音声を中心としたオンラインコースも充実しているが、周辺諸

国においては、学生は与えられた教材を自習しテストを受けて単位を取得し、質問事項に

ついてはチューターと呼ばれるアシスタントや、メールやチャット等、ネットワーク負荷

が少ない機能で対応している。 
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4-2 USP におけるネットワーク環境（別紙 2参照） 

USP フィジー本校は、オーストラリアの AARNET 経由でインターネット接続されており

（155Mbps）、サブ・センターも 2Mbps ないしは１Mbps の専用線で本校と結ばれているため、

動画や音声を使用した授業展開が可能であり、JICA-Net や世銀 GDLN といった他ドナーの遠

隔授業の配信も（技術的には）可能である。 

一方、他の USP メンバー諸国 11 カ国は、USPNet 経由で接続されているが、そこで使用し

ている衛星中継器の帯域幅は現在 7.5MHz である。この帯域が全ての国に対する上り、下り

回線ならびにインターネット接続もふくめたすべての通信目的のために共有されているた

め、遠隔教育においては音声授業には活用できるものの、動画配信といった授業展開には

困難が伴う。 

 

4－3 遠隔教育と対面教育のバランス 

USP は、遠隔教育を通じてインフラの整っていない地方や離島に対しても高等教育を配信

させることが出来るという点において、重要な役割を担っている。一方、USP 以外にも高等

教育機関が充実しているフィジーにおいては、受講者側としては、より多くの授業を対面

教育にして欲しいとの要望があるため、今後は遠隔教育と対面教育のバランスが必要と考

える。また、人材が不足しているフィジー以外の周辺諸国において対面教育の数を増やす

には限界があるため、生徒からの質問に回答する役割であるチューターの質を向上させる

等の支援が考えられる。 

 

4-4 USP の要請内容 

USP 側からは、調査団に対し①USPNet の改善②遠隔教育内容の改善③CS/IS 教育の充実④

コミュニティに対する支援の充実、の4分野における協力依頼が行われた。USPに対しては、

各分野における詳細内容の説明を依頼したが、具体的な要請内容やその必要性につき整理

しきれていない状況であったため、今後は引き続き USP 内で協議を行い、結果を日本側に

共有する旨、Technical Note（別紙 3）として記載し、USP 側に提出した。 

 

4－5 USPNet の改善 

上述した要請内容のうち、USPNet の改善については、USP 側でも現在の 7.5MHz から 11MHz

への拡張を検討している。しかし、配信量を決めるバンド幅を増やすには接続料負担の増

大は避けられず、これまでの学生数の増加傾向を鑑みた場合、利用方法の見直し等ネット

環境の総合的なマスタープラン作成の必要性も考えられるものの、USP 独自で利用状況調査

等を実施する体制は整っていない。 

 なお、長期的には、大洋州全域を海底ケーブルで繋ぐ SPIN（South Pacific Information 

Network）計画の実施可能性も検討されているところ、プロジェクトにおいてもその点を考

慮に入れた支援が必要である。 
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5. 結論 

5-1 今後のスケジュール（案）について（別紙 4を参照） 

 今次調査では、USP 側において具体的な要請内容が定まっていなかったことに加え、

USPNet の改善という通信インフラそのものに対する改善要望（その前提として、USPNet の

利用状況分析）が出されたため、第二回事前評価調査団に向けての要請の詳細検討までは

至らなかった。 

そこで、今後のスケジュールについては、第二回事前評価調査団の派遣前に、①USP 自身

による問題分析能力の向上支援、②USPNet の機能が十分に有効活用されているのかを検証

するために、USPNet の利用状況分析、の協力を行う必要があると考える。 

①ではローカル（もしくは本邦）コンサルタントを雇用し、USP 側カウンターパートと共

に具体的な要請内容の検討を行うためのファシリテーションを行い、②では本邦よりコン

サルタントを派遣し、USPNet の利用状況分析や受信側サーバーの更新（追加）の必要性を

検討したいと考えている。 

 

5-2 技術協力プロジェクトでの協力内容について 

 昨年度、USP 側から提出された要望調査票においては「遠隔教育」や「コンピュータ教育」

以外にも、「調査研究」や「産学連携」といった分野が含まれていたが、今回の調査結果や

先方からの要請内容を踏まえ、本件技術協力プロジェクトでは「遠隔教育の実施能力向上」

を中心に、以下の 5分野での協力の可能性について検討したい。（詳細については別紙 5を

参照） 

１）ローカルサポートの強化も含めた USPNet の改善 

２）遠隔教育を用いた ICT 関連コースでの教授法の改善 

３）ICT 活用による遠隔教育方法の改善 

４）CS/IS 教育内容の充実 

５）コミュニティに対する支援 

また、上記 5 項目に関する詳細内容の検討、及び要請内容の整理のために、第二回事前

評価調査団派遣の前に、5-1 で述べたコンサルタントによる支援以外にも、先方から提出さ

れた要請内容を整理するために企画調査員を派遣する、といったサポートも合わせて検討

したい。 

 

以上 
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第一回調査団（事前評価）-地域部 

 

大洋州地域 ICT・遠隔教育協力プログラム準備調査 

調査報告書 

 

１ 背景 

太平洋地域は広大な海洋に島嶼が散在する特異な地理的条件下にあり、更に数年前まで

は通信インフラ自体が未発達であったため、情報格差（デジタル・デバイド）が著しく、

人材育成を始めとして社会･経済の発展が困難な状況にあった。そのため、大洋州諸国政府

は地域の社会経済発展における情報通信技術（ICT）の役割が非常に大きいことを考慮し、

2005年のPacific Islands Forum（PIF） 総会においてPacific Planの下でDigital Strategy 

を承認している。 

 このような中、南太平洋大学（USP）は 12 カ国をメンバー国（クック諸島、フィジー諸

島、キリバス、マーシャル諸島、ナウル、ニウエ、サモア、ソロモン諸島、トケラウ、ト

ンガ、ツバル、バヌアツ）とし、現在、国際標準の教育の提供と、メンバー国の各分野の

指導者の育成を行なってきた。人材の流出が深刻な大洋州地域において、自立的発展を促

す人材を域内で育成する機関は極めて重要であり、その中でも本校は中心的役割を担って

いる。また本校は、大洋州における ICT 活用の有効性を早い段階から認識し、遠隔教育

（Distance and Flexible Learning, DFL）を積極的に取り入れてきており、2000 年に導入

した、衛星を使った USPNet（日本、豪州、ニュージーランドの協調無償案件）はそれを象

徴する通信システムである。また JICA は 2002 年より 3年間「 ICT Capacity Building at 

USP project」を実施し、ICT を使った遠隔教育やマルチメディア教材開発、そのための人

材育成の点で大きく貢献をしてきた。 

しかし、このように継続的な取り組みも広範囲に点在する大洋州各国においてはいまだ

十分とは言えず、人材不足とそしてそれが社会経済の発展を阻害している状況は現在も続

いている。 

 

２ 調査の目的 

本調査は 20 年度に採択された「南太平洋大学情報通信技術センター整備計画」（無償資

金協力）、「南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト」（技術協力プロジェ

クト） を中心した、今後 5年から 10 年間の大洋州地域における ICT・遠隔教育分野の協力

戦略案を策定する。大洋州地域は地域として遠隔教育の拡充を図る方針であり、その中核

を担う機関として USP が挙げられている。そのため本プログラムの形成においては、対象

各国の政策や開発計画等とともに地域戦略を踏まえ地域協力の枠組みを形成することが重

要である。また当分野においては施設や機材の果たすべき役割が大きいことから、技術協

力とともに資金協力の可能性の検討が必要である。 
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３ 調査実施期間 

平成 20 年 11 月 1 日～11月 15 日（うちフィジー滞在は 11 月 4 日～11月 11 日）  

 

４ 調査団構成 

 氏名 担当分野 所属 期間 

 1 牧野 修 団長/ICT・DFL 国際協力専門員 11 月 1 日 

－11 月 15 日 

２ 伊藤将宏 プログラム策定 東南アジア第一・大洋州部 

大洋州課 

11 月 1 日 

－11 月 15 日 

※ フィジー事務所から山王丸職員が参団。また同行程で実施された技プロ事前調査の団員

は経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第二課 久保職員、コンサルタント 2 名（IT、

遠隔教育）。 

 

５ 日程 

 別添１参照。 

 

６ 調査結果概要 

（１） 中期的協力計画の検討 

すでに実施が決定している「南太平洋大学情報通信技術センター整備計画」（無償資金協

力）、「南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト」（技術協力プロジェクト） 

を中心した、今後 5 年から 10 年間の大洋州地域における ICT・遠隔教育分野の協力につい

て検討行った。検討では、大洋州地域の地理的特性から重要性の高い ICT 分野の強化と、

USPNet による遠隔教育の質の向上と受益者の拡大を二つの軸に、効果的・効率的に投入を

組み合わせることに留意した。また遠隔教育の強化には発信側と受信側の双方を改善する

ことで最大のインパクトを引き出せることから、今までわが国の協力が十分に届かなかっ

たフィジー以外のキャンパスについても整備・強化の検討対象としている。 

 

プログラム目標（案）：「Japan-Pacific ICT センター」を拠点とした ICT 人材の育成及び遠

隔教育の強化を通じ、USP の人材育成機能が強化される。 

 

コンポーネント 1：ICT 教育の強化（ICT 人材の育成） 

 無償資金協力により建設される ICT センターの有効活用を前提に、コンピューターサイ

エンス（CS）学科およびインフォーメーションシステム（IS）学科の充実と、学内向け IT

コースの改善を行う。想定される投入は以下のとおり。 

１）南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト（採択済み） 
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２）長期/短期本邦研修（ICT 分野） 

３）ICT 分野個別専門家派遣 

４）ICT 分野 SV/JOCV 派遣 

 

コンポーネント２：施設整備 

 大洋州地域での ICT 人材育成の中心となる本校での ICT センターと、いまだ未整備で十

分な遠隔教育が実施できていない他国キャンパスの整備を行う。第 4 キャンパス（ソロモ

ン）については、本校に次ぐ学生数（1500 名）を有しているにもかかわらず、教室、PC台

数などが極めて限られており整備の必要性は高い。10 月末に行われた USP 理事会において

優先的に整備することが決定しているが、資金調達の目途は立っていない状況。USP により

図面作成、F/S は実施済み。マーシャルについては今年度要望調査で要請書が出されている。

想定される投入は以下のとおり。 

１）南太平洋大学情報通信技術センター整備計画 

２）南太平洋大学情報通信技術センター整備計画フェーズ 2（多目的講堂） 

３）南太平洋大学第 4（ソロモン）キャンパス整備計画（仮称） 

４）南太平洋大学マーシャルキャンパス整備計画（仮称） 

 

コンポーネント３：遠隔教育の充実 

 USP 内にある ITサービス部門と協同で、USP で実施されている遠隔教育（ICT 関連以外も

含む）の質向上を図る。遠隔教育の教授法やコンテンツ開発、チューターの育成などに関

する技術移転。想定される投入は以下のとおり。 

１）遠隔教育に関する第 3国研修（仮称） 

２）ICT 分野 SV/JOCV 派遣 

 

コンポーネント４：学外向けトレーニングコースとコミュニティサービスの充実 

 今回の調査を通し、学外の人材育成についても USP の高い当事者意識と積極的な取り組

み実績、学外からの高いニーズを確認することができた。大洋州地域では教育機関が限ら

れており、USP の持つこの機能の強化は強く期待されている。我が国としても、広く地域の

住民に裨益するこれらの活動を支援する意義は大きい。これらは大きく分けて、マーケッ

トニーズを意識した資格取得などの高度なコースと、初等・中等学校の教員や一般市民向

けにしたパソコン教室などベーシックなコースがあり、それぞれにおいて TOT やカリキュ

ラム改善、教材作成への支援が考えられる。想定される投入は以下のとおり。 

１）USP が実施する ITベンダー資格取得コースへの支援（スキーム未定） 

２）初等・中等教員向け ITベーシックコースリーダー育成のための第 3国研修 

 

（２） 実施上の留意点 
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１）USP とのイコールパートナーシップ 

USP は地域における最高レベルの高等教育機関であり、C/P となる USP 職員の教育レ

ベルは通常の技プロの C/P と比べ非常に高い。また遠隔教育については、USP は長い実

績を有しており、必ずしも日本の知識やノウハウに優位性があるとは限らない。その

ため USP とは、我が国からの一方向的な技術移転というレベルから 1 段上のイコール

パートナーとしての協力関係を築き、双方にメリットが生み出せるような事業を実施

していくことが肝要である。日本の大学との間での学術協定の締結や共同研究の実施、

広域研修などはそのひとつであり、ODA 協力終了後の持続発展性の観点からも望ましく、

我が国として積極的に後押ししていくべきである。 

 

２）通信システムの発展に伴う協力プログラム修正の必要性 

今回の調査で訪問した PIF-IT アドバイザーによると、ミクロネシア、ポリネシア地

域の大国（ナウル、キリバス、ツバルを除くという意味） においては、海底ケーブル

の設置に向け早い動きがあり、10 年後に設置されている可能性はあるとのこと。また

衛星通信に関してもさまざまな動きがあり、日々刻々と状況は改善されている。その

ため USP の生命線である USPNet のコンディションも今後改善されていく可能性は高く、

それにより学生へ提供される授業の方式（モード）やその質に変化・改善が求められ

ることが予想される。そのため、我が国の協力もこれらの動きに敏感に反応し、適宜

修正を行っていくことが必要である。 

 

７ 団長所感 

１）衛星通信網 USPNet の改善 

USP の学生数は 2万人を超え、その半数以上がフィジー本島以外の USP キャンパスで

USPNet による遠隔教育を受講していることになっている。しかし、現実には衛星通信

による USPNet の通信帯域が不足しており、当初の計画通りに多くのコースが映像で送

信できず、音声のみで送受信されている。この改善に対する技術協力及び資金協力が

求められている。 

２）USP の ICT 教育・研修・研究 

   無償資金協力で建設される南太平洋大学・日本―大洋州 ICT センターでの ICT 分野

の活動（教育・研修・研究・地域貢献）に必要とされる人材育成に対する技術協力プ

ロジェクトが必要である。同 ICT センターの運営管理を長期にわたり持続的に担える

地域出身者の育成に関する技術協力が求められる。 

   メンバー国の ICT 教育・研修に携わる人材育成のニーズは USP のみならず、初等中

等教育においても非常に高い。 

３）USP キャンパス拡充 

   USP メンバー各国にあるキャンパスの内、ソロモン諸島、キリバス、ツバルは学生数

－141－



が急増し、キャンパスを拡充する必要性が大きい。今回の調査ではソロモン諸島ホニ

アラ・キャンパスの拡充は緊急を要していることが現場で確認された。一般無償資金

協力の対象案件として検討に値する。草の根無償案件で対応できる国も考えられる。 

４）ICT インフラ拡充 

フィジーを除いた国は衛星国際通信に頼らざるを得ない情況の中、海底ケーブルが

一部の国でも敷設されればインターネット環境は大きく改善する。 

南太平洋域における海底光ファイバーケーブル敷設計画が民間企業により作成され、

各国に対しリース料とともに提示されたが、大半の国が全コストが不明であることを

理由に受け入れていない。この計画を含めこの地域の国際通信網について世界銀行が

現在、調査を実施しており、2009 年初頭にトンガで報告が行われる予定である。日本

の有償資金協力案件形成の可能性はあるものと思われる。 

国内通信の拡充、特に離島をインターネット網で繋ぐ案件も、今後の一般無償資金

協力などの案件として考えられる（キリバス）。 

５）ICT 政策改革 

   各国とも情報通信は独占企業体制で運営されてきたため競争原理が働かず、高い通

信料金と遅い通信速度の状態が続いている。各国内の利害関係者が複雑に絡んでいる

ため通信の自由化は困難な情況である。大口の通信利用者でもある USP が ITU や PIF

などと連携し、自由化に向けた議論と各国の政策策定や法改正についてアカデミアの

立場からリードすることが求められており、ICT センターにおける日本の技術協力の大

きな項目として PIF から期待されている。 

   又、通信の新技術に対応できる人材育成のニーズは情報通信事業分野においても非

常に高い。 

 

８ 今後の検討 

今回の調査で作成した協力プログラム案をたたき台に、JICA 内ならびに外務省、各国大

使館と検討を行い、計画の精緻化を行う。JICA は今後年明けから高等教育（ICT 分野）の

企画調査員をフィジーに派遣する予定であり、本企画調査員を中心に今後の作業を進める。

2008 年度内（もしくは 2009 年前半）には関係者の合意を得たプログラム計画書を完成する

予定。 

以上 

別紙 1：調査団スケジュール 

別紙 2：USP におけるネットワーク環境 

別紙 3：Technical Note 

別紙 4：技術協力プロジェクト開始までのスケジュール（案） 

別紙 5：ICT Related Human Resource Development in USP 

別紙 6：プログラム工程表 
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別紙１　フィジー国
南太平洋大学キャパシティディベロップメントプロジェクト

事前調査日程

経済基盤開発部
運輸交通・情報通信第2課

官団員
（協力企画）

コンサルタント
（IT）

コンサルタント
（遠隔教育）

久保良友（Kubo Yoshitomo)
5号

都築　和幸（Tsuzuki Kazuyuki)
3号

竹井　誠（Takei Makoto)
3号

1 10月26日 日 PM

AM

PM

AM
PM

AM
09：30　ATH
12：30　Oceanic Communications

09:15  スバ発（FJ271)
11:50  ヌクアロファ着

PM
14：00　NDMO
15：30　TFL

AM 9：30　ITC サービス

PM
12：00　通信省
14：00　USP

6 10月31日 金 終日

11：00　TPAF
12：00　教育省
14：00　FIT
15：30　USP（学生インタビュー）

7 11月1日 土 終日 21:30  成田発（JL761) 資料整理
17:05　ヌクアロファ発（FJ210)
17:35　ナンディ着

8 11月2日 日 終日
07:10　ブリスベン着
09:30　ブリスベン発（IE701）
13:30　ホニアラ着

AM
10:00　USPホニアラキャンパス
11:30　通信省

PM USPキャンパス訪問

10 11月4日 火 終日

13:10　ホニアラ発（FJ260）
18:35　ナンディ着
20:15　ナンディ発（FJ025）
20:45　スバ着

11 11月5日 水 終日

AM

PM

AM

PM

14 11月8日 土 終日 資料整理

15 11月9日 日 終日
AM

PM

AM USPへの調査結果フォロー

PM
22:00　ナンディ発（FJ253)
00:50　アピア着
現地調査（サモア）

18 11月12日 水 終日 現地調査（サモア）
19 11月13日 木 終日 現地調査（サモア）
20 11月14日 金 終日 16:05　ポートビラ発（QF378） 02:40　アピア発（NZ861)

21 11月15日 土 終日
08:55　ブリスベン発（JL762)
16:45　成田着

06:40　オークランド着
09:15　オークランド発（NZ099)
16:25　成田着

USPへの調査結果の報告

11月6日 木

金

5

12

USP訪問

資料整理

火

時間
訪問先

9 11月3日 月

資料整理

日数 月日 曜日

10月30日 木

10月29日 水

2

4

3 10月28日

10月27日

16 11月11日

13 11月7日

16 11月10日

火

AM　USP表敬、日本大使館表敬
PM　USPからのプレゼン

AM　USP訪問（各科からの情報収集）
PM　他ドナー訪問
　　世銀、AusAID,NZAID

08:00　スバ発（FJ032)
08:40　ランバサ着

USPランバサキャンパス訪問
17:15　ランバサ発（PC366)
17:50　スバ着

08:30　ナンディ発（FJ261)
09:10　ポートビラ着

バヌアツ
「建設整備能力向上プロジェクト」
事前評価調査団に同行

現地調査（バヌアツ）

10:00－12:30　USP
16:00－18:30　USP

月 フィジー事務所への調査結果の報告
大使館への調査結果の報告

12:55  成田発（KE702）
15:35  ソウル着
18:55　ソウル発（KE137)

08:00　ナンディー着
09:00  Datec

スバへ移動

10:00－12:30　　USP
16:30－18:00　　JICAフィジー事務所

現地調査（トンガ）

14：00 フィジー大学訪問
月
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Copy right: M. Takei 1

ICT Related Human Resource 
Development in USP

DFL Centric Approach

Copy right: M. Takei 2

Why DFL Centric Approach
• USP is the regional university and it should 

contribute to each member country 

• Each member country needs HRD in ICT in wide 
and various level and it should be done in 
economic way.

• Member countries are widely scattered and are 
small in population-wise and they need economy 
of scale even in HRD.

• USP developed DFL and it has high potential to 
provide  cost efficient HRD opportunities to all 
member countries.

Copy right: M. Takei 3

Current DFL environment 

DFL
Course Contents

Pedagogy

USPNet

Community

Needs more Course 
development

Needs more collaboration 
w/ Pedagogy (see Note 1)

Needs HRD for local 
tutors (see Note 2)

Very Limited activities
Demand for increasing this area 

is high

Plays Important role but 
many restriction in 

capacity
Needs HRD for local ICT 

engineers (see Note 2)

Necessity of more support
for using Moodle

Necessity of more support 
in ICT Education

Copy right: M. Takei 4

Current Course Contents 
Development and Pedagogy

F S&T (SMICS) CEDT

Library

Media Center

SME IDer

CDA

TP

A/V
specialist

Digital
File

Template for
Course Guidance 

Support
Service

Course guidance

Not much of collaboration between SME and CEDT in ICT

Copy right: M. Takei 5

Needs HRD for local DFL Staff

Q & A Session Tutorial

SME

F S&T (SMICS) ITS Local Campus

Students

Network
Control
Center

Local Campus

Local
Network
Engineer

Deliver
Connectivity Support

Local
Tutor

Local
Campus
Students

Remote
Area
Students

Tutoring
Tutoring
on Phone

Support

Strongly related 
but Different 
Organization

Provided by 
Different
Organization

Mostly
by Text

Interactive
Activities by 

Different Org.

Copy right: M. Takei 6

Propose “DFL 2.0”
Strengthen and Synergy on DFL

DFLCourse Contents

USPNet

Pedagogy

Community

All component will be strengthen!
Each component help each other and make good synergy!
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Copy right: M. Takei 7

Key components in DFL 2.0
K-1 Increase of efficiency in USPNet usage
• Increase of efficiency in DFL (On-line, batch, batch off-net )

K-2 Strengthen pedagogy for ICT related courses
• Increase of efficiency in ICT course on DFL
K-3 Strengthen ICT in pedagogy 
• Help DFL development (Sharing Learning Object and Moodle

development)

K-4 Develop new area in ICT
• Increase ICT courses (Software engineering and Net centric 

computing)

K-5 Increase contribution to community 
• Strengthen local DFL staff (DFL related training by DFL)

• Training to community in member countries

Copy right: M. Takei 8

The Project and J-P ICT center 
@ DFL 2.0

• USPNet Analysis, short term solution and long term Plans (K-1)
• Develop Network  Management for USPNet (K-1)
• Model development

Collaborative development of ICT course ware (K-2) 
Net centric DFL infrastructure for ICT (K-3)
Connectivity with School Net in Samoa (K-5)

• Research and Education in new ICT area (K-4)
• Course development 

Subjects in new ICT area (K-4)
Fundamental training on ICT and USPNet (K-1,2,5)
Teachers Training on ICT (K-5) 

Copy right: M. Takei 9

What Comes After DFL 2.0

• USPNet Capacity Limitation Free with Optical Fiber 
Submarine Cables

• DFL Capacity Limitation Free with DFL training to local 
DFL staff

• Expand the Models which are to be 
developed in DFL 2.0
Collaborative development of  course ware in all area 

Net centric DFL infrastructure used for all area

Connectivity with many local networks

Connectivity with international networks

Copy right: M. Takei 10

After DFL 2.0 --- USPnet 2.0

USPNet

DFL
Community

Net

Disaster
Management

Optical Fiber Submarine Cables

Inter
University

Net

USPnet Centric Approach

Copy right: M. Takei 11

Acronym

• DFL: Distance and Flexible Learning
• SME: Subject Matter Expert
• F S&T (SCIMS): Faculty of Science and 

Technology ( School of Computing, 
Information and Mathematic Science) 

• CEDT: Center for Education, Development 
and Technology

• ITS: Information Technology Service
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第一回調査団（評価調査） 主要面談者 
 

【ソロモン諸島】 
 Venue Name Title / Position 
1 USP Campus Mr.Cristian Salini   Director 
2 Ministry of Communication Mr.Robert Bokelema   Director Communications 
3 PF-Net Mr.Peter Pitia  Director of PF-Net Solomon 
4 SICHE  Mrs.Hilman Molomb Director of Distance Education 

Center 
5 Ministry of Education Mr.Robert Bokelema    
6  EOJ-Office Mr.Hiroaki Fujiwara First Secretary 
7 JICA Solomon Office Mr.Tokuro Watanabe   RR of JICA Solomon 
 
【フィジー】 
１．USP 

 Name Title / Position 
1 Dr. Rajesh Chandra Vice Chancellor 

2 Dr. Esther Batiri Williams Deputy Vice Chancellor 
3 Ms.Helen Lentell Director-CEDT 
4 Mr.Detef Blumei Acting Director-Media Center 
5 Mr.Kisione Finau Director-ITS 
6 Dr.Jito Vanualailai Associate Professor & Head of SCIMS 
7 Mr. Fereti Atalifo Manager (Projects & Regional Development/IT Services) 
8 Ms. Ela Qica Librarian (Library) 
9 Ms. Mary Montu School Counselor 
10 Mr. Josese Ravuvu Manager – MIS 
11 Mr. Valentine A. R. Hazelman Online Instructional Designer 
 
２． IT 民間企業 

 Venue Name Title / Position 
1 Datec Gokul Naidu Manager of Human Resources 

& Security 
2 ATH 

Amalgamated Telecom 
Holdings 

Mr. Tomasi Vakatora CEO 

3 Oceanic Communication 
Ltd. 

Mr. Jonathan Segal Managing Director, CEO 

4 Telecom Fiji Ltd. Mr. Seseleka Imo Sagoa Group General Manager (Human 
Resources) 

 
 

－164－



３． IT 教育機関 

 Venue Name Title / Position 
1 University of Fiji Prof. Srinivasiah Muralidhar 

Mr. San Magam Govndor 
Acting Vice Chancellor 
Lecturer (IT) 

2 TPAF 
(Training & Productivity 
Authority of Fiji) 

Mr. Sachin Deo Manager IT Training 

3 Tupou Tertiary Institute Mr. Samiu Fonua Head in ICT unit 
(Former Director, IT service, 
USP) 

4 FIT 
(Fiji Institute of Technology) 

Mr. Seseleka Imo Sagoa Group General Manager (Human 
Resources) 

 
４． 省庁 

 Venue Name Title / Position 
1 Ministry of Communications   
2 Ministry of Educations Mr. Filipe Jitoko Deputy Secretary- 

Administration & Finance 
3 NDMO 

(National Disaster 
Management Office) 

Mr. Joeli Cawaki Director 

4 Ministry of Finance 
ITC Services 

Mr. Eliki Vuli Salusalu Manager 

 
５． 他ドナー 
 Venue Name Title / Position 
1 AusAID Rosalyn Morgan Senior Manager Regional 

Eduvation Development 
Cooperation Section Australian 
High Commission 

 
６.  JICA 

 Name Title / Position 
1 Mr. Teiji Takeshita RR of JICA Jordan Ofiice 
2 Mr. Nariaki Mikuni ARR of JICA Jordan Office 
 
【トンガ】 
 Venue Name Title / Position 
1 Tupou Tertiary Institute Mr.Samiu Fonua Head in ICT Unit,  
2 USP Tonga Campus Mrs. Salote Fukofuka Director 
3 USP Tonga Campus Mr. Siaosi Aleamotua ICT Operator 
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4 Prime Minister Office 
Department of 
Communications 

Mr. Alifeleti Soakai 
 

Senior Communications 
Counsel 
 

5 Ministry of Employment, 
Training, Youth and Sport 

Ms. Meleoni  Uera Deputy Director  
 

6 Ministry of Education Saipalesi Unu Assistant Computer 
Programmer 

7 Tonga Communication 
Cooperation 

Mr. Sione Veikoso Manager Engineers 

8  Liahona High School Mr. Andrew  Toimoana Head of ICT  
9 JICA トンガ事務所 Mr Nobuaki Matsui トンガ駐在員 
10 JICA トンガ事務所 Ms. Hiroko Tu’umoto’oa 

Oka 
企画調査員 

11 JICA トンガ事務所 Mr. Kilisimasi Lutui Program Officer 

 
【サモア】 

 Venue Name Title / Position 
1 USP Samoa Campus Mr. Lemalu Lemi Taefu Business Manager  
2 USP Samoa Campus Mr. Sia Matalavea IT Manager  
3 Ministry of Communications 

and Information Technology 
Mr. Tua’imalo Asamu Ah 
Sam 

Chief Executive Officer 

4 Ministry of Education, 
Sports & Culture 

Ms. Rosemarie Esera Princilpal Officer, Information 
Technology Unit 

5 Ministry of Education, 
Sports & Culture 

Ms. Lenara Tupai PC Network Officer 

6  National University of 
Samoa 

Mr. Magele Tafafunai 
Magele 

Vice Chancellor 

7 SamoaTel Mr. Sam Saili Manager Information System 
Services 

8 I-Pacifica  Mr. Sio Co-founders and directors 

9 I-Pacifica  Mr. Mark Co-founders and directors 

10 JICA Samoa Office Mr. Yoshifusa Shikama RR of JICA Samoa Office 

11 JICA Samoa Office Mr. Takayuki Tomihara Program Formulation Adviser, 
JICA Samoa Office 

 
【バヌアツ】 
 Venue Name Title / Position 
1 USP- Vanuatu Center Mr. Jean-Pierre Nirua Campus Director 
2 USP- Vanuatu Center Mr. Joeli Logavatu Acting Manager (ITS) 
3 USP- Vanuatu Center Mr. Russell Muji Network & Systems Support (ITS)
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4 USP- Vanuatu Center Mr. Adrian Bule IT Assistant 
5 USP- Vanuatu Center Ms. Sonia Bois-Singh Lecturer in Law 
6  USP- Vanuatu Center Ms. Yuriko Igarashi JICA Senior Volunteer 
7 USP- Vanuatu Center Mr. Iven Joshua Student/ ITS and Economics 
8 USP- Vanuatu Center Mr. MacArthy Hava Student/ Engineering 
9 USP- Vanuatu Center Mr. Jean-Luc Boas Student/ Engineering 
10 USP- Vanuatu Center Mr. Childson Shem Student/ Computer Science & 

Maths 
11 Edwards Computer 

Foundation & CNS(Computer 
Network Services) 

Mr. Ravi Kumar 
Mr. Geslain Hachery 

Manager 
IT Manager 

12 Prime Minister’s Office Mr. Victor Rory 
Mr. Betwel Solomon 

Principal Aid Negotiator 
Senior Analyst- Public Policy 

13 Office of the Interim 
Telecommunications 
Regulator 

Mr. John Crook 
Mr. Jimmy Andeng 

Telecom Regulator 
Assistant Telecom Regulator 

14 Ministry of Lands, Energy, 
Geology, Mines & Water 
Supply 

Mr. Nikhil Desai Energy Advisor 

15 Ministry of Education Mr. William Samuel IT Officer  
(Acting Manager) 

16 公職委員会人材開発課 黒岩 礼子 JICA シニア・ボランティア 
17 財務省 IT サービス局 小松 守夫 JICA シニア・ボランティア 
18 USP- Vanuatu Center/ 

Law School 
Mr. Mathew Lennisio Student/ Micronesia 

19 USP- Vanuatu Center/ 
Law School 

Mr. Elia Tulifau Student/ Samoa 

20 USP- Vanuatu Center/ 
Law School 

Ms. Shalini Sanmogam Student/ Fiji 

21 USP- Vanuatu Center/ 
Law School 

Mr. Mason Albert Student/ Fiji 

22 USP- Vanuatu Center/ 
Law School 

Mr. Kitione 
Wagavenaveno 

Student/ Samoa 

23 USP- Vanuatu Center Professor Don Paterson School of Law 
24 USP- Vanuatu Center Mr. Pita Tuisawa DFL 
25 USP- Vanuatu Center Mr. Thomas Ruge Finance Officer 
26 USP- Vanuatu Center Mr. David Hopa DFL 
27 USP- Vanuatu Center Ms. Margaret 

Austrai-Kailo 
Campus Librarian 

28 USP- Vanuatu Center Mr. John Jack Pacific Islands Legal InfoInst 
(PacLII) 

29 Malapoa College Mr. Louis Toukoune Principal 
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30 Malapoa College Mr. Shem Simon IT Teacher 
31 Malapoa College 佐野 寛 JICA シニア・ボランティア 
32 Department of Finance Mr. André Tagar IT Manager 
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【ソロモン諸島】 
面談記録 

日時 2008 年 11 月 3日(月)  午前 10：00－11：30 
場所 USP Honiara Campus 
面談相手 Mr.Mark Dennis, Mr.Cristian Salini 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、西村企画調査員、久保 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より USP フィジーにおける ICT センター建設と ICT 技プロについて説明を行い、そ
の後 USP ソロモン側から USP ソロモンキャンパスの概要について以下のとおり説明があった。 
（2）意見交換 

（基礎情報） 

 生徒数は平均 1500 人～1600 人程度。うちソロモンキャンパスで学位取得を目指す学生が 300

人程度。Secondary School のフォーム 6 に相当する Preliminary Course、フォーム

7(Foundation Course)の学生が 400～500 人程度。フォーム 5 からフォーム 6 への進級試験

（SPEA: South Pacific Examination Association）に落第した学生は USP の実施するフォー

ム 6 コースを受講することで大学試験資格が与えられる。また、ガダルカナル島以外の島で

の受講者は約 300 人で、USP 施設や教育省が設置した Distance Learning Center (DLC)で受

講している。 

 学内の施設は教室 3 室（各室 20 名～30 名程度）、DLF 室 1 室（前面にディスプレイ 1 台とマ

イク 4 台）、コンピューターラボ 2 室、図書館（自習室あり）、化学実験室 1 室（実験用化学

薬品庫あり）。トータル面積は 0.5ha。 

 学生の利用できる PC 端末はコンピューターラボに 33 台と 14台、図書館に 4台。通常は午前

8 時から夕方 6 時まで利用可能。Moodle1と呼ばれる遠隔教育コースで PC を利用する場合は

24 時間利用可能。PC は 2006 年に購入されたものが大半。 

 数年内にはウェスタン州ギゾにサテライトを設置し USP ネットで繋ぐ予定。 

（遠隔教育） 

 授業の種類には Face to Face の On Campus 授業と Off Campus での DFL 授業。DLF は Print mode

と Internet mode に分かれ、現在整備を進めている Moodle は DFL の一部。 

 ソロモンキャンパスで遠隔教育により受講できるコース数は学部により異なる。すべて遠隔

教育で学位が取得できるのは法学部のみ。農学部についてはほぼすべてのコースが受講可能

だが特別講座のみはサモアでのみ受講。その他の学部について、基礎科目は可能なものが多

いが第 3学年（レベル 300） はフィジー本校での受講が必須。 

 ソロモンキャンパスには教師（講師）は常駐しておらず、Tutor（補助教員）が学生の対応を

行っている。フルタイムの Tutor は現在 3名（基礎教育担当、科学担当、人文学担当）、その

他はコースごとにパートタイムの Tutor を約 20名雇用している。すべての Tutor がソロモン

国内でリクルートされ報酬は 60SD/h（約 9000 千円）。 

 ソロモンキャンパスにおける DFL Operator は Mr. Mark Dennis1 名のみ。彼は高校卒業後シ

ドニー大学工学部で学び、2000 年より本業務を開始している。 

                                                        
1 テキストや講義がすべてネット上からダウンロードできるパッケージ化されたコース形態。 
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（キャンパス整備） 

 USP 第 4 キャンパス整備としてソロモン政府は USP にコミットしているが、進展が見られな

い。 

 USP の Supervise により、図面、F/S は 2006 年に終了している。 

 建設予定地は SICHE 前グランド。 

（その他の関連情報）  

 奨学金を取得して入学している生徒は全体比で約 80％ 。正確な数値は大学を通さず取得し

ている生徒もあり把握できていない。負担元はソロモン政府、豪州、NZ、EU 等。 

 2006 年時点で、ソロモン政府から奨学金を得てフィジー校に入学しているのは約 560 名。 

 

（生徒へのインタビュー） 

 対象生徒：Mr Lavi、人文科学専攻。フルタイムの学生で現在 2年目。 

 遠隔教育は非常に有効な授業形態だが、通信速度が遅く使い勝手は良くない。 

 コンピュータ学科の受講生も同様の意見とのこと。卒業後はソロモンの雇用機会が改善されつ

つあることから、ソロモン国内での仕事に就きたい 

 

（課題） 

 USP には DFL を拡充する戦略がないため、効率的に施設の拡充（予算配分を含む）が行われ

ていない。（Mr. Mark Dennis 談） 

 PC の不足。遅い通信速度。（USP ネットが Mbps, Telecom ラインが 256kbps） 

 コースごとの Tutor を雇用しているが、技術革新の早い Computer Science と Information 

Technology コースの Tutor を雇用するのが困難。 

 Tutor のトレーニング機会がない。 

 DFL Operator は、キャンパス内での対応、離島部への対応など業務は多岐にわたっており、

最低 3名は必要。（Mr. Mark Dennis 談） 

 
面談記録 

日時 2008 年 11 月３日(月)  午前 11:45－12:30 
場所 通信航空省 
面談相手 Robert BOKELEMA 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、西村企画調査員、久保 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。 
（2）意見交換 

 Tutor のトレーニング機会がない。 

 本年 11 月に通信規制緩和の法律を国会に挙げる予定。 

 これまで Telecom が独占状態にあった通信業界の中で、携帯電話分野については Digicel（ア

イルランド）、ECONET（ニュージーランド）の両者の参入を認める予定。 

 通信関係の独立機関を設置し、ユニバーサルサービス制度（民間企業に一定の税金を課し、

それを地方の通信インフラ整備に活用）を導入したいと考えている。 
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 SPIN（South Pacific Island Network）については、実施されれば 155Mbps の通信速度が確

保できるため興味があるが、イニシャルコストやリカレントコストが不明であるため、世銀

の調査結果報告を待って検討する。 

 
面談記録 

日時 2008 年１１月３日(月)  午前 1４：１０－午後１５：２0 
場所 PFNet 
面談相手 Mr.Peter Pitia 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、西村企画調査員、久保 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行い、PFnet の現状、USP ソロモン
キャンパスとの連携について意見交換を行った。 
（2）意見交換 

（組織体制）  

 2000 年の暴動後、各島との通信手段の確保が必要との認識が生まれ、2001 年から開始されて

いる。実施母体は NGO の Rural Development Volunteer Association (RDVA)。監督官庁は地

方開発省。 

 今回訪問にしたホニアラ事務所（インターネットカフェ）の体制は、オペレーター3 名、テ

クニカルスタッフ 2名、会計 4名。その他、DLC プロジェクトスタッフ、離島部の PFnet Station

に各 1名、DLC に各 1名ずつ配置されている。 

（PFnet） 

 PFnet は地上波（HF）を利用したシステムで、テキスト程度のデータ送信が可能。導入には

日本政府が協力している。（草の根無償？） 各 PFnet Station にラップトップ PC が 1 台設

置されている。 

 2002 年、JICA により PFnet の利用について調査研究が行われている。 

 PFnet Station は現在国内に 30 箇所あるが、現在利用可能なのは 5箇所のみ。電力供給が独

立型ソーラー発電であり、多くの要因はその可能性が高い。今年中にはすべて修理する予定。

 各 Station から送受信されるメール数は約 15 通/日。 

 ソロモン政府は更に 25の PFnet Station を設置するとしているが、まずは既存の施設の修理

を行いたい。 

（Distance Learning Center） 

 現在は EU の支援により、サテライトを利用した Distance Learning Center Project を実施

しており、各県に Distance Learning Center を建設している。全部で 9箇所の予定で、すで

に 8箇所は完工、残り 1箇所は今月中に完工予定。各箇所に PC7 台（うち 1台はスタッフ用）

を設置。 

 DLC はすべての公共サービスに利用するために導入されたが、現在は USP のみが遠隔教育に

利用している。 

（Deregulation） 

 ソロモンの通信は Telecom の独占状態であり、通信費用も高く望ましくない。政府も同様の

見解を有しており、規制緩和などの措置を取るべき。 
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（所感） 

USP ソロモンキャンパスが行う離島在住学生に対する遠隔教育においてすでに連携が行われてい

る。今後もこのような形態での遠隔授業は拡充されると思われることから、USPnet の整備が難しい

現状では、ここの連携が極めて重要である。また、USPnet を学内だけでなく学外の目的に利用する

場合、PFnet や DLC の利用価値は高いと思われる。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 3日(木)  午前 15：20－16：00 
場所 SICHE 
面談相手 Mrs.Hilman Molomb 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、西村企画調査員、久保 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。 
（2）意見交換 

 他ドナーからの支援はイギリス連邦（コモンウェルス）のみである。 

 1992 年から SICHE 独自の遠隔教育施設として、各地域に９つの DEC（Distance Education 

Center）を設置しているが、通信ネットワークで結ばれてはいないため、郵便での教育とな

っている。 

 看護教育や技術訓練、農業など６つの専門学校を輸している。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月３日(月)  午後 16：１0－1７：30 
場所 教育省 
面談相手 Mrs.Maylin Kuve 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、西村企画調査員、久保 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。 
（2）意見交換 

 先週開催された USP の評議会に出席したところ、主な議題として「財政難に伴う学部再編成」

「ホニアラ第 4キャンパスの実施承認」が挙げられた。 

 USP ホニアラキャンパスの整備費用としては 7200 万ソロモンドル（約 10億円）が必要。 

 本年度の教育省予算として 500 万ソロモンドル、来年度は 250 万ソロモンドル以上を計上予

定。 

 2009 年にはソロモンにおいても商学部に関し対面授業を実施予定である。 
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【フィジー】 

面談記録 
日時 2008 年 10 月 27 日(月)  午前 9：00－10：00 
場所 DATEC、ナンディ 
面談相手 Mr. Ashveen Nandan/ Financial Software Support Engineer（USP 出身） 

Mr. Adilesh Krishnan/ Customer Services Engineer 

面談者 都築、竹井 
 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より USP フィジーにおける ICT センター建設と ICT 技プロについて説明を行い、DATEC の
訓練コースについて概要の説明があった。 
（2）意見交換 

（基礎情報） 

 産業界で IT ソリューション（ハード、ソフト、ネットワーク、訓練等）サービスを提供して

いる。主たる訓練対象は産業界の IT マネジャーである。姉妹会社として i-Net(インターネ

ット・フィジー)がある。 

 従業員：20名ナンディ、80 名スバ本社（平均年齢：30 歳以下、インド系：フィジー系＝75:25）

USP、FIT 出身者がいる。 

（訓練内容等） 

 CCNA 等資格取得のコース(1 週間～2週間)が中心で、費用は F$1,500 から F$2,500 と高め(オ

ンライン試験を含む)。 

 あちこちで IT パーク・プロジェクトの話を聞くが、コメントはできない。Datec＠スバを紹

介するので、そちらで聞いてくれ。 

 従業員の転職(turnover)は頭の痛い問題であるが、いろいろ対策はしている。しかし、国内

ならともかく、国外に移住・転職(migration)するのはやむを得ないことと思う。 

 
面談記録 

日時 2008 年 10 月 27 日(月)  午前 14:00－15:00 
場所 フィジー大学(The University of Fiji、以下 UoF)ラウトカ 
面談相手 Prof. Srinivasiah Muralidhar/ Acting Vice Chancellor (教育学、元 USP) 

Mr. San Magam Govndor/ Lecturer (IT、元財務省/ITC サービス) 

面談者 都築、竹井 
 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行い、Prof. Srinivasiah Muralidhar よ
りフィジー大学の設立目的、経緯、大学運営等についての説明があった。 
（2）意見交換 

（基礎情報） 

 2004 年に現 USP 副学長 Dr. Chandra 他により創設され、2008 年 3 月に初の卒業生 50 名を輩

出した。この 50 名の就職率はほとんど 100%である。現在、学生総数は 450 名(内 43%はフィ

ジー系、50%は女性)である。 

 UoF は「貧者」のための大学なので、USP と比べて学費は 20%安い。ただし、教師の年俸も 50%

安い。それでも、転職者はほとんどいない。USP は UoF をライバルと思っているようだ。 
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 医学部が 6 年制、法学部が 4 年制、その他の 3 学部が 3 年制である。教育学部には博士コー

スもあり、現在 2名が在籍している。 

 単位取得の仕方が柔軟で、たとえば IT 専攻の学生が「経営学」単位を取得したりして、就職

先が会計事務所であったりする。 

 学長 Chancellor はフィジー国大統領であり、民間大学でありながら、今年度総予算 F$4.5M

のうち 2Mは政府補助である。 

（USP との連携等） 

 対面（Face to Face）授業の重要性を忘れてはならない。現に USP の法学部(100%インターネ

ット上)の学生が UoF に移籍してきた例がある。 

 JICA は USP には援助できるが、UoF のような私立大学には援助できないことは承知している。

しかし、大統領が UoF の学長でもあり、今年度の予算の約半額を政府から援助してもらって

いるのであるから、なにか援助を引き出せるのではないか？USP の副学長は UoF の創設者で

もあり、両大学の運営、人材等に精通しているので何らかの USP との協働(教師の相互交流等)

は可能と思える。 

 
面談記録 

日時 2008 年 10 月 29 日(水)  午前 9：30－午前 10：30 
場所 ATH (Amalgamated Telecom Holdings) テレコム持ち株会社、スバ 
面談相手 Mr. Tomasi Vakatora/ CEO 
面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行い、ATH の事業概要、テレコム規制緩
和の方向性等について意見交換を行った。 
（2）意見交換 

（基礎情報）  

 傘下の事業会社に Telecom Fiji(tfl)通信会社、Vodafone 携帯、Fiji Directories Ltd 電話

帳、Connect＝ISP、TransTel＝IC カード、Xceed 情報システム構築等、多数持つ。 

 ICT 人材の確保はフィジーにとって重要な問題である。Vodafone は USP にスカラシップを提

供したと思うが、ATH 自身はない。 

（テレコム規制緩和） 

 テレコムの規制緩和の方向性は歓迎するし、競争導入により価格低下等があり消費者にとっ

ては歓迎すべきことだ。 

 テレコム規制機関には、従来からの Commerce Commission がある。2007 年の新法で独立規制

機関 Telecom Authority の設立が決まっているが、まだ実施には至っていない。Commerce 

Commission と Telecom Authority との統合が必要だ。 

（ATH の今後の方向性等） 

 ATH としては、ソフトウェア開発(OSS を含む)に注力していきたい。 

 IT パーク・プロジェクトは鋭意進めているところであるが、先般実施した F/S の結果が思わ

しくなく、個別プロジェクトとして扱うこととしている。一方、コール・センター・ビジネ

スを推進している。 
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 この 4 月に公式に設立された ICT アソシエーションを中心に「産学共同」を推し進めていっ

たらどうか？（こちらからの提案） 

 ATH は ATH の株主フィジー政府(30%程度)にどれだけ貢献(配当)したか？ 

1998年 F$253M 

1999年  F$9M 

2000年  F$64M、3年間で F$326M 

 一方、政府はルーラル・コミュニケーション USO に FJ500,000 しか拠出していない。 

 
面談記録 

日時 2008 年 10 月 29 日(水)  午後 12：00－13:00 
場所 Oceanic Communications Ltd. IT ソリューション会社、スバ 
面談相手 Mr. Jonathan Segal/ Managing Director, CEO（以前 CONNECT に所属、アメリカ人）
面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。Oceanic からは規制緩和の方向
性、産学協同に関する USP に対する期待するところ等について説明があった。 
（2）意見交換 

（基礎情報） 

 主として大きな組織、たとえば UNDP、SOPAC 等から WEB 開発を受託している。オフライン事

業も手がける。事業を立ち上げてから 3年になる。 

（規制緩和） 

 最近のテレコム規制緩和の流れは、進捗は遅いものの何らかの変化があることは結構なこと

と思う。 

（USP に期待するところ） 

 最近、USP の ICT 関連の誰かから(名前は忘れた)インターンシップに関しコンタクトがあっ

た。従業員 14名の会社であるが、キーとなる人材 3名が USP 出身者、1名が現役 USP 学生、

1名が FIT 出身者である。 

 USP が ICT アソシエーションに参加することは結構なことである。（Segal 氏は ICT アソシエ

ーション設立の強力な推進者）ここから「産学官」共同の芽が生まれてくる。 

 USP はもっと「実際的 practical＝hands-on」な授業をすることが望まれる。また、カリキュ

ラムも最新のものに再編成すべきと思う。 

 USP から望まれれば、産学協同の協力をするのはやぶさかではない。 

 
面談記録 

日時 2008 年 10 月 29 日(水)  午後 14：00－15：00 
場所 NDMO 国家災害マネジメント特別室＠JICA フィジー事務所 
面談相手 Mr. Joeli Cawaki/ Director 
面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 
 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。NDMO からは活動状況の説明があ
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った。 
（2）意見交換 

（基礎情報） 

 災害マネジメントは、非常にシンプルな組織構造で、トップダウン、ボトムアップ両面から

実施していく： 

- 国家レベル(1): NDMO 

- 地域レベル(27 Districts) 

 - コミュニティ・レベル(1,170) 

 最近、AusAID の援助で HF 機器を調達し、F$50,000 をかけて ELCOM(当地企業)に機器取扱い

訓練を委託した。 

 Vodafoneは津波等の自然災害用警報用サイレン25個(内7個はスバ地区)をNDMOに供与した。

このシステムでは災害警報をキャッチし、サイレンを鳴動させたり、SMS メッセージを発出

したりする（UNOCHA の GDACS？）。 

（緊急時の情報伝達手段としての USPNet） 

 SOPAC は最近、自然災害に関するウェブ・ポータルを立ち上げた。The Pacific Disaster Net 

(Web Portal & Database for Disaster): http://www.pacificdisaster.net 今のところ、

フィジーで発出した警報を早期に他の島嶼国に伝える手段がない。 

 自然災害等の緊急時には、USPNet を増強(バンド幅拡張)し、情報伝達手段として活用するこ

ととしてはどうか？ モバイル VSAT 等も配備が望ましい。 

 

面談記録 
日時 2008 年 10 月 29 日(水)  午後 14：00－15：00 
場所 TFL(Telecom Fiji Ltd.) テレコム・フィジー、スバ 
面談相手 Mr. Seseleka Imo Sagoa/ Group General Manager (Human Resources) 
面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。TFL からは規制緩和の動向、USP
との連携可能性、事業方針等についての説明があった。 
（2）意見交換 

（規制緩和） 

 ATH が 100%所有の国内通信会社。規制緩和の新法(Radisson Telecom Accord)によれば、国際

通信にも参入できるはず（ただし、自前の設備をもつことはできない）。 

（TFL の人材） 

 TFL は全体で 774 人の従業員がいるが、今年の新採用者は 31 名(内 21 名は USP 出身者、10名

は FIT 出身者である。 

 TFL は教育・訓練で USP に協力できる。過去、USP の学生に CCNA コースを 100%スポンサーし

て、その学生はのちに TFL に就職したことがある。 

 ICT 人材養成は急務である。また R&D も重要。 

（事業の方向性） 

 電話サービスも IP 化は避けられない状況であり、TFL はこの動向(IP 化に伴い料金収入が減
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っていく)を見据えて事業を進めていく。 

 

面談記録 
日時 2008 年 10 月 29 日(水)  午後 14：00－15：00 
場所 Ministry of Communication 通信省、スバ＠JICA フィジー事務所 
面談相手 Mr. Josua Turaganivalu/ 
面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。通信省からは情報通信政策、規
制緩和の動向、情報通信インフラの整備状況等についての説明があった。 
（2）意見交換 

（情報通信政策） 

 フィジーの ICT 指針：Fiji National ICT Development Policy 2004 

3 本柱： １）e-Government 

  ２）e-Commerce & e-Transaction 

  ３）e-Community 

 情報通信政策、方向性を定めていく省である。中国元借款「電子政府」プロジェクトは通信

省が 2003 年頃から取り組み、やっと実行段階に入ったところ。 

 フィジーは南太平洋地域において ICT ハブになることを目指す。 

（規制緩和の方向性） 

 最近の規制緩和の方向性：Telecom Promulgation 2008（独立規制機関を創設） 

 National ICT Council？は 2001 年に設立されている。 

（情報通信インフラの整備状況） 

 現 Southern Cross Cable に加えて、SPIN(South Pacific Islands Network)プロジェクトで、

オーストラリア＞カレドニア＞仏領タヒチ＞ハワイと光ファイバー・海底ケーブルがフィジ

ーを通るはず。 

 Telecom Fiji は F$50M から F$70M を投じて、ビチレブ島内光ファイバー・リングを建設中で

間もなく完成する。また、ビチレブ島とバヌアレブ島を結ぶ国内光海底ケーブルも敷設する

予定。FEA(電力庁)も、スバ～ラウトカ間に送電鉄塔を利用して光ファイバー（架空地線）を

敷設済み？スバ～ナウソリ間も 10本敷設済み？ 

（ICT 人材育成） 

 ICT 人材育成は重要な問題である。一方、R&D にも注力していかねばならず、注力すべきはコ

ンテンツ、ソフトウェア開発領域であろう。 

 

面談記録 
日時 2008 年 10 月 30 日(木)  午前 9：30－10:30 
場所 財務省 ITC サービス、スバ 
面談相手 Mr. Eliki Vuli Salusalu/Manager（といっても Director クラス、元海軍中佐、オー

ストラリア IT留学組） 
面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)  
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概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。ITC からは GOVNET の運用状況、
ITC で実施する学生への訓練等についての説明があった。 
（2）意見交換 

（基礎情報） 

 財務省の給与計算センターをその出発点とし、現在は政府の ICT 政策(Ministry of 

Communication)の実行組織として中国元借款プロジェクト「電子政府プロジェクト」(US$20M

相当)等を実行している。（中国輸銀と調印：2006 年 3月 15 日、完成は 2010 年） 

 従業員数：53人（内 7～8名は USP 出身）、他に「電子政府プロジェクト」で 35人。 

 データセンターを兼ねた新社屋を建設予定だ(資金、敷地は確保済み)。 

 従業員の転職は頭の痛い問題であったが、待遇を改善したり、良好なマネジメント-職員間の

コミュニケーションを保つことで、現在転職者はほとんどいないようになった（ITC サービ

スの予算も F$4M から 8Mまで倍増させた）。 

（GOVNET の運用状況） 

 インターネット接続：今までは USP 経由 6Mbps であったが、最近 FINTEL 直結 8Mbps にアップ

グレードした。以前に比べるとインターネット接続の品質が格段に良くなったので GOVNET ユ

ーザ(政府機関)数は現在 6,500 にまでなった。 

（学生への訓練） 

 Government Scholarship の学生に Hands-on 訓練を ITC サービスで実施している。学生には

大好評である。 

 
面談記録 

日時 2008 年 10 月 30 日(木)  午後 14：00－15：00 
場所 Tupou Tertiary Institute 
面談相手 Mr. Samiu Fonua, Former Director, IT service, USP (現在 Head in ICT unit, Tupou 

Tertiary Institute) 
面談者 竹井コンサルタント 

 
（1）意見交換 

 今回の技術協力プロジェクトの要請書は自分がドラフトした。要請書内のプロジェクトの概

要の最初に記載した 4 つのレベル（Support Stage, e-Service Stage, Community Access 

Stage, Intelligence Community Stage）が大切である。なぜならば、前技術協力プロジェク

トでは USP のレベルアップをねらったものの、狙いが高すぎた、多くの国に裨益しなかった、

サステナビリティを十分確保できないなど多くの点で失敗したからである。今回のプロジェ

クトはフィジー以外の国のレベルと現在 USP が達成しているレベルのギャップを埋めること

を目標にすべきと考えて要請書を作成した。 

 そのためには、まず USP は各国にミッションを送って各国の実情を理解し、何をしたいのか、

何をすべきかを知るべきである。 

 下位の段階（Support Stage と e-Service Stage）を満足にできなければ、上位の段階

（Community Access Stage や Intelligence Community Stage）は意味がない。多くの国はこ

－178－



の下位段階を達成したがっている。 

 ICT センターは、このままでは USP フィジーのセンターに留まる心配がある。このままで USP

全体が徐々にフィジーの大学となっていくだろう。それを避けるためには、USP は ICT ミッ

ションを送って、他の国の状況を調べるべきである。USP は地域の現実のニーズを理解して、

それに応えられる人材を輩出すべきである。 

 ここ 3年は e-Service Stage を学生・卒業生の達成目標にすべきである。 

 

面談記録 
日時 2008 年 10 月 30 日(木)  午後 14：00－16：00 
場所 USP ラウザラ・キャンパス、スバ 
面談相手 Dr. Jito Vanualailai 

Mr. Kisione Wesley Finau/ Director (IT Services) 

Mr. Fereti Atalifo/ Manager (Projects & Regional Development/IT Services)他

多数 

面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯、今後の大筋スケジュール、および「技プロ」の構成要
素について説明を行った。USP からは、USPNet および DFL の問題点を中心にプレゼン。 
（2）意見交換 

（USPNet） 

 USPNet：現在 7.5MHz をリースしている(リース料：US$5,900/MHz/Month)。トラヒック量から

すると 11MHz は欲しいところ。USPNet のアップグレード 2006 は AusAID のファンドである。

（DFL の問題点） 

 フィジー以外の国で、現地雇用する USP チューターの質が低すぎる。 

 DFL のみでは学生のやる気を維持するのは難しく、Face-to-Face の講義も必要。 

 フィジー以外の国のインターネット接続環境が良くない。 

 過去、DFL では BBC サービスもあったが、現在はプリント教材のみである。 

（GDLN） 

 GDLN との接続は別プロジェクトとなっているので、担当者から進捗状況を聞くしかない。物

理的には接続可能と思う。 

 

面談記録 
日時 2008 年 10 月 31 日(金)  午前 11:00－11:40 
場所 TPAF(Training & Productivity Authority of Fiji)、スバ 
面談相手 Mr. Sachin Deo/ Manager IT Training (USP 出身) 
面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)  

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。TPAF からは組織概要、訓練内容
概要、USP との協働可能性についての説明があった。 
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（2）意見交換 

（組織概要） 

 フィジー国全就業者の給与の１％を資金とし、公的な職業訓練を行う政府機関。ナマカ、ナ

ンディ、ラウトカ、バ、ランバサ他にもトレーニング・センターを有する。 

 以前、JICA に Linux, Cisco 等に関するトレーニングの支援要請をしたことがある。 

 ICT トレーナーの数(現状)：20 名、 

学生の数（2007 年延べ人数）：全体で 33,000 名(全体)、内 1,800 名が IT 関連コース履修、 

2008 年 9月までで IT 関連コース履修者は 1,400 名に達している。 

（訓練概要） 

 訓練の対象：社会人、学生のドロップアウト等 

 訓練の種類：フルタイム 2年ディプロマ・コース、個別 1週間から 2週間コース 

 訓練の内容：MS Academy Program、CompTIA Learning Alliance、ACS、Western Sydney Institute、

Pearson VVE Authorized Center 等のコースに準拠 

（USP との協業） 

 USP から VSAT を借りてトレーニングを実施したことがある。 

 USP と協働といっても、TPAF の役割、TPAF にとってのメリット等、明確に提示されなければ

動きようがない。 

 

面談記録 
日時 2008 年 10 月 31 日(金)  午後 12:00－12:30 
場所 Ministry of Education 教育省、スバ 
面談相手 Mr. Filipe Jitoko/ Deputy Secretary- Administration & Finance 
面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。教育省からは現在実施中の「Fiji 
School of the Air」プロジェクト、USP への協力依頼等についての説明があった。 
（2）意見交換 

（基礎情報） 

 USP の監督省であり、教育省の ICT ポリシーは、WEB サイトで見ることができる。 

（実施中のプロジェクト） 

 “Fiji School of the Air” プロジェクトが EU(機器調達)/PRIDE(コンサルタント)のファ

イナンスで進行中である。双方向の遠隔教育システムであり、1.5MHz のバンド幅を FINTEL

から借り受け、2009 年 2 月には 3 つのパイロット高校(3 つの内 1 校は Namosi 地区内、2 校

は Tailebu にある Ratu Kadavulevu Secondary School, Queen Victoria School )で遠隔教

育を試行する。（このプロジェクト・ドキュメントを入手済み）。 

 Nasinu ナシヌ(FCE、Fiji College of Advanced Education 内）にスタジオを作る。 

（USP への協力依頼） 

 USP には、Fiji School of the Air のアプリケーション・ソフトウェア「REACT」の維持、管

理をお願いしている。 
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面談記録 
日時 2008 年 10 月 31 日(金)  午後 14：00－15：00 
場所 FIT(Fiji Institute of Technology)フィジー工科大学、スバ 
面談相手 Mr. Seseleka Imo Sagoa/ Group General Manager (Human Resources) 
面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)  

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。FIT からは組織の概要、産学共
同、USP との協業可能性等についての説明があった。 
（2）意見交換 

（組織の概要） 

 1968 年 Dereka 職業訓練校としてスタート、1979 年 FIT と改称。各地の高校ともフランチャ

イズを結んでいる。 

 学生数：20,000 人(内 6,000 人がフルタイム)バ、ライワイ、ランバサにも分校あり。ナセセ

の海事学校には現在 JICA/SV が派遣されている。卒業/修了生の就業率は把握しづらいが、

70%-90%程度であろう。外国人学生も多数いる。 

（産学共同、USP との協業） 

 FIT では 4 半期に 1 回、産業界と連携をとるために Industry Advisory Committee を開催し

ており、学生を Industrial Attachments として産業界で実際的な訓練を受けさせている。こ

のような活動は学生の就職率向上に役立つ。 

 2004 年頃、USP の Dr. Esther と USPNet の相互利用について話し合ったことがある。 

 

面談記録 
日時 2008 年 10 月 31 日(金)  午後 15:30－16:30 

場所 USP ラウザラ・キャンパス、スバ 

面談相手 USP 学生 3 名（この中のひとりは大学院生で、学部は USP－CSIS を修了しており Attorney 
General Fiji 事務所で現職） 

面談者 都築、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行い、学生側から USP に対する要望事項
を聞いた。 
（2）意見交換 

（要望事項） 

 もっと実際的なコースを増やして欲しい（企業が望むような資格取得コース）。 

 現在 90 のオンライン・コースがある。 

 法学部学生：フィジーUSP では 100%オンライン・コースなので、もう少し Face-to-Face の講

義もあった方が良い。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 3日(月)  午前 10:00－午後 12:30 
場所 USP ラウザラ・キャンパス、スバ 
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面談相手 Dr. Jito Vanualailai/ Associate Professor & Head of SCIMS 
Mr. Kisione Wesley Finau/ Director (IT Services) 
Mr. Fereti Atalifo/ Manager (Projects & Regional Development/IT Services) 

面談者 都築、竹井、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯、フィジーの ICT ポリシーについて説明を行った。USP
からは、本技プロに対する前回(10 月 30 日)と同様なプレゼンがあった。 
（2）意見交換 

（本技プロの目的） 

 フィジーと USP 傘下の他の 11島嶼国とのデジタル・デバイドの緩和（提案）。 

（フィジーICT ポリシー） 

“Policy Directions and Strategies for the Development and Growth of Information a
Communication Technology” Ministry of Communication, 2004 の 3本柱について説明： 

① Community e-empowered 
② Government On-line 
③ Business e-enabled 

（USP プレゼン） 

 2007 年 12 月の要請書のままで、なんら進展は見られない（技プロのスコープが絞り込まれ

ていない）。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 4 日(火)  午前 10:00－12:30 

場所 TFL(Telecom Fiji Ltd.) テレコム・フィジー、スバ 

面談相手 Dr. Jito Vanualailai / Associate Professor & Head of SCIMS 
Mr. Kisione Wesley Finau/ Director (IT Services) 
Mr. Fereti Atalifo/ Manager (Projects & Regional Development/IT Services) 
Ms. Ela Qica/ Librarian (Library) 
Mr. Detlef Blumel/ Media Center 
Ms. Helen Lentell/ CEDT 部長 
Ms. Mary Montu/ School Counselor 他 

面談者 都築、竹井、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・都築より本調査団の目的、派遣の経緯について再度説明を行った。USP からは質問書への回答
準備状況、USP 図書館デジタル化の状況、以前のキャパシティビルディング・プロジェクト等に
ついて説明があった。 
（2）意見交換 

（回答準備） 

 手分けして用意している。ミッションが帰国するまでにはなんとか揃えたい。 

 「Performance Portfolio」についても、CD-ROM にしてお渡ししたい(入手済み)。 

（図書館デジタル化） 

 Digitization プロジェクトが Greenstone（OSS 図書館管理アプリケーション）を使って進行

中である。UNESCO が Greenstone 訓練に 2 回、フィジーを訪問している。ただし、著作権問

題を扱える人材がいないのが問題だ。 
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（2002-2005 キャパシティビルディング・プロジェクト） 

 2002-2005 の ICT キャパシティ・ビルディング・プロジェクトは当時の ITS にとって大きな

利益はもたらさなかった。 

 ICT キャパシティ・ビルディング・プロジェクトは、Media Center に大きな便益をもたらし

た。当時、USPNet は Media Center の所管であったが、今は ITS に移っている。 

（スクールカウンセラー） 

 経済/アカウンティング/観光/ICT 専攻の学生は、（頭脳流失等で）売り手市場なので就職に

困ることはない。ただし社会学/心理学等専攻の学生は、就職するのがなかなか難しい。 

 USP 全体で、教師の数は 200 人程度。教授は各学部に 3～4 名程度。今年度予算は F$7M で、

ここ 2，3年歳出超過が続いているが、2010 年までには単年度黒字にしたい。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 4日(火)  午後 16:00-18:30 
場所 USP-SCIMS、ラウザラ・キャンパス、スバ 
面談相手 Dr. Jito Vanualailai / Associate Professor & Head of SCIMS 
面談者 都築、竹井、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所) 

 

概 要 
（1）資料収集 
以下の資料を入手した。 

 Current ICT-Related Developments and Activities at the USP, August 2007 

 The University of the South Pacific ICT Plan> Priority= USPNet Enhancement 

 Pacific ICT Regional Resource Center Revised Proposal 

 
面談記録 

日時 2008 年 11 月 6日(木)  午前 9：40－10：15 
場所 Datec 
面談相手 Gokui Naidu(Manager/Human Resources＆Quality) 
面談者 山王丸職員、竹井コンサルタント、久保 

 
概 要 

（1）概要 

 従業員数は 120 人。うち 80 人がエンジニア。約 60％が USP 卒業生。残りはフィジー国内や

オーストラリアなどの大学の卒業生である。 

 能力面では USP 卒業生とその他の学生との間に大きな差は無い。あるとすれば、USP の学生

は遠隔教育が中心であるため、コミュニケーション能力が若干低い。 

 USP の授業内容の欠点として、学問的な視点での授業内容が多くを占めており、実務を意識

した内容が少ないという点が挙げられる。 

 USP との共同研究の可能性については、民間側の意向を反映した研究であればチャレンジし

たい。 

 民間企業においても従業員の流動性が高いというのは問題である。賃金等で引き止めるしか

ないが、IT ように発展が早い分野では若い世代のトレンドに応えていくのは大変なことであ

る。 
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 マイクロソフトやシスコ等の民間ベンダー資格については、従業員に対して自社でトレーニ

ングを行っており、USP にしてもらう必要はない。 

 USP の役割は IT を用いた地方への教育普及が役割であり、（IT パークの様に）民間企業と競

合するような方向性は望まない。 

 （フィジーにおける）IT企業団体である ICT アソシエーションに参加はしているが、現段階

ではそれほどメリットは享受していない。 
 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 6日(月)  午後 1４：１５－1５：１５ 
場所 AusAID 
面談相手 Rosalyn Morgan 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、山王丸職員、久保 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。 
（2）意見交換 

 AusAID は現在 ICT 分野には直接支援はしていない。USP に対する支援としては、（USP の上部

団体である）PIF に対して資金援助を行っているため、間接的なものである。 

 AusAID は TPAF(公的職業訓練機関)に対して支援を行っている。支援分野は木工や機械といっ

た「Hands-on」な技術を支援している。 

 USP 側から ICT 分野の支援要請があれば検討をしたい。その際にはドナー間の重複が無いよ

うにコーディネーションが必要と考える。 

 現在は、コンサルタントが 2006 年から 2008 年までの財政支援内容に関する監査を行ってい

る。来年 2月までには終了予定であり、同時に 2009 年からの MOU を締結予定であるため、そ

の際には今後の計画についても明確になるものと考える。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 6日(木)  午前 11:00－13:00 
場所 USP ラウザラ・キャンパス、スバ 
面談相手 Prof. Rajesh Chandra/ 副学長(日本式では学長に相当) 

Dr. Esther Batiri Williams/ 副学長補 
Helen Lentell/ CEDT 部長、他 

面談者 牧野専門員、伊藤職員、久保職員 
都築、竹井、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。USP は Prof. Chandra 自
ら、本技プロに期待するプレゼンを行った。実務レベルに対するプレゼン(11 月 3 日)に続く、マ
ネジメント・レベルに対するプレゼンである。 
（2）意見交換 

（本技プロの目的） 

 ICT センターおよび USPNet の、開発、運用、維持管理に関わる人材のさらなる育成。 

 DFL を通じて、更に質の高い学術プログラム、訓練の提供。 

 地域コミュニティとの関係強化。 
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（本技プロに期待するところ） 

 副学長から、1）学部毎の予算配分をして、USP 全体として収入増を図って行かねばならない、

2）本技プロはインパクトが大きい、3）危機のときこそチャンス等、の話あり。続いて以下

の(本技プロに期待するところ)が説明された： 

 最先端の ICT 技術を提供する ICT センター向けの人材育成に資する 

 USPNet の拡張・強化（南太平洋地域で自然災害等、緊急時には災害マネジメント・ツールと

して利用する） 

 USP の学術知識ベースにすべての USP コミュニティが容易にアクセスできるようにする 

 E-サービス(e-コマース、e-ガバナンス等)の推進者としての USP の強化、また、これら e-サ

ービスを支える基盤技術としての、ウェブ技術、ネットワークおよびデータ・セキュリティ

技術に関する人材育成 

（質疑応答） 

 JICA にとっては ICT センター向け人材育成が、本技プロの優先課題である（調査団）。 

 USPNet の拡張・強化は解決しなければならない緊急課題であるが、先ずは詳細なスタディを

実施すべきである(副学長)。 

 IP トラヒック・エンジニアリング(用途等の解析も含む)が必要である(調査団)。 

 ネットワーク・セキュリティも、取り上げなければならない課題である。 

（プロジェクト候補の絞り込み） 

 このプレゼンのままでは、プロジェクト候補を絞り込めないので、USP としての優先順位付

けをする等してもらいたい。 

 11 月 9 日(日)17:00＠USP までに、プロジェクト候補の更なる絞り込みを要請した。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 6日(木)  午後 14：00－15：00 
場所 USP-ITS、ラウザラ・キャンパス、スバ 
面談相手 Mr. Kisione Finau/ Director - ITS 

Mr. Josese Ravuvu/ Manager - MIS 

Mr. Fereti Atalifo/ Manager - PR Development 

面談者 都築、竹井、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所) 

 

概 要 
（1）USPNet の問題点について 
・USPNet の問題点について ITS より説明を受けた。 
（2）質疑応答 

（USPNet の現状） 

 USPNet の現状：衛星トランスポンダーのリース帯域が狭く(7.5MHz)、かつ不要なダウンロー

ド(音楽、映像等)が多く、輻輳している：[比較] GOVNET6,500 加入(8Mbps)、CONNECT4,000

加入(12Mbps)、USPNet/DFL 学生 11,000(7.5MHz)） 

（USPNet の料金） 

 トランスポンダ・リース料：US$4,909/MHz/Month 

 AARNET 接続料：データ量上限＝2.4TB/月で、月額 A$28,000- 

－185－



（フィジー国内の USP サブセンター） 

 ランバサ、ラウトカ・キャンパスは 2Mbps(地上専用線、無線含む)で USPNet に繋がっている

ので問題ない。 

（衛星帯域幅アップ提案書および計算書） 

 USP マネジメントに提出した「帯域幅拡張：7.5M から 11M にアップ」提案書および所要帯域

幅計算書を入手。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 7 日(金)  午前 11:30－12:30 

場所 USP-ITS、ラウザラ・キャンパス、スバ 

面談相手 Dr. Esther Batiri Williams/ 副学長補 

Mr. Kisione Finau/ Director - ITS 

Mr. Josese Ravuvu/ Manager - MIS 

Mr. Fereti Atalifo/ Manager - PR Development 

面談者 都築、竹井、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所) 

 

概 要 
（1）GDLN との接続について 

・GDLN との接続交渉の経緯2について USP が説明を行った。 

（2）質疑応答 

（経緯） 

 2007 年に当時の Pro Vice Chancellor のイニシエーションで始まった。 

 USPNet for GDLN ともいうべきもので、GDLN の PKN(Pacific Knowledge Network)のハブとして

USPNet を使おうというもの。 

（技術的問題点） 

 技術的には相互接続するのは全く問題がない（数回、アドホックにコンファレンス(たとえば、

Governance、Disaster Management 等、実証済み)。 

 JICANet についても相互接続実証済み。技術的に問題はない。 

 ATH が 100%所有の国内通信会社。規制緩和の新法(Radisson Telecom Accord)によれば、国際通信

にも参入できるはず（ただし、自前の設備をもつことはできない）。 

（ICT センターと GDLN） 

 Japan- Pacific ICT センターができる今となっては、ICT センターこそ PKN として、該当地域を

熟知している USP が運営していけばよい話で、GDLN/JICANet の接続は今まで通りアドホックにや

っていけばよいのでは？ ただし世銀あるいは他のドナーがお金を出すので世銀仕様のGDLNスタ

ジオを是非作ってくれというのであれば別の話である。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 7 日(金)  午前 11:30－12:30 

場所 USP ランバサキャンパス  

                                                        
2  入手資料：”Global Development Learning Network (GDLN) Project- Feasibility Study Notes,” March 20, 

2008 
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面談相手 Dr. Samuela Bogitini/USP ランバサキャンパス校長 

面談者 牧野専門員、伊藤、久保 

 

概 要 
（1）GDLN との接続について 

・GDLN との接続交渉の経緯3について USP が説明を行った。 

（2）質疑応答 

（組織体制）  

 現在の総職員数はランバスキャンパス 16 名、サブサブサブキャンパスが 4 名。サブサブサブキャ

ンパスはランバスキャンパスの下に位置づけられている。うち、フルタイムの IT チューターは 1

名。パートタイムチューターはランバサキャンパスが 15 名、サブサブキャンパスが 12 名。 

 学生はサブサブキャンパスも含め、第 1 セミスターが Undergraduate723 名、Postgraduate28 名、

第 2 セミスターが Undergraduate756 名、Postgraduate9 名。  

 年間予算はサブサブキャンパスを含めて 50 万フィジードル。（約 3500 万円） 

 

（施設） 

 PC はトータル 50台。うち 20台は前回の JICAプロジェクト供与されている。うち数台は「JICA

コンピューターラボ」と名づけられた部屋で利用されている。供与後約 4 年が経過している

が、視察したところ管理状態は非常に良い。他国の生徒から出されている通信スピードの遅

さはない。スバ校からの情報では 2MHz で接続されているとのこと。 

 サブサブサブキャンパスの PCは 20 台。 

 図書館 1 室。保管されている図書数は多くないが、オンラインで書籍検索が可能で、スバ校

からの借りることが可能。EMS で送付され 1 日後には受け取り可能とのこと。費用はスバ校

図書館負担。 

 USPNet 教室 1室。テクニカルスタッフが常駐しており、運営管理している。 

 

（その他）  

 学外を対象にしたトレーニングコースを多数開催しており、それらは本校の収益となってい

る。視察時には銀行員などを対象とした「Investigating Strategy」コースが開催されてい

た。受講料は 2日間コースで 300 フィジードル、参加者は 20 名。そのほか、コミュニティを

対象にしたコースや CISCO 資格取得の研修なども行っている。 

 Tutor などの人材育成は行っているが、資格取得後に外国に流れるケースが多く、人材が根

付かない。 

 

（所感） 

商業ビル（3 階建て）の 2 階、3 階部分をキャンパスと利用しており、規模としては大きくないが非常に

活発な運営を行っている印象。特に学外を対象とした独自コースを多く開催しており、その収入が本校

の貴重な学校運営費に回されている。これらのコースの受講料は決して安くはないがニーズは高いとの

                                                        
3  入手資料：”Global Development Learning Network (GDLN) Project- Feasibility Study Notes,” March 20, 

2008 
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こと。大洋州においては USP もコミュニティを対象とした教育の提供を担っており、その好事例と言え

る。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 7 日(金)  午後 12:30－13:30 

場所 USP-CEDT/DFL、ラウザラ・キャンパス、スバ 

面談相手 Ms. Helen Lentell/ Director- CEDT 

Mr. Valentine A. R. Hazelman/ Online Instructional Designer 

Mr. Detlef Blumel/ Acting Director- Media Center 

面談者 都築、竹井、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所)  

 

概 要 
（1）CEDT の役割と問題点 

・CEDT からその役割と問題点について説明があった。 

（2）質疑応答 

（現状） 

 CEDT/DFL は新 ICT センターに移る計画ではないが、現状、場所が手狭で困っている。 

（MOODLE について） 

 Moodle を用いてオンライン教材（といっても、ダウンロードできるわけではなく、遠隔地キャン

パスにはプリントで配られる）を作るのはいいが、それが「どこで、どのように使われ、どのよ

うな改善点があるのか？」というフィードバックがない。すなわちプロダクトとデリバリの間に

「穴」がある。 

 Moodle を熟知しているのは、上の Mr. Detlef Blumel だけである。Moodle 技術者の育成が急務で

ある 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 9 日(日)  午後 17：00－20：00 

場所 USP ラウザラ・キャンパス、スバ 

面談相手 Dr. Esther Batiri Williams/ Deputy Vice Chancellor 

Ms. Helen Lentell/ CEDT4 

Dr. Jito Vanualailai/ Associate Professor & Head of SCIMS 

Mr. Kisione Wesley Finau/ Director (ITS) 

Mr. Josese Ravuvu/ Manager - MIS 

Mr. Fereti Atalifo/ Manager - PR Development 

面談者 都築、竹井、山王丸(JICA フィジー事務所)、ナニセ(JICA フィジー事務所) 

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 

・竹井より USP が 11 月 6 日にプレゼンしたプロジェクト候補を詳細に分類したものについて説明を行
った。また、プレゼン・ペーパの意味が不明な箇所について更に説明を求めた。 

（2）質疑応答 

                                                        
4 CEDT: Center for Educational Development & Technology 
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 横軸に USPNet、教育そのもの、DFL、その他、を並べ、各項目の縦軸に人材育成、資機材、計画策

定等を挙げ、資機材の調達に係るものについては、どの項目でも本技プロのスコープ外とした(調

査団)。 

 未だ双方に認識のズレが認められた。 

 USP にとっての最優先課題はインフラの整備も含め USPNet の強化である。 

 Request List (竹井作成)に従い、とりわけプロジェクトの優先付けを回答するよう要求し、USP

側は 11 月 24 日までに回答する旨、約束した。 

（所感） 

USP は南太平洋 12 カ国にまたがる「広域大学」である。USP のフィジー以外の諸国の学生には高度教

育へのアクセスは、遠隔教育(DFL)を通じて行う。この DFL を支える重要で唯一の教育基盤が USPNet(衛

星を利用した通信システム）である。 

USPNet は 2006 年にアップグレード(全面 IP 化)されているが、衛星中継器の利用大域幅は 7.5MHz

に制限されており、急増する域内 IP トラヒックに対応できていない。USPNet インフラの整備(資機材

の調達)は別としても、副学長の指摘にあるように、早急に「Assessment on USPNet including IP Traffic 

Engineering」を実施する(させる)ことが望まれる。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 10 日(月)  午後 1４：１５－1５：１５ 
場所 JICA フィジー事務所 
面談相手 武下所長、三国次長、ナニセ職員 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、山王丸職員、竹井コンサルタント、都築コンサルタント、久

保 

 
（1）調査団帰国報告 

・久保より本調査の結果概要について説明を行った。主なコメント、質疑応答は以下のとおり。 

（2）意見交換 

 相手国の要請のうち「USPNet の改善」は、「遠隔教育の充実」「コミュニティ支援」といった

他の要請内容の前提条件とも言うべき事項であり、早急な改善が望まれるが、技プロの中で

行う支援については調査支援や計画策定等に絞られてくる。（竹井コンサルタント） 

 何が USP の根本的な問題であるのか、まだまだ確認が必要である。今回の技プロ要請は無償

の ICT センターの活用を前提としたものであるということを忘れてはならない。（武下所長）

 IT 教育支援のフィージビリティはあるのか。具体的には「学生数・コース数」「卒業生の進

路」「求められるレベル」といった点に関し、調査結果はどのようになっているのか。（三国

次長） 

→基礎的な IT教育は既に充実しており、もう少し高度なコンピュータ教育ならば支援の可能性は

ある。フィジー本校において IT コースは一般教育レベルではほぼ全員が受講しており、希望学生

数に比して教員数が足りないという点はある。（久保） 

 現段階で細部の議論に入っていくのは疑問がある。遠隔教育内容を改善しても配信設備が問

題であるならば意味が無いのではないか。USPNet の改善ということであれば、技プロで実施

するにしても開発調査に近い内容になるのではないか。フェーズ分けといった部分について

も検討してはどうか。（武下所長） 
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 加えて、USPNet の改善には費用負担が伴うということであるが、USP 側の支払い能力として

はどうなのか。（武下所長） 

→USP の財政難は周知の事実であり、現段階ではサステナビリティは低い。（都築コンサルタント）

 情報通信分野の規制緩和が促進すれば、接続料金は低下するのではないか。（ナニセ職員） 

→USPNet は各国にまたがった衛星通信であり、周辺国のマーケット規模も勘案すると、規制緩和

による大幅な料金低下は期待しにくい（都築コンサルタント） 
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【バヌアツ】 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 11 日(火)  午後 14:00－15:30 

場所 USP バヌアツ・センター/エマラス・キャンパス 

面談相手 USP バヌアツ・センター関係者 

面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 
 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 

・牧野専門員より USP フィジーにおける ICT センター建設と ICT 技プロについて説明を行った。USP
バヌアツ側から提案書（ほぼ機器リスト）を受領した。質問書に対する回答書は 11 月 13 日管理部門
スタッフとのミーティングで渡すとのことで、その後は USP バヌアツの理系学生からヒアリングを行
った。 

（2）意見交換 

（USP バヌアツ側参加者） 

Mr. Jean-Pierre Nirua/ Campus Director 

Mr. Joeli Logavatu/ Acting Manager (ITS) 

Mr. Russell Muji/ Network & Systems Support (ITS) 

Mr. Adrian Bule/ IT Assistant 

Ms. Sonia Bois-Singh/ Lecturer in Law 

Mr. Pita Tuisawai/ Online Instructional Designer 

五十嵐百合子(シニア・ボランティア) 

（学生にインタビュー） 

Mr. Iven Joshua ITS and Economics 

Mr. MacArthy Hava Engineering 

Mr. Jean-Luc Boas Engineering 

Mr. Childson Shem Computer Science & Maths 

 週に 1 回、1 時間程、スバと TV 会議システム（128kbps、専用線＝USPNet 非経由）を利用し

ているが、TV会議授業を増やして欲しい。 

 この数少ない TV 会議授業にしても、#100 番台授業(1 年次)のみで、#200/＃300 番台授業(2

年/3 年次)を受けるためにはスバに行くしかない。 

 旅費、生活費等の負担が大きいので、スバで勉強できるのは結果的には奨学金（政府、援助

機関等）を受けた学生のみということになってしまう。 

 奨学金をうけられるのは、バヌアツ全体で年間 100 名程度であり、非常に狭き門である。 

 チューターの質が低く、CS/IS に関する知識はあっても、教えるということに経験がないの

で問題である。 

 EmalusUSP のサーバ室も見たが、すでに MOODLE サーバが設置され、教育コンテンツを USPNet

経由ではなく一部ローカル化しようとしていることが見てとれた。 

 
面談記録 

日時 2008 年 11 月 11 日(火)  午後 16:00－17:00 

場所 Edwards Computer Foundation & CNS(Computer Network Services)、ポートビラ 

面談相手 Mr. Ravi Kumar/ Manager(インド人)Mr. Geslain Hachery/ IT Manager(カナダ人) 

面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 
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概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 

・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。 

（2）意見交換 

（基礎情報） 

 フィジーの Datec(バヌアツにも Datec バヌアツはあるが、IT 訓練はやっていない)のような

IT ソリューション企業で、一部訓練コースを運営する。ただし、コース内容は初等レベルで

ある。 

 基礎的で一般的な ICT に係わる訓練コース（2年、1年および 2週間程度のショート・コース）

を提供している。現在、学生総数は 150 名程度。 

 ベンダー・ライセンス CCNA 等のコースは、テスティング・センターができ次第、提供を開始

したい。基礎コースを修了した人間が対象になる。 

（USP バヌアツとの協力） 

 USP バヌアツは、競争相手であるが、協力できるところがあれば協力関係を築いていきたい。

 
面談記録 

日時 2008 年 11 月 12 日(水)  午前 8:30 - 9:30 

場所 PMO 首相府、ポートビラ 

面談相手 Mr. Victor Rory/ Principal Aid Negotiator 
Mr. Betwel Solomon/ Senior Analyst- Public Policy 

面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 
 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 

・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行い、中国元借款「電子政府プロジェ
クト」等の実施状況について聞き取りを行った。 

（2）意見交換 

（基礎情報）  

 PMO は、各省庁間の政策立案調整をするところ。 

（電子政府プロジェクト） 

 財務省が実施中の「e-Government Project」 

１）インフラ中心（6州のセンターを結ぶ幹線 IP網およびビラ、サント市内 LAN） 

２）SV 小松さんによれば(インフラ規模)： 

 WAN－鉄塔 8基(マイクロウェーブ）、VSAT－3 機、 

 イントラネット5(光ファイバ)－125 政府事務所を結ぶ 

 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 12 日(水)  午前 9:30-10:30 

場所 Office of the Interim Telecommunications Regulator 暫定テレコム規制機関 

面談相手 Mr. John Crook/ Telecom Regulator 

                                                        
5  政府イントラネット：ポート・ビラには、VANGOV ネットという政府イントラネット(1,500 ユーザ＝VoIP、VC、データ

センター)があるが、中国元借款「電子政府プロジェクト(e-Government)」で構築されるインフラで置き換えられる予

定。 
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Mr. Jimmy Andeng/ Assistant Telecom Regulator 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 

・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。フィジー、バヌアツにおける
規制緩和の方向性につき情報交換を行った。 

（2）情報交換 

 バヌアツ政府は TVL(バヌアツ通信会社)の所有株式を手放し、2012 年には完全民営化する予

定。この間、暫定的に「テレコム規制事務所(PMO 内)」を設立した。 

 TVL の現在の株式保有状況： C&W＝1/3、France Telecom＝1/3、バヌアツ政府＝1/3 

終局的に： C&W＝1/2、France Telecom＝1/2、バヌアツ政府＝0 

 政府は、資格審査に合格さえすれば誰にでもライセンス(もちろんライセンス料は取る)を与

える。 

 独占禁止法、消費者保護法のないところで、(新)通信法6(周波数管理も含む)を策定し、パブ

リック・オピニオンを経た今、2009 年 3 月には(新)通信法が国会に上程される。 

 (新)通信法策定にあたっては、世銀から技術的な援助を、AusAID からは財政的な援助を受け

た。 

 WiMAX(無線高速インターネット接続)は、バヌアツで今やホットな話題である。競争原理の導

入でインターネットの接続料金が低下することを期待している(もはや下がり始めている7)。

 SPIN(South Pacific Information Network、アルカテル＋仏政府ローン)は、費用負担等につ

いて不明確なことが多く宙に浮いたような状態であった。そこに世銀が介入

し、”Connectivity Study”と称するスタディを仏コンサル Polyconseil にやらせた。その

スタディの結果をもって、2009 年 1 月か 2月、トンガで「南太平洋通信大臣会議」を開催の

予定である。 

 中国元借款プロジェクト「e-Government」：US$20M（M/W＋Satellite＋FO） 

 教育省は RICS8(Pacific Remote Interconnectivity System)を推進している。 

 

 
 

                                                        
6  (新)通信法に関して以下の資料を入手： 

1) Telecommunications License: Consultation Version, 3 Sep. 2008 
2) Draft Telecommunications Licensing Policy Public Consultation, 13 Oct. 2008 
3) Draft License Application Form: Consultation Version, 2 Sep. 2008 

7  TVL は、今まで月額 16,800vt(家庭用 128kbps）であったインターネット接続料を、最近 5,950vt にまで下げた。(\100 

≈ 100vt) 
8 RICS: Pacific Rural Interconnectivity System 
- Runs on AMC 23 satellite, launched by Boeing but eventually not used for aircraft. 
- $2 million from Australia for purchasing access to the global backbone in Hawaii.  
- 16 sites have been identified with 4-5 pilot sites which are mostly educational sites in PNG, Solomon Islands, and 

Kiribati and Tonga.  
- The project aims to use VSAT for voice, internet and broadcasting in rural areas.  
- RICS is funded through 2009, but PIFS believes it will become a commercial operation although licensing would 

not be legal in some countries. 
- RICS has an education and whole of government aim – commercial voice access, community radio broadcasting, 

etc. 
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面談記録 
日時 2008 年 11 月 12 日(水)  午後 13:30-14:00 

場所 Ministry of Lands, Energy, Geology, Mines & Water Supply＠JICA バヌアツ事務所 

面談相手 Mr. Nikhil Desai/ Energy Advisor 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 

・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。本ミッションとは直接の関係
はないが、自ら面談を希望されて来所。 

（2）基礎情報 

 バヌアツの平均電化率(世帯数)は 25%である。 

 公共サービス規制機関(Utility Regulatory Authority)が、2007 年に設立された。 

 ココナッツ・オイルを利用した小規模発電(Mini Grid)方式を開発した。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 12 日(水)  午後 14:00-15:00 

場所 Ministry of Education 教育相 

面談相手 Mr. William Samuel/ IT Officer (Acting Manager) 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 

・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。教育省をめぐる ICT 環境の現
況について説明を受けた。 

（2）基礎情報 

 学校のインターネット接続環境の改善に取り組んでいる。 

 教育省には、彼を含めて IT 担当は 5名しかおらず、圧倒的に人材不足である。 

 バヌアツの中学校の 40%、小学校の 30%が、ダイヤルアップでインターネット接続ができる。

 ADSL/512kbps で、すべての学校をインターネット接続しようという計画もある。 

 AusAID の援助で、MS-SQL ベースの教育省データベース・システム(VEMIS- Vanuatu Education 

Management Information System)を構築済みである。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 12 日(水)  午後 17:00-18:00 

場所 JICA バヌアツ事務所 

面談相手 IT 分野シニアボランティア（SV）5名 

面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 

・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。各 SV から、自らの活動内容と
職場の IT 環境等について説明を受けた。 

（2）基礎情報 
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(全員、ポートビラ在住) 

五十嵐 百合子 コンピュータ教育 USP バヌアツ校 

黒岩 礼子  コンピュータ研修 公職委員会人材開発課 

佐野 寛  コンピュータ教育 マラポア高校 

原田 安馬(欠席) PC システム管理改善 インフラ公共事業省気象庁 

小松 守夫  ネットワークシステム管理・開発  財務省 ITサービス局 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 13 日(木)  午前 9:45-10:30 
場所 USP バヌアツ・センター/ エマラス・キャンパス、ポートビラ 
面談相手 法学部学生 5名インタビュー 

Mr. Mathew Lennisio(1 年)/ミクロネシア出身、オーストラリアの奨学金 

Mr. Elia Tulifau(2 年)/サモア出身、サモア奨学生 

Ms. Shalini Sanmogam(3 年)/フィジー出身、自費 

Mr. Mason Albert(4 年)/フィジー出身、フィジー奨学生 

Mr. Kitione Wagavenaveno(4 年)/サモア出身、サモア奨学生 

面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 

 

概 要 
（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行い、学生たちを取り巻く教育環
境について聞き取りを行った。 
（2）基礎情報 

（教育環境） 

 USP バヌアツは、域内 USP 諸校で唯一、法学に関する対面授業を提供できる。 

 この 5 名の学生はすべて留学生であるが、一人を除いてすべての学生が奨学金の給付を受け

ている。 

（授業に対する意見） 

 法学部では学習教材は 100%オンライン化されているが、社会科学関連学部では対面

(Face-to-Face)授業が重要である。 

 教材はオンライン化されてはいるものの、USPNet 経由でフィジーUSP 本校の MOODLE サーバに

アクセスしても速度が遅く(たとえば Page-to-Page で 30 秒)非常に使いづらい。(実際はプリ

ント教材が学生に配布される) 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 13 日(木)  午前 10:30-11:30 
場所 USP バヌアツ・センター/ エマラス・キャンパス、ポートビラ 
面談相手 USP バヌアツ管理部門スタッフ 

Mr. Jean-Pierre Nirua/ Campus Director 

Professor Don Paterson/ School of Law 

Mr. Pita Tuisawa/ DFL 

Mr. Thomas Ruge/ Finance Officer 
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Mr. Joeli Logavatu/ Acting Manager, ITS 

Mr. David Hopa/ DFL 

Ms. Margaret Austrai-Kailo/ Campus Librarian 

Mr. John Jack/ Pacific Islands Legal InfoInst (PacLII) 

面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より再度、本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。前回(11 月 11 日)
は、IT サービス部バヌアツのスタッフとの面談、今回は前もって渡している質問票への回答と、
管理部門スタッフとの面談が中心。 
（2）基礎情報 

（質問票に対する回答） 

（USP バヌアツからの質問） 

 本プロジェクト実施を通して、USP バヌアツ校にとって「目に見える」利益はあるか？要す

るに、USP フィジー校(ICT センターの建設地)にだけが目に見える利益を得るのでは？との問

いかけがあった。遠隔教育 DFL が、改善・拡張されることで USP バヌアツにも間接的な裨益

効果がある旨、説明した。 

 USP バヌアツは Emalus キャンパス(Port-Vila、Efate 島)の他に、サブセンターとして、

Luganville(Santo 島)、Isangel(Tanna 島)、Longana(Aoba 島)および Lakatoro（Malakura 島、

計画）を擁する。オン・キャンパス DFL 学生総数は 510 名(2008 年後半セメスター)で、現地

雇用の USP スタッフ/パートタイマー(35 名)のチューターの支援で学習が進められている。 

 VC(ビデオ・コンファレンス)、インターネット接続とも、すべて USPNet 経由である。ただし、

ADSL 回線、下り 512kbps/上り 128kbps がコールド・スタンバイ9。 

 

面談記録 
日時 2008 年 11 月 13 日(水)  午後 14:00-15:00 

場所 マラポア高校 

面談相手 Mr. Louis Toukoune/ Principal、Mr. Shem Simon/ IT Teacher 

佐野 寛 氏(Mr. Hiroshi Sano)/ JICA Senior Volunteer 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。マラポア高校における IT
教育の現状をプレゼンした。 
（2）基礎情報 

（本技プロから期待できること） 

 マラポア高校は本プロジェクトの直接の裨益者ではないが、USP バヌアツと提携関係を持つ

などすることにより間接的な裨益効果が期待できる。 

 

                                                        
9 コールド・スタンバイ：電源が入っていない状態。ADSL 接続料金が非常に高いため。因みに、JICA バヌアツ事務所で

は ADSL/下り１Mbps 接続しているが、現在、月額 50,000vt(約 5 万円、以前は 10 万円)を支払っている。 
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面談記録 
日時 2008 年 11 月 14 日(金)  午前 8:00-9:00 

場所 財務省 IT部門＠JICA バヌアツ事務所 

面談相手 Mr. Andre Tagar/ IT Manager (Department of Finance) 
面談者 牧野専門員、伊藤職員、都築、築山(JICA バヌアツ)、Helen Calo(JICA バヌアツ) 

 
概 要 

（1）本調査団の目的、派遣の経緯について 
・牧野専門員より本調査団の目的、派遣の経緯について説明を行った。IT部門からは、現在進行
中の中国元借款「電子政府プロジェクト」について説明を受けた。 
（2）基礎情報 

 中国元借款「電子政府プロジェクト」(約 US$20M 相当)実施機関 

（「電子政府プロジェクト」概要） 

 バヌアツに ICT のマスタープランと呼べるようなものは存在しない。 

 現在、オーストラリア Huawei Technologies(華為技術、本社は中国深セン)がサーベイを実

施中である。 

システム概要：１）Port-Vila と Luganville をマイクロ・ウェーブ回線で結ぶ(鉄塔：8基)、

２）南北の離島は VSAT3 基で結ぶ(VSAT：3 基)。使用する通信衛星は分からないが、システム

のカットオーバー後、5 年間はリース料無料で提供される。３）Port-Vila と Luganville に

は光ファイバーで政府系事務所 125 箇所を結ぶイントラネットを構築する。 

 財務省の IT 要員は 9名しかいないが、この e-Government プロジェクト用にさらに 14名雇用

する。OJT を期待している。 
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第二回調査団（詳細計画策定） 

フィジー国  

南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト 

第二回詳細計画策定調査 帰国報告 

 

1. 調査期間：2009 年 04 月 27 日から 06 月 03 日（40日間） 

（調査スケジュールについては別紙１を参照） 

 

2. 団員構成 

団長：   JICA フィジー事務所 次長     三国 成晃 

IT：   国際航業株式会社     都築 和幸 

評価分析： 有限会社アイエムジー    高橋 悟 

 

3. 調査の背景 

南太平洋大学（University of South Pacific、以下 USP)は大洋州 12 カ国に対し、フィ

ジー本校、バヌアツ、サモア分校における通学教育及び衛星通信ネットワーク(USPNet、日

本政府無償案件/2000 年)での授業サポートを活用した遠隔教育を行う域内唯一の総合大学

である。現在、急増する学生数（5 年間でおよそ 2500 人）に対して ICT 関連施設の不足を

補うため、日本の無償資金協力により、大洋州における情報通信技術の中核施設となる

「Japan-Pacific ICT Centre」を建設中であり、2010 年 3 月には同センターが完成する予

定である。 

 また、技術革新が著しくニーズが多様化する ICT 分野であることもあり、同 ICT Centre

で実施される予定の ICT 分野の教育、研修、研究開発、それらの運営、管理、メンテナン

スに関わる人材が不足しているため、今般日本政府に技術協力の要請があったものである。 

 

4. 調査の目的 

2008 年 11 月に実施した第一回詳細計画策定調査を派遣し、大洋州地域における ICT 環境

や USP の現況確認を行うと共に、技術協力プロジェクト内容に関し USP と協議した結果、

先方の要請内容が十分に精緻化されていないことに加えて、特に USPNet を中心とした通信

インフラの改善の重要性が強調されたことから、USPNet インフラの現状調査と先方ニーズ

を再度確認し、技術協力プロジェクトの内容に関する情報収集を行うため、第 2 回詳細計

画策定調査団を派遣するに至った。 

 

5. 調査の方針 

本調査において、まず、関係者からの聞き取りと実測調査を組み合わせた USPNet の利用

状況分析を実施した。次に関係者インタビューを通じて関係者の分析を実施し、USP マネジ
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メント層及び ITS1、CFDL2、SCIMS3といった関係者参加の上で PCM ワークショップを開催し、

問題分析と目的分析を実施した。以上の調査活動を通して、案件開始のための方向性決定

と PDM 案作成に必要な情報を収集した。また、技術協力プロジェクトと同時期に ADB によ

る USP への支援も予定されており、協力の重複を避け、効率的に連携していくために、ADB

担当者との打合せを実施した。 

 

6. 調査結果概要 

6-1 USPNet  

・ USPNet 利用状況分析結果 

１週間のパケットトラフィックをサンプリングし分析した結果、USPNet は午前 9

時から午後 11時までの間、ほぼ飽和状態であることが明らかになった。USPNet を輻

輳させている主な原因は、フィジー以外の USP 各校からのインターネットへのアク

セスである。 

・ USPNet 管理体制 

4 主要リモートキャンパス（バヌアツ、ソロモン、サモア及びトンガ）において、

USPNet 運用管理者は 3～5名、その他リモートキャンパスには各 1名ずつ配置されて

いる。現在、ITS より、リモートキャンパスにおける ICT サポート技術者の再構築計

画が提案されているが、依然として特にリモートキャンパスの運用技術者のスキル

の向上は必要とされている。 

・ USPNet 改善推奨策 

USPNet の輻輳の主因とされている各リモートキャンパスからのインターネットア

クセスは、バヌアツ、サモア、トンガ等、自国内でインターネット接続が可能であ

る場合、インターネット接続は自国内で行うようにすることが推奨される。しかし、

ダウンロード上限値を設定している国もあり、無制限でインターネットアクセスを

許可すると、衛星使用帯域拡大のコストより高くなることが試算により判明してい

る。 

以下①～③の対策を実施することにより、現在の衛星使用帯域拡大及びリカレン

トコストの発生無しで、実効的に帯域を 1.5 倍広げることが可能である。 

① REACT（インタラクティブ WEB 会議システム）の展開 

② 衛星通信チャネルの再配置 

③ FEC（誤り訂正システム）の更新 

また、上記①～③に加えて以下④の対策を実施することにより、実効的に帯域を 3

倍以上広げることが可能であると想定している。 

                                            
1 Information Technology Services 
2 Centre for Flexible and Distance Learning 
3 School of Computing, Information and Mathematical Sciences 
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④ 帯域圧縮・キャッシュシステムの導入 

・ USP 側の USPNet に関連するアクションプラン 

 USP 自身で既に上記①～③の対策はとられており、2009 年 7 月中には完了の予定

である。④の帯域圧縮・キャッシュシステムの導入においては、実衛星回線を利用

したトライアルを実施予定であり、トライアルの結果想定どおりの結果がでること

が確認できれば、システムの導入を強く希望している。 

・ 機材供与の可能性 

上記帯域圧縮・キャッシュシステム（Riverbed 社製品）の導入には、合計約 30万米

ドルが必要であると見積もっている。USP は本年度大幅なリストラにより黒字化を達

成したばかりであり、このシステムを導入のための負担は非常に困難である。トラ

イアル導入後想定どおりの結果がでた場合、このシステムを機材供与することによ

り、各国リモートキャンパスへの DFL および Moodle 提供において大きな裨益効果が

発現することから、積極的に検討する価値がある。 

・ 計画策定支援 

USPNet を管理している ITS においては、現状ベンダーやドナーに振り回され、戦略

的な計画に基づいて USPNet の方向性を定めることができていない。フィジー国立大

学が 2010 年に統合設立される予定であり、学生獲得競争も激化していくなか、USP

は、「USPNet」を前面にだして差別化を図っていく意向である。また USPNet の強化

は、大洋州地域 12 カ国に裨益し、利活用の可能性も広いことから、中・長期的な

Strategic Plan の策定能力の育成の支援が必要とされている。 

 

（以上、詳細については別紙 3：フィジー国南太平洋大学 ICT キャパシティビルディング

プロジェクト 第二次詳細計画策定調査（USPNet 利用状況分析）を参照） 

 

6-2 PCMワークショップ 

技術協力プロジェクトをデザインするにあたって、USPが現在抱えている課題を確認し、

分析するために、PCMワークショップを開催した。副学長補、SCIMS学科長、CFDLセンタ

ー長代行、ITS部長らを含む関係者６名の参加で実施された。問題分析においては、各々

が認識している問題を列挙してもらい（別紙２ Annex1 ①参照）、目的分析においては、

問題分析にて列挙された問題に対して望ましい状態及びその状態を実現するために必要

な手段を検討した。目的分析において参加者が書いたカードをいくつかのグループに分

けることができたため、日本の支援に特に期待する部分を彼らに尋ねたところ、中段の

左から3つ目までのグループが選定された。 

  ワークショップ終了後、調査団は目的系図の各グループを楕円形で囲み、それぞれの

アプローチに対し、”Student Issues、Academic(CS/IS)Issues”、”USPNet & DFL 
Issues”、”Research Issues”、”Staffing Issues”、”Leadership & Management 
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Issues”、”Funding Issues” とタイトル付けを行った（別紙２ Annex1 ②参照）。さらに

その後、団内で協議を行い、予算及び人的資源の観点から”Academic(CS/IS)Issues”
と”USPNet & DFL Issues”に焦点を当て、プロジェクトのフレームワーク(“General 
Framework of the Project”)(別紙２ Annex2 参照)を作成した。 

 

・Academic(CS/IS)Issues 

現在USPは理系学士号としてはBachelor of Scienceしか発行していないが、2010年に

統合設立予定のフィジー国立大学も同様の学位を提供することが予想されており、USPの

SCIMSとしては競合に対する危機感を抱いている。そのためSCIMSは大洋州地域の産業界

からも需要の高いSoftware Engineering と Net Centric Computing における新しい

Bachelorを提供し、差別化を図りたいとの意向を持っている。日本に対しては、それら

を提供するために、既存のカリキュラムの中でどのような授業科目が新たに必要か、ま

た既存の授業科目の内容をどのように改善すべきであるか等について、アカデミックな

観点からのアドバイスを要望している。 

 

・DFL Issues 

DFL化4とMoodle化5：全学部全教科のうち現在ほぼ50%が既にDFL化されている。そのう

ち、CS/IS科目の学部課程に関しては、現在約60%がDFL化されており、学部課程の100%DFL

化を目指している（ただし、修士課程以上は教科内容の性格上、DFL化しない意向である）。

対面・DFL問わず、全学部全学科においてMoodle化を進めているが、全学部全教科のうち

Moodle化されているのは現在まだ10%ほどである6。 

 

DFL・Moodle化とも、技術面においては、USPで十分対応できるが、組織的キャパシテ

ィに問題があり、なかなか進捗していない。日本側に対しては、進捗管理や会議などを

通しての組織間・組織内調整など、プロジェクト管理のような“軽い後押し的”な支援

を求めている。Moodle化については、組織的キャパシティの問題のほかに、USPNetイン

フラキャパシティの問題もあり、逆に言えば、今後のMoodle化促進のためにはUSPNetの

効率利用を行い、インターネット回線の速度を増加させることが不可欠である。 

なお、Instructional Designに関しては、担当者はある程度の技術的自負をもってお

り、技プロにおける継続的な支援に対してCFDLからの要望はないが、デマンドベースで

の対応は考えうる。 

  

 ・ICT センター 

                                            
4 教科目を遠隔教育で履修すること 
5
  講義レジュメ、補助教材（ジャーナル・論文など）をオンラインで提供し、オンライン上のフォーラムでの教員・学

生との議論やアサインメント（宿題）の提出を可能とすること 
6 ただし CS/IS 科目に関しては 90%以上が Moodle 化されている 

－201－



  今回の PCM ワークショップにおいて、ICT センターに関する課題はでてきていない。ま

だ建設中ということで先方において問題意識はまだ生じていない。技術的な面における

管理については先方で十分可能と思われるが、プロジェクト開始後に、運営面及び活用

面において、アドバイスを求められる可能性はある。 

 

6-3 ADB との協議 

  調査日程最終日に、ICT ベース教育プロジェクトに対する資金援助を予定している ADB

の担当者（Mr.Nakamitsu）との協議の場を持つことができた。JICA 側の援助と重複する

ことなく、連携し補完しあう協力関係を築いていくことを確認した。2009 年 9 月頃にコ

ンサルタント派遣を予定しており、支援対象を調査する。現在のところ、①JICA 支援に

呼応した各国リモートキャンパスにおけるミニ ICT センター整備、②USPNet 帯域増強、

③大学間学術交流 等を案としているようだが、まだ対象は確定ではないとのことである。

むしろ、ADB 側は日本側支援を補完する形を考えているため、日本側支援の決定に関し、

適時情報を共有してほしいとの要望があった。また、ADB 側からは、本案件を JICA との

連携案件と位置づけ、USP-JICA-ADB-インド政府の間で MOU 締結を行いたい意向であり、

ついては、その内容（ADB と JICA の役割分担）について、案を作成してほしいとの依頼

があった。 
 

7. 今後のスケジュール 

今次調査の結果、USP が認識している課題が明らかになった。今回の調査で入手した情報

のさらなる分析を進め、必要に応じて適宜フィジー事務所経由で USP と連絡をとりながら、

具体的なプロジェクト目標、アウトプット、活動内容、投入要素の検討をおこない、PDM 案

を作成する作業を進めていく。 

 

以上 

 

別紙 1：調査団スケジュール 

別紙 2：Minutes of Meetings  

(Annex1. PCM Workshop ①Problems Tree ②Objectives Tree) 

(Annex2. General Framework of the Project) 

別紙 3：フィジー国南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト 

第二次詳細計画策定調査（USPNet 利用状況分析） 

別紙 4：光海底ケーブル・プロジェクト ＜南太平洋地域システム系統図＞ 

別紙 5：Report of the Vice-Chancellor to the June 2009 Council 
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別紙１　フィジー国  南太平洋大学  ICTキャパシティビルディング  プロジェクト  第二回詳細計画策定調査団　調査スケジュール

Date Mr. Nariaki MIKUNI Mr. Satoru TAKAHASHI Mr. Kazuyuki TSUZUKI Notes

Leader Evaluation Analysis IT
2009/4/26 Sun Tokyo 1405 (JL955)  Seoul 1640

Seoul 1830 (KE137)
2009/4/27 Mon Nadi 0740 (Land) Suva

JICA Office
2009/4/28 Tue USP-Net Field Survey

2009/4/29 Wed

2009/4/30 Thu

2009/5/1 Fri

2009/5/2 Sat

2009/5/3 Sun

2009/5/4 Mon

2009/5/5 Tue

2009/5/6 Wed

2009/5/7 Thu

2009/5/8 Fri

2009/5/9 Sat

2009/5/10 Sun

2009/5/11 Mon

2009/5/12 Tue

2009/5/13 Wed

2009/5/14 Thu

2009/5/15 Fri

2009/5/16 Sat

2009/5/17 Sun

2009/5/18 Mon

2009/5/19 Tue

2009/5/20 Wed

2009/5/21 Thu Tokyo 1405 (JL955) Seoul 1640
Seoul 1830 (KE137)

2009/5/22 Fri Nadi 0740 (Land) Suva

2009/5/23 Sat Meeting w/i the team, Prep for the PCM Workshop Meeting w/i the team, Prep for the PCM Workshop

2009/5/24 Sun

10:00 interview (ITS)
11:00 interview (GIS tentative)
12:00 interview (SCIMS)
14:00 interview (CFDL)

2009/5/26 Tue

2009/5/27 Wed

2009/5/28 Thu

2009/5/29 Fri 15:00 Suva (Land) Nadi holiday

2009/5/30 Sat Nadi 0835 (SB331) Noumea 0945
Noumea 1200 (SB800) Narita 1905

2009/5/31 Sun

2009/6/1 Mon

2009/6/2 Tue 09:30 Report to EoJ
11:00 Meeting with ADB
14:00 Report to JICA Fiji Office

15:00 Suva (Land) Nadi
2009/6/3 Wed Nadi 0900 (KE138) Seoul 1640

Seoul 1840 (JL5206) Narita 2055

12:00 JICA Office
14:00 USP (Courtesy Call to DVC)
Prep for the PCM Workshop

Correction of MM

Correction of MM

11:00 Meeting with USP & ADB
12:00 Signing of M/M

Meeting w/i the team

09:00 PCM Workshop (whole day)  @SCIMS Conference Room

Drafting General Framework & M/M
(Graduate Students' Presentation on Distance Learning @ USP)
16:00- Interim Report to USP (to VC on the Workshop)
Drafting General Framework & M/M
15:00 Interim Report to JICA Fiji Office (on IT)

2009/5/25 Mon

1/1
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1 

2009 年 6 月 9 日 

国際航業㈱ 都築 和幸 

 

フィジー国南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト 
第二次詳細計画策定調査（USPNet 利用状況分析） 

 

USPNetは、使用帯域が狭い1(OB アウトバウンド 4MHz、IB インバウンド 3.5MHz：計 7.5MHz)

こともあり、十分に利活用されているとは言いがたい状況である。USP の IT サービス部は

2008 年 10 月、USPNet のサービス向上のため使用帯域幅を 7.5MHz から 11MHz に広げるよ

う USP マネジメントに提案したが、USP マネジメントは先ずは利用状況の分析をするよう

指示した。これを受けて JICA は調査団をフィジーに派遣し、USPNet の利用状況分析(第二

次詳細計画策定調査の一部)を実施した。 

 

 

 

                                                        
1 USPNet の歴史については”The Role of USPNet in Capacity Development in the South Pacific 
Region” Asian Development Bank, 2008 を参照のこと。 
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1. 分析結果要約 

2009 年 5 月 1 日から 5 月 8 日までの一週間、USPNet 上のパケット・トラヒックの測定

を実施した。このデータを解析の結果、次のことが明らかになった： 

１）衛星システム特有の原因で、遠隔地キャンパスからの接続要求の 70%は落とさ

れている。 

２）USPNet を流れる総トラヒック量の 80%は、遠隔キャンパスからのインターネッ

トへのアクセス/ダウンロードである。 

３）総トラヒック量の 70%は、４つの主要遠隔地キャンパスからのものである。こ

の 4 主要遠隔地キャンパスとは、バヌアツ、ソロモン、サモア及びトンガであ

る。 

４）いくらインターネットに接続されたにしても、ユーザ数が増えるにつれ、実効

伝送レートは低下する。 

５）USPNet は平日は混雑している。 

６）平日の朝 9 時から夜 11 時まで最繁時が続いている。 

７）土曜、日曜も、それぞれ平日の 70%、60%のトラヒックがある。 

 

USPNet を輻輳させている主因は、フィジー以外の USP 各校から USPNet(衛星通信シス

テム)及びUSPフィジー校ゲートウェイを経由するインターネットへのアクセスである
2。バヌアツ、サモア、トンガ等、自国内でインターネット接続が可能(ISP がサービス

を提供している)である国ではインターネット接続は自国内で行うようにするのがよい

が、ダウンロード上限値を設定している国もあり、無制限に接続を許すと使用料が衛

星中継器の使用帯域拡大よりも高くつくこともある。 

 

以下の対策を実行すれば中継器の帯域を拡張せずに、実効的に約 50%帯域を広げる(1.5

倍のスピードアップ)ことができる： 

１）REACT(インタラクティブ WEB 会議システム)プラットフォームの展開 

８）これに伴うチャネルの再配置 

９）FEC(誤り訂正システムの一種)の更新 

これらの対策はすでにとられており、今年の 7 月初めまでには完了の予定である。 

 

これに加えて帯域圧縮技術を利用したシステムを導入すれば、60%から 95%負荷を軽減

できる(2.5 倍のスピードアップ)ので、合計 3 倍以上のスピードアップが期待できる。

ただし、このようなシステムを導入するには実衛星回線を使ったトライアルが必須で

あり、トライアルの結果が良ければ、本システムの導入を図りたい。 

                                                        
2  USPフィジー校以外の遠隔地キャンパスからのインターネットへのアクセスがUSPNetの
輻輳の主因である。 
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機器自体のコストはハブ局(1)用が US$38,000/局、リモート局(11)用が US$23,000/局、程

度であり、合計約 30 万米ドルと見積もった。 
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2. USPNet の現状 

（１） トラヒックの現状 

平日は午前 9 時から午後 11 時までトラヒックが下図に示すように飽和状態である。週

末にも結構トラヒックがあり、測定した一週間のうちの午前 10 時と午後 3 時のデータ

だけで推定したところ、土曜が平日の 70%を占め、日曜についても 60%にも上ること

が判明した。 
T
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Day May 2 May 3 May 4 May 5 May 6 May 7 May 8  

Time Sat. Sun. Mon. Tue. Wed. Thu. Fri.  

@10:00 3.001 2.384 3.893 4.401 4.256 4.094 4.084  

@15:00 2.231 1.482 3.347 4.047 3.630 3.913 3.177  
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（２） ネットワークの構成 

 

USPNet Core 

SES 社(本社オランダ)の静止衛星 New Skies(NSS9 東経 183 度 Hemi Beam Coverage)の

7.5MHz をリースしている。IT サービス部の提案どおり使用帯域幅を 11MHz に広げる

と年間のリース料は、年間 4 千万円から 6 千万円程度まで膨れ上がるであろう。 

 

下表に示すように、衛星通信システムの帯域リース料は、光海底ケーブル通信システ

ムと比較すると割高(Hz と bps を等価とすると約 5 倍)である： 

システム 容 量 リース料(年額) 
MHz/Mbps あたり 

リース料(月額) 

NSS9 7.5MHz 4000 万円 45 万円 

SPIN 155Mbps (STM-1) 1 億 5000 万円 8 万円 

 

 

以下は USPNet と USP 本校(フィジー)ラウザラ・キャンパスを結ぶ幹線のシステム系統

図である： 
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次に、USP のコア・ネットワークがどのように AARNET へ、USPNet へと展開されて

いるかを示す図である： 

 

 

 

フィジー以外の各国 USP キャンパス、センターが保有する USPNet にアクセス可能な

PC の台数は次ページのとおりである： 
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1:  PC 台数、教職員 PC を含む(2007 年) 

2: 学生数、DFL 学生含む(2006 年) 

PC 台数 1：2,000＋ 

学生数 2：12,600- 

124 

303 

33

146

53

491

31

64 

14

107

10

42 

19

142

73 

1,565

8 

17 

101 

510 

175 

1,100

サモア

クック諸島 

キリバス 

マーシャル諸島 

ナウル

ニウエ

ソロモン諸島 

トカラウ 

トンガ

ツバル

バヌアツ 

フィジーUSP以外の

PC 総数：６４１台 

インターネットには

自国内で接続 

インターネットには

自国内で接続 

インターネットには

自国内で接続 

インターネットには

自国で接続 

USP フィジー 
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3. 既存の国際的 TV 会議ネットとの相互接続 

（１） JICANet 

端末は Polycom/128kbps で、帯域は上り、下り合わせて 320kbps 以上あった方が良

い。TV 会議システム端末はグローバル IP アドレスを持つことが必要。REACT 展

開後の USPNet は、JICANet の MCU と互換性がなくなってしまうが、JICANet を

ポイント-ポイントで用い、JICANet 端末(ポリコム)と USPNet 端末(PC)が相互接続

できれば、MCU を使わずポイント-ポイント-マルチポイントという形態で TV 会

議システムを構築することは技術的に問題ないと思われる。 

（２） GDLN 

USP フィジーでアドホック接続実績あり。恒久的にリンクを張ろうとすれば、世

銀仕様の TV 会議室を用意することが義務付けられる。10 人までの会議室で資器

材費用が US$26,000、30 人収容の会議室で US$64,000 かかると言われている。 
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4. USP 各校の高速インターネット3へのアクセシビリティ及び接続サービス料金 

 

接続サービス料(月額 @512kbps) 
国 名 

有 線 ダウンロード量制限 
備 考 

フィジー 約 US$100- なし  

サモア 約 US$960- 有 2009 年 4 月、ASH ケーブルに

接続した。今後の値下がり期待

クック諸島 約 US$480- 有  

キリバス 約 US$200- 有  

マーシャル諸島 約 US$4,600- なし  

ナウル NA NA  

ニウエ 無料 なし  

ソロモン諸島 約 US$320- 有  

トカラウ NA NA  

トンガ 約 US$810- 有  

ツバル 約 US$60- なし 信頼性に疑問あり 

バヌアツ 約 US$350- なし  

その他の近隣国 

ニューカレドニア 約 US$50-@128kbps - SPIN プロジェクトの目標値 

 

 

 

                                                        
3 ここでは、高速インターネットとは 128kbps 以上の常時接続アクセス回線のことをいう。 
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5. 海底ケーブルシステム・プロジェクト 

（１） SPIN (South Pacific Information Network) 

ニューカレドニアをベースとする仏コンソーシアムが提案しているもので、アー

ストラリア～ニューカレドニア～WALLIS & FUTUNA～アメリカン・サモア～ニ

ウエ～仏領ポリネシアを経由してハワイに抜けるという壮大なプランである。

2008 年後半にはオーストラリア(シドニー)～ニューカレドニア(ロイヤルティ島を

含む)間が開通しており、ニューカレドニア～ポリネシアに至る経路沿いに位置す

る、バヌアツ、フィジー、トンガ、サモア、クック諸島を取り込んで資金調達力

を増強しようとしているところである。ニウエは契約調印したものの一回目の債

務不履行を引き起こし、クック諸島は SPIN プロジェクトの成否に懐疑的である。

既存の海底ケーブルと SPIN ケーブルの相互接続料が不明瞭といわれている。 

 

（２） 世銀スタディレポート 

このような状況を打開するために、世銀は仏コンサル Polyconseil を雇い上記の

国々に係る海底ケーブル敷設のシナリオを世銀レポート4に集約した(2009 年 1 月)。

レポート中の一番のお勧め、NCFP プロジェクトの基幹ケーブル・ルートは、バヌ

アツ経由でソロモン諸島に抜けるルートがある点を除いてほとんど SPIN プロジ

ェクトと同じである。 

 

NCFP プロジェクト諸元 

基幹ケーブル・ルート総延長 9,597 km (ケーブル自体の費用は参加 11 カ国で按分) 

リピータ   116 個 

工期    207 日 

陸揚局新設   9 局 

総建設費用   US$252M 

単位距離あたりの費用  US$7,500/km 

 

（３） 世銀レポート中の建設費用見積 

たとえばポイント-ポイントのフィジー～ニューカレドニア(1,300km)ルートのケ

ーブル敷設で US$35.6M が見積もられている。OPT5 Polynesía Française が敷設し

たニューカレドニア～オーストラリア(2,100km)ルートで US$75.5M(契約額)で、単

純な距離配分でみてみても、SPIN の見積もり(契約額)と世銀レポートの見積額は

整合がとれているように思える。因みに、世銀レポート中の NCFP プロジェクト

見積総額は US$252M である。 

                                                        
4 「Regional telecoms backbone network assessment and implementation options study」 
5 Office des Postes et Télécommunications 
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（４） OPT-NC (New Caledonia), OPT–PF (Polynesía Française)及びアメリカ・サモア

ASHC の海底ケーブル・プロジェクト 

 

番号 運用 

事業者 

ケーブル名 ルート ケーブル 

総延長(km)

竣工(予定) 建設費 建設者 

1 OPT-NC Gondwana シドニー＞

ニウエ

2,100km 2008 年末 US$75.5M アルカテル

2 OPT-FP Honotua ハワイ＞ 

タヒチ

4,955km (2010 年) US$94.3M アルカテル

ルーセント

3 ASHC ASH ケーブル ハワイ＞ 

アメリカ・

サモア 

不明 2009 年 

第 2 四半期

(サモアまで 

延長済） 

不明 不明 
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6. USPNet 輻輳緩和のために必要な機材 

（１） REACT(インタラクティブ WEB 会議システム)プラットフォームの展開 

現在、H.323 ベース(MCU が必要)のシステムから、IP マルチキャスト技術を使う

プラットフォーム、REACT への移行に向けた試行実験が繰り返されており、本年

7 月には完全移行することを目指している。 

（２） REACT への移行に伴うチャネルの再配置 

REACTへの移行に伴い、帯域幅を変えずにインバウンド(遠隔キャンパスからUSP

フィジーへの送信)チャネルの再配置を下図のように実施することとしている。 

(256k x 3DA + 256k x 6RA + VDA-Hotline) ➔   

(256k x 8 DA+ 256k x1RA-Request for DA Allocation + VDA-Hotline) < 3.5MHz 

こうすることにより、現状 30%しかない帯域使用効率を 90%にまで上げることが

でき、実効的に帯域幅を広げることになる。 

 

[現状] 

 

 

 

[再配置後] 
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（３） FEC(誤り訂正システムの一種)の更新 

本年 5 月初めに SES 社の都合で、USPNet は NSS-5(New Skies 5)から NSS-9 に載せ

かえられている。他のシステム諸元は同じであるが、中継器出力が 5 号の 2 倍に

なっており、誤り訂正 2/3(1/3 が冗長ビット)から 7/8 に移行した。冗長ビットが減

るということは実効的に帯域幅が広がることと同じである。10%程度の実行帯域

幅拡張を期待している。＞1.1 倍 

（４） 教育支援システム・サーバ：USP では MOODLE6を採用している。現在サーバ

は USP フィジー校と一部(法学関連のみ)ローカル化されている。 

（５） MOODLE コースの増加 

以下に示すのは MOODLE コースの学期ごとの増加を表す表である。2009 年前期

で、OC(対面)、OC/DFL 及び DFL 授業で MOODLE に係っている学生の数は 1 万

人を超えている。 

 

Moodle Courses by Semester 
 

 OC OC/DFL DFL Total  
courses 

Total  
staff 

Total  
students

S1/2007 3 5 - 8 8 1,201 

S2/2007 15 30 8 53 65 6,144 

S1/2008 31 32 6 69 86 6,277 

S2/2008 50 34 8 92 77 8,478 

S1/2009 58 52 6 116 170 10,399 

 

（６） キャッシュ・サーバ：インターネット上で提供されている WEB サイトなどの

コンテンツの複製を蓄積し、ユーザから要求があったときに本来のサーバに代

わって配信することにより、ネットワークのトラヒックやサーバの負荷の分散

を図るサーバのこと。もっとも利用されている形態としては HTTP プロキシサ

ーバがある。内部ネットワークとインターネットを接続するプロキシサーバが

キャッシュサーバを兼ねていることが多い。 

（７） MCU ユニット：MCU とは「Multipoint Control Unit」の略で、テレビ会議を複

数地点接続するための装置または機能をさす。MCU 接続装置は会議システムを

                                                        
6 MOODLE とは： 

Moodle はインターネット上で授業用の Web ページを作るためのソフトである。教育学で

いう社会的構築主義の考え方に基づいて作られており、日々改良が行われている。 
 Moodle という語は元々は Modular Object-Oriented Dynamic Learning Environment の略称

でした(プログラマ、教育理論屋向け)。また、動詞としての語 Moodle は、ものぐさに徘

徊する、思いついたことをするといった意味を持つ。(http://docs.moodle.org より) 
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複数台接続して多地点間のテレビ会議を効率よく運用するための専用ユニット

である。因みに、JICANet では MCU ユニットとして Polycom 社製 MGC-50 を

利用している。回線速度は 400kbps 以上を推奨している。IP マルチキャストを

使う REACT では MCU を必要としない。 

 

7. 各国の関連プロジェクト進捗状況 

（１） USP 各国の ICT 関連プロジェクト 

 フィジー教育省 IDL プロジェクト 

USP が導入を進めている REACT と全く同じシステム。ただし、使用無線帯

域は Ku バンド(15.350-17.250GHｚ)で、USP は Cバンド(3.900-6.200Hz)である。

教育省のシステム導入は tfl がコントラクタで設置し、USP がサーバの調整等

に関わった経緯がある。 

ただし、未だ試運転にはいたっておらず、今年 6 月末には M&S Consultants

が来フィの予定である。その際、USP は M&S との協力合意書を取り交わし

たい模様（費用は Per Trip ベース程度のものを想定している。 

 フィジー電子政府プロジェクト(中国元借款 US$20M、電子政府アプリケーション) 

 新データ・センター：F$7M (進捗率 50%)、ただし F$7M の中に事務棟

の建設費用は含まれていない 

 GOVNet 加入者数：6,200- 

 インターネット接続パイプ：8Mbps 

 E-Gov アプリケーション開発：人事院(PSC)の 2 つのパイロット電子政府

アプリケーション、１）投資承認システム、２）統合奨学金システムが

サービスに入った(2009 年 5 月) 

 

（２） WINDS(きずな- 超高速インターネット実験衛星) 

関口グローバル研究会の機関紙「SGRA Report No.36 (2007)」で、横浜国立大学大

学院教授、高橋冨士信(2003 年 USP-ICT キャパビルプロジェクトのチーフアドバ

イザ)氏は次のように述べている： 

 現在、大規模な IT センターを南太平洋に作るという話しが動き出してい

ます 

 南太平洋大学の ICT センターを箱物作りに終わらせずに、日本の宇宙計

画の拠点に・・ 
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8. 他ドナーの動向 

（１） ADB 及びインド政府 

インド政府は ADB 経由、太平洋地域に「情報通信スーパーハイウェイ」を構築す

るとし、ADB-USP-GOI パートナーシップについての MOU を 2009 年 4 月(?)に交

わしている。ADB は JICA の「ICT センタープロジェクト」と相互補完的に事業

を進めたいとしており、JICA フィジー事務所が ADB 本部の担当者と接触した。 

 

2009 年 3 月 9 日に署名調印された「ADB-GOI 協調融資合意書」では、プロジェク

ト準備調査(南南技術協力)を実施することとしている(予算上限 US$1M)。 

 

（２） 世界銀行 

フィジー政府が PIF を除名された(2009 年 5 月 1 日）ため、世銀が推進する「Pacific 

Regional Resource Center」事務所の最有力候補地であった USP の ICT センターは

候補地からはずされ、とりあえず PIFS に ITU 事務所と併設ということになった。

フィジーが PIF のメンバーシップを回復しない限り、世銀の当地での活発な動き

は期待できない。 
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第二回調査団（詳細計画策定） 

インタビュー及び PCM ワークショップの結果 

 

1.1 インタビュー 

 

1.1.1 大学幹部 

本調査団は Esther 副学長補と面会した。同副学長補からは現在 USP 全体の DFL 化率（全

授業科目数に占める遠隔教育モードで履修可能な授業科目数）は 35％1であるがこれを 2012

年までに 60％まで高めたい、DFL 化に際してはインターネットといった特定の媒体にはこ

だわらない（ビデオ授業でも可）、また需要の高い学問領域として CS/IS 分野を重視してい

るとの説明があった。 

なお、同副学長補から現時点では 終化されていないものの 新の大学戦略計画「USP 

Strategic Plan 2010-2012」（案）を入手したが、同計画によれば USP としては以下の 6つ

を重点分野（Priority Areas）として掲げている。 

 

- 学習と教育（Learning and Teaching） 

- 学生支援（Student Support） 

- 研究、大学院及び革新（Research, Graduate Affairs and Innovation） 

- 地域、コミュニティ参画、国際化（Regional and Community Engagement and  

Internationalization） 

- ガバナンス、マネジメント及び継続的改善（Governance, Management and Continuous  

Improvement） 

- 人的資源（Human Resources） 

 

各重点分野の中身のうち、興味深いものあるいは本技術協力プロジェクトに関連するも

のとしては、「学習と教育」の中で、対面教育が可能な場所ではなるべく対面で教育する、

Moodle を学習マネジメントシステムとして普及・定着させる（2012 年までに Moodle を活

用した授業科目を 50％増加させる）といった記述がある。これらについては Esther 副学長

からも、DFL 化が も進んでいる法律学科にあっても教科内容の性格上、対面教育の重要性

を見直す動きがあること、また対面・DFL のモードを問わず、すべての授業科目において

Moodle の活用を進めていく意向があることを確認することができた。 

 

1.1.2 IT サービス部（ITS） 

本調査団は ITサービス部（ITS）の Kisione 部長と Fereti 職員と面会した。両名は JICA

の支援であればどのような形態や内容でも歓迎すると述べつつ、当方からの質問に対して

以下のように回答した。 

- 数年前まで USPNet を利用して提供していたビデオ授業（Video Broadcast Course）は

                                            
1 現在のDFL化率35％という数値はその後CFDLとのインタビューで、正しくは50%であることが判明した。 
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現在全く提供していない。ただし、画像なしの音声会議システムを用いての授業は提

供している。 

- REACT は同時双方向の授業に利用可能であり、録画したものをアーカイブ化することも

可能である。さらに REACT そのものを教材として Moodle に掲載あるいはリンクするこ

とも可能である。 

- ITS のリモートサイトの技術者は 15～20 名である。年に 1回スヴァに呼んで 1～2週間

のトレーニングを行っているが、毎回 F$5,000～6,000 かかるため、大学から経費圧縮

の圧力がかかっている。なお、スヴァから ITS の技術者がリモートサイトに行くこと

は基本的になく、問題が生じた時だけである。 

- Moodle の管理は CFDL が行っているが、技術的な部分についは ITS もある程度関与して

いる。Moodle について、学生は自宅からでもアクセス可能であるが、すべての学生が

同時にインターネットにアクセスしようとすると回線が混雑するため、何らかの規

則・規制を設ける必要はあると認識している。 

- ちなみに、ITS のスタッフは今年になってから 3人退職した。給与が安いため離職をな

かなか食い止められないのが実情である。 

 

1.1.3 遠隔教育センター（CFDL） 

本調査団は遠隔教育センター（CFDL）の Valentine センター長代行と Dhiraj 学習システ

ムコーディネーターと面会した。DFL についての当方から種々質問したところ以下のような

回答があった。 

- 現在 USP の全授業科目 681 のうち、340 が DFL で提供されている（約 50％）。 

- DFL 科目のうち約 8 割は Print-based で提供されている。Print-based とは CFDL がハ

ードコピーの教科書、教材を実際に学生宛に郵送しているコースのことである。つま

り、物理的な郵送なしには学生が教材を入手できないコースのことである。残りの 2

割の多くは Print-based と Moodle の組み合わせである。ちなみに Moodle は対面、DFL

を問わずに活用されるツールであるが、DFL 全体でそれを活用している科目は約 17％

である。 

- 全授業科目 681 のうち、教育学科修士課程の唯一 ED403（Pedagogical Principles of 

Online Learning）だけが完全にインターネットだけで実施されている。つまり教科書

や教材の郵送は皆無であり、対面授業も音声会議もないコースである。Moodle 上で、

学生は教材を使い（必要に応じてプリントアウトし）、課題を提出し、教員に質問した

り他の学生と議論したりして、同コースを修了する（単位を取得する）。 

- したがって、ED403 以外の授業科目はオンライン化されているとはいえ（それぞれの媒

体の使用比率は不明ながらも）、教科書・教材や提出課題の郵送、画像なしの音声会議

システムによる補講、スクーリング（期間限定の対面授業）といった何らかの手段を

用いていることになる。 

- CFDL は過去に提供されたビデオ授業を極めて低く評価している。大教室の授業を単に

送信していただけであり、板書の文字を受信画面で読むことは不可能であった。また

学生からも不評であった。REACT については現在 ITS が検証・導入をめざしていること

は承知している。 
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- CFDL としては大学幹部の方針を受けて DFL 化を進めて行きたい。しかし、教員側に DFL

化への抵抗がある。また対面授業の準備・提供に忙しくて、DFL 化にまで手が回らない

教員もいる。なお、新規の DFL 化に際しては教員が勝手に Moodle に自分の教材を乗せ

ることはできない。教員側は CFDL との協働作業が必要である。 

- 前技術協力プロジェクトの e-blended learning course 開発の手順書（ガイドライン）

は結局完成しなかった。しかし、時々未定稿のものを参照している。また開発された

マルチメディア・データベースも今は全く使われていない。 

- CFDL が JICA から得たい支援があるとすれば、それはインストラクショナル・デザイン

である。単なる技術指導ではなくそこに学生が効率的・効果的に学びを深めることを

支援する教育学的（instructional）な視点を持った日本人専門家による指導であれば

歓迎する。 

 

1.1.4 コンピュータ・情報・数理学科（SCIMS） 

本調査団はコンピュータ・情報・数理学科の Jito 学科長と Sunil 講師と面会した2。同学

科の現状や課題について当方から種々質問したところ以下のような回答があった。 

- SCIMS の CS/IS コースは対面か DFL に関わらず、すべて Moodle を活用している3。2010

年末までには科目コード 300 番台の全コース（＝学部レベルの全コース）を DFL でも

提供したいと考えている。なお、300 番台のコースの DFL 化は外部支援を受けずに独力

で実施可能と考えている。ちなみに 400 番台は修士課程の授業であり、現時点では DFL

化する方針はない（添付資料 5参照）。 

- Moodle に掲載の教材のダウンロードについて、リモートキャンパスでは時間がかかる

といった報告は受けている。 

- 現在 SCIMS では一種類の学士号（Bachelor of Science: BS）しか発行していない。今

後 BS に加えて、或いは BS に取って替わる形で以下の 2 つの学士号を発行したい。そ

のためには既存の授業科目の内容を改善し、さらに新しい授業科目を提供する必要が

ある。 

 Bachelor of Software Engineering 

 Bachelor of Net Centric Computing 

- このような新しい学士号を発行したい理由としては、大洋州地域において当該分野の

卒業生に対するニーズが高いこと、また現在は職業訓練校であるフィジー工科学院

（Fiji Institute of Technology: FIT）を含むいくつかの教育機関を統合する形でフ

ィジー国立大学が 2010 年に開学予定であり、同大学でも今後 BS を発行すると想定さ

れることから、自分たち（SCIMS）としては同大学との差別化を図りたいといったこと

が挙げられる。つまりその背景には競争がある。 

- こうした新しいカリキュラムを俯瞰し、どのような授業科目を提供すべきであるかに

ついての指導を新プロジェクトの日本人専門家から受けたい。自分たちが日本に行っ

て研修を受けてもよい。その両方が可能であればさらに望ましいと考えている。 

                                            
2 Jito 学科長（助教授）と Sunil 講師はそれぞれ神戸大学と琉球大学で博士号を取得している。 
3 CFDL の Valentine センター長代行からは、CS/IS コースは相当程度 Moodle 化が進んでいるものの、まだ

100％に至っていないとの説明があった。 
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- なお、SCIMS の卒業生の 2～3 割がオーストラリアかニュージーランドに渡って就職し

ている。大洋州における ICT 分野の人材需要は高く、卒業生の就職先は十分にあると

考えている。 

 

1.2 PCM ワークショップ 

 

1.2.1 概要 

技術協力プロジェクトをデザインするにあたって、USP が現在抱えている課題を確認し、

分析するために、2009 年 5 月 26 日に SCIMS の建物の一室に於いて、調査団評価コンサルタ

ントをファシリテーターとする PCM ワークショップを開催した。参加者は以下の 6 名であ

る。 

- Esther Batiri Williams 副学長補 

- Valentine Hazelman センター長代行（CFDL） 

- Theresa Koroivulaono センター長代行（CFDL） 

- Kisione Wesley Finau 部長（IT サービス部） 

- Jito Vanualailai 学科長（SCIMS） 

- Sunil Lal 講師（SCIMS） 

 

事前に当方より参加者に対して、本ワークショップでは各自の職責や所属部局にとらわ

れず、自由な発想で自身のアイデアを出し、率直に意見交換しながら作業するよう申し入

れたところ、上記 6 名全員が集中力を切らすことなく 後まで活発に協働し問題分析、目

的分析及びプロジェクトの選択を行った。 

 

1.2.2 問題分析、目的分析及びプロジェクトの選択 

＜問題分析＞ 

問題分析においては、まず各々が認識している問題を列挙してもらい、続いて各問題の

内容や性格を吟味しながらそれぞれの因果関係（原因と結果）を整理してもらった。Minutes 

of Meetings Annex .1 の Problem Tree に示されているとおり、多岐にわたる問題カードが

出され、参加者間で共有されたが、 終的にこれらの問題は教育のエンドユーザーである

学生にしわ寄せされていることが確認された。 

＜目的分析＞ 

次に行われた目的分析においては、問題分析にて列挙された問題に対して望ましい状態

及びその状態を実現するために必要な手段を検討した。この過程において参加者間でいく

つかのカテゴリーにカードを分類する動きがあり、 終的に 7 つのグループが形成される

形で目的系図が作成された（Minutes of Meetings Annex. 1 の Objective Tree 参照）。 

＜プロジェクトの選択＞ 

さらにファシリテーターから、同系図の中で、特に日本の支援に期待する部分を参加者

に尋ねたところ、同系図中段の左から 3 つ目までのグループが選定された。すなわち、学

問的（CS/IS）領域に対する支援、USPNet をはじめとする DFL 化促進に対する支援、さらに

研究に対する支援を USP としては期待する旨の意思表明があった。 
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ワークショップ終了後、調査団は目的系図の各グループを楕円形で囲み、それぞれのア

プローチに対し、”Student Issues、Academic (CS/IS) Issues”、”USPNet & DFL 

Issues”、”Research Issues”、”Staffing Issues”、”Leadership & Management 

Issues” 、”Funding Issues”とタイトル付けを行った（同目的系図参照）。 

なお、今回のワークショップにおいては、ICT センターに関する課題は参加者から出て来

なかった。その理由としては、同センターが現在建設中で問題自体が生じていないこと、

また竣工後の運営のあり方について先方の問題意識が熟していないことなどが考えられる。

同センターに関しては、技術面の管理については先方で十分対応していけると思われるが、

竣工後（そして本プロジェクト開始後に）運営面及び活用面において、様々なアドバイス

を求められる可能性はある。 

 

1.2.3 プロジェクトの枠組み 

上述の作業の結果を受けて、さらに団内で協議を行い、予算及び人的資源の観点か

ら”Academic (CS/IS) Issues”と”USPNet & DFL Issues”に焦点を当て、プロジェクト

の大まかな枠組みを作成し、USP 側と合意した（ミニッツの Annex 2 の General Framework 

of the Project 参照）。以下にその要約を記す。 

＜上位目標＞ 

USP の卒業生、特に SCIMS の卒業生が大洋州地域において活躍する。 

＜プロジェクト目標＞ 

USP において ICT 関連コースの教育（中身）と提供（方法）が改善される。 

＜成果＞ 

成果 1：USPNet が DFL 支援コースを提供するために効率的に利用される。 

成果 2：SCIMS において 新かつニーズ指向のコースが対面及び DFL モードで提供される。 

 

ここで補足的に説明を加えると、USP としては技術協力プロジェクトにおいて日本人専門

家による総合的な指導・助言（メンタリング）を期待している。これは USP 幹部、IT サー

ビス部、CFDL 及び SCIMS に対するものであり、個々の関係者に対する技術支援はもちろん

のこと、これら関係者を結びつけて物事を推し進めていく連絡・調整者としての役割を期

待している。具体的には、ITサービス部、CFDL 及び SCIMS の活動の進捗管理や会議をアレ

ンジするなどして、組織間・組織内調整といったプロジェクト管理のような業務を行うこ

とが想定される。 

そのうえで、成果 1を達成するための活動を行う。ここでは主に USPNet を効率的に利用

するための技術・ノウハウと今後の USPNet の戦略的な利用計画を立案していくための能力

をカウンターパート（特に ITサービス部のスタッフ）に身に付けさせるための活動を行う

こととなる。USP の掲げる Moodle 化促進のためには USPNet の効率利用を行い、インターネ

ット回線の速度を増加させることが不可欠であるからである。 

したがって、そうした基盤整備・改善に係る活動は行うが、その基盤の上に乗る Moodle

の普及や REACT の活用については、あくまでの先方の自助努力を後押しする程度の軽めの

活動とする。特に CFDL の担当者は Instructional Design に関して一定の技術的自負を持
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っており、これについてはデマンドベースで対応していけばよいと考えられる。 

また成果 2については、先のインタビュー結果とも重複するが、SCIMS としては来年開学

予定のフィジー国立大学を脅威（threat）と感じており、既存の学士号（Bachelor of 

Science）に加えてあるいはこれに取って替わる形で新しい学士号（Bachelor of Software 

Engineering 及び Bachelor of Net Centric Computing）を発行し、差別化を図りたいとの

意向を有している。さらに学部レベルの全授業科目を DFL 化することによって、①離島の

学生がスヴァ本校に来なくても学士号が取れるようにし、②大洋州地域の産業界が求める

人材需要に応えることを目指している。このように成果 2 の「ニーズ指向の

（needs-oriented）」という言葉には、二つの意味が含まれており、提供方法（delivery）

と教育の中身（teaching）の両方が改善されることを想定している。ただし、ここでも提

供方法の改善（具体的には DFL 化の促進）については軽めの調整的支援に留め、むしろ CS/IS

分野におけるアカデミックな支援に比重を置くこととする。 

 

以上 
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第三回調査団（詳細計画策定・実施協議） 

 

フィジー国 

南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト 

第三回詳細計画策定調査 帰国報告 

 

１． 調査団員名簿 

 

２． 調査結果概要 

3-1 技術協力プロジェクト実施内容の基本合意 

 今回調査団は、過去 2 回の詳細計画策定調査（事前調査）にて抽出された、USP

が現在直面している課題と将来発展への必要不可欠な取組みを踏まえて、USP にお

ける主要メンバーと今次技プロの活動内容につき改めて確認作業を行った。 

 その結果を過去の経緯を含めて「別紙 1」のように整理し、今次技プロの USP 側

トップであるウィリアムズ副学長補を交えた全体協議で、最終的に活動計画概要を

協議し、実施協議議事録（Record of Discussions; R/D）にまとめ双方間にて署名

交換した。 

 

 「プロジェクト目標」は、以下の 2つに設定された － 

 

①USP において魅力的な CS/IS コースが提供される 

②USP における IT関連設備の整備が強化される 

 

 － また、今次技プロが目指す成果は、以下の 4つとなった － 

 

① CS (Computer Science)/ IS (Information Science) 教育の強化と充実 

② USPNet の帯域利用率向上と適切な運営維持管理の実施 

③ 遠隔教育における新技術の活用推進 

④ ICT センターの運営維持管理方針及び体制の確立 

 

－ これら成果を達成するために、それぞれの活動を設定している（詳細は署名済

み R/D 添付の暫定 PDM を参照されたい）。 

 

3-2 先方実施体制 

 今次技プロの活動概要を設計する際、当初からわが方で懸念を持っていたのは、

 氏 名  所 属 

１ 内藤 智之 総括（団長） JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第二課長 

２ 村上 信也 協力企画 JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第二課 

ジュニア専門員 
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USP 側の実施体制である。それは、大洋州域内 12カ国により設立された国際教育機

関である USP において、各部門間を横断する調整が不足しがちな “縦割り” がい

まだに様々な側面において散見されており、物事を進める上でのボトルネックにな

ることが少なからずある、とわが方関係者より聞いていたところによる。 

 しかしながら、今回協議においては、今次技プロの USP 側トップとなるウィリア

ムズ副学長補の強いリーダーシップのもと、各部門（ITS、CFDL、SCIMS、ICT セン

ター）の責任者は全体協議に毎回積極的に参加し、それぞれの責任と役割を副学長

補の明確な指示により的確に認識しているように見受けられた。何より、横断的な

意思決定に関しては、副学長補が常に迅速な対応をすることが確認できたことによ

り、前述の懸念はとりあえず払拭されている。 

  

 なお、副学長補は USP 全体の日常的運営を実態的に担っている多忙な役職である

ことから、今次技プロでは Project Supervisor1として、合同調整委員会では議長役

となることで大局的な調整と意思決定の責を担うことで合意した。また、副学長補

を実務的に補佐する形で、Project Director2としてわが国無償資金協力にて建設中

の「日本－大洋州 ICT センター」責任者を任命されたコンピュータ・サイエンス学

科のバブラック教授が、技プロの日常的管理者として、日本人専門家の実質的なカ

ウンターパートとなった。 

 バブラック教授の Project Director への任命は、実は本人には事前に知らされて

いなかったことであったようだが、USP 幹部が ICT センター長を今次技プロの実質

的なリーダーに任命したことは、USP 側が ICT センターを重視し、USP における ICT

教育機能を一元化させて効率化を図ろうとしている意思とも受け取れよう。 

 先方実施体制詳細については、R/D 添付の会議議事録（Minutes of Meetings; M/M）

に添付された「List of USP Counterpart」を参照されたい。 

 

3-3 日本側投入の基本的な考え方 

 今次技プロは、当初要請どおり 3 年間の実施期間とすることで合意された。この

間、わが方投入は以下を想定している － 

 

① 長期専門家（チーフ、業務調整/ネットワーク） 

② 短期専門家（ベースライン調査、遠隔教育・E ラーニング教授法など各活動に

見合った 8～10職種前後を想定） 

③ 機材供与（USP-Net 効率化のために必要な機器：技プロ期間中に検討） 

④ 研修（短期：各活動に即して必要に応じ適宜、長期：修士・博士学位取得必要

性と期間等を踏まえた実施可能性を考慮したうえで適宜） 

 

                                            
1 通常の技プロでいう「Project Director」を、USP における呼称内規に従い、「Project Supervisor」と定めた。なお、

「Project Supervisor」の責務と役割は通常技プロにおける「Project Director」と不変である。 
2
 通常の技プロでいう「Project Manager」を、USP における呼称内規に従い、「Project Director」と定めた。なお、

「Project Director」の責務と役割は通常技プロにおける「Project Manager」と不変である。 
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－ 上記は、通常の技プロと同様のセットであり USP にとっても過去の技プロ経験

により特段の違和感ないものとなっている。一方、わが方としては － 

 

① USP への過去 10 年来の協力が、すでに一定の効果が上げていること 

  （研修計画策定時に考慮すべき点） 

② 物理的な機材供与については金額が大きくなる場合は今次技プロ外の資金ソー

ス（円借款、他ドナー資金、民間連携など）も視野に入れるべきこと 

（機材供与計画策定時に考慮すべき点） 

③ 一般論として情報通信分野の日本人専門家リソースは非常に限定されているこ

と（短期専門家派遣計画策定時に考慮すべき点） 

 

－ 等々の今次技プロ特有の要因を加味しながら、目指す成果に資する適切かつタ

イムリーな投入の確保を図っていく必要がある。 

 なお、長期専門家に関しては、まず「業務調整員/ネットワーク」を担当する専門

家を出来る限り早期に派遣することで USP 側と合意したが、USP 側の事情として 12

月～1 月末まではクリスマスおよび新年休暇によりカウンターパートがほぼ不在と

なってしまうため、長期専門家派遣開始（＝正式な技プロ開始）は 2 月以降とする

ことで合意した。 

 

3-4 その他 

 USP では、現在建設中の「ICT センター」が 2010 年 4 月に開所予定としていると

ころ、これに併せて「国際ワークショップ」の開催を目論んでいる。 

 詳細についてはまったく未定とのことだが、ICT センター所長を任命されている

バブラック教授の私案によれば、数名の ICT 研究者を海外から招き、大洋州におけ

る今後の ICT 活用について議論を交わす小～中規模のワークショップにしたい、と

のこと。仮に当該ワークショップ開催が決定される場合、今次技プロでは出来る限

りの支援を検討する所存である。 

 

３． 団長所感 

4-1 本件技プロ実施体制について 

 前章にて触れたとおり、当初懸念していた先方実施体制については、今回協議を

通じて USP 副学長補の強いリーダーシップが確認できたことで、一定の安心を得ら

れた。 

 これは、今次技プロの USP 側主要関係者の殆どが、過去のわが方協力に関係して

いることに起因している様に見受けられ、副学長補がまとめ役となっている USP 側

にはぎこちなさは感じられず、新規に着任されたカナダ国籍を有するバブラック教

授を含め、よいチームワークを形成しそうな雰囲気である。 

 これに対して、わが方も USP 側からの高い期待を裏切ることは出来ないことを実

感し、協議合意事項として － ①長期専門家（業務調整員/ネットワーク）の早期

派遣（2月頃）、②技プロ開始とほぼ同時にベースライン調査の開始 － を約束し、
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これは現時点で十分実現可能な手段であると考えている。 

 

 一方、わが方の要となるチーフアドバイザーについては、弊構国際協力専門員を

務められていた故・牧野氏を当初予定していたが、大変残念なことに今夏に急逝さ

れたことから、代わる人材を募っているところである。しかしながら、故・牧野氏

ほど USP に長く深く関わられ、人的ネットワークをお持ちであり、信頼関係を築か

れてきた方はいないため、俗人性よりも求められる適性（大局的な視点、技術面で

の知見、調整・交渉能力、技術協力への理解等々）を示し、公示等により民間マー

ケットからも広く人材を募る所存である。なお、公示だけでは情報通信分野はなか

なかタイムリーに適材が獲得し難い傾向もあるところ、弊構内で蓄積している人的

ネットワークも最大限に活用し、要すればしかるべく早期に人材を獲得することを

最優先の課題と考えているところ、担当課として全力を尽くしたい。 

 

4-2 本件技プロが有する可能性について 

 わが国無償資金協力にて建設中である「日本－大洋州 ICT センター」について、

USP 側における活用方針はまだ抽象的であるが、今次技プロを通じて具体化してい

くことに関して、相当の意欲を持っていると感じている。 

 前章でも触れたとおり、東欧生まれでカナダ国籍を有するバブラック教授は、英

国で電気工学の博士号を取得されカナダを含む複数国で先進分野の教授歴を有され

ていることから、USP にとっては力強い「ガイジン」であることは間違いない。性

格も温和かつ真面目であり、USP 内関係者とも調和を重んじた接触を心がけている

ように見える。 

 そのバブラック教授が ICT センターの長になることが任命されたことから、彼の

思想にある先進国や民間企業など外部とのコラボレーションを今次技プロが可能な

限り後押しすることで、ICT センターの機能と役割が USP にとって想定以上の付加

価値を与え得る可能性が無限大に広がることは間違いない。 

 例えば、今や世界の開発援助で流行となっている BOP（Bottom of the Pyramid）

ビジネスにかかる大洋州での可能性を探る拠点としての位置づけや、先進国からの

アウトソース受け入れ先としての新たな可能性を探る民間連携事業の検討など、現

時点でも検討を開始できることはいくつもある。このようなアプローチを開始する

際には、旧来の価値観に縛られずに地球規模での市場と需給の現状を大局的にとら

えられる人材が必要不可欠であり、バブラック教授の話しぶりや考え方から個人的

に察するところでは、彼には相当の可能性を期待できるのではないか、と感じてい

る。 

 一方、大洋州域内に裨益する可能性が少ない狭義の調査研究に傾倒したり、全体

利益に資することのない活動を推進するような動きには注意が必要であり、いわゆ

るプロジェクト･マネージャー的存在となるバブラック教授とわが方専門家が、いか

に双方の考え方を理解し合い、尊重し合い、USP 全体のマネジメント方向性に有機

的に合致させることができるか、が今次技プロの成否をわける鍵になると考える。

日本人長期専門家には、この点をよく留意して頂きたいと思う。 
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4-3 本件技プロ終了後の方向性について 

 USP をめぐるわが方支援は、「添付-2」のように約 10年前まで遡る。換言すれば、

一定規模の技術協力プロジェクトも今回が 2 期目となり、今次技プロが終了した後

のわが方支援の方向性について、プロジェクト実施期間中に関係者間で一定のコン

センサスを形成していく必要がある。 

 2006 年のフィジーの政変により、USP 支援をめぐる前提条件が若干変わってしま

ったことは否めないが、今次技プロでは前回技プロ（2002-2005）をヴァージョンア

ップした形でさらに包括的な支援をする予定であるところ、終了時点（2012 年 2月

を予定）における終了時評価では、過去の経緯を踏まえた上でのキャパシティ向上

有無を測定する必要があると思われる。 

 なお、弊構では今次技プロを核とした「プログラム」の形成も以前より視野に入

れてはいるところ、この行方も加味した上で 2012 年以降の方向性を検討する必要が

あることは、いわずもがなである。 

 

４． 今後の主な予定 

2010 年 2月  長期専門家（業務調整員/ネットワーク）派遣開始 

    （＝プロジェクトの正式スタート） 

    各種ベースライン調査実施 

2010 年 2月以降  チーフアドバイザー派遣開始 

2009 年 4月頃  ICT センター開所に伴う国際ワークショップ開催 

    （USP 側にて調整中） 

 

 

以上 
 

 

別紙 1 プロジェクト活動と対処方針 調査結果 

別紙 2 南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクトにかかるこれまでの経

緯 

別紙 3 調査団スケジュール 

－252－



別紙１：フィジー国　南太平洋大学　ICTキャパシティビルディングプロジェクト　第３次詳細計画策定調査団　プロジェクト計画と対処方針 調査結果

調査項目 第２次詳細策定調査後の現状及び問題点 対処方針 調査結果

1. 協力案件の概要

(1) プロジェクト名称

(2) プロジェクト責任者

　ア．プロジェクトディレクター

　イ．プロジェクトマネージャー

　ウ．プロジェクトリーダー

　エ．ICTセンター長

(3) 協力コンポーネント

(4) ターゲットグループ

（和文）南太平洋大学 ICTキャパシティビルディングプロジェクト
（英文）ICT for Human Development and Human Security Project

 
　

　(1) CS/IS教育
　(2) USPNet/遠隔教育学習環境
　(3) ICTセンター

　(1) SCIMS/CFDL
　(2) ITS
　(3) ICTセンター

左記のプロジェクト名称を要請に基づき確認し、合意を得て、M/Mに
記載する。

　USP副学長

  USP副学長補

　ITS、CFDLディレクター、SCIMS学科長、ICTセンター長

　誰がアサインされるのか

　上記を確認し、M/Mに記載する。

　(1) CS/IS教育
　(2) USPNet/遠隔教育学習環境
　(3) 遠隔教育新技術
　(4) ICTセンター

　上記を確認し、M/Mに記載する

　(1) SCIMS
　(2) ITS
　(3) CFDL
　(4) ICTセンター

　上記を確認し、M/Mに記載する。

合意を得てM/Mに記載

USP内部の組織構成を反映させて欲し
い旨要請があり、下記のような体制で合
意し、R/Dに記載した。

副学長補がプロジェクトスーパバイザー
となり、プロジェクト全体につき責任をも
つ（通常技プロのプロジェクトディレク
ターに該当）。

CS/IS教授兼ICTセンター長がプロジェ
クトディレクターとなり、プロジェクト実務
上の責任者・遂行者となる（通常技プロ
のプロジェクトマネージャーに該当）。

プロジェクトに直接関与する部署のディ
レクター（SCIMS,CFDL,ITS,ICTセンター）
をプロジェクトリーダーとする。

協力コンポーネント・ターゲットグルー
プ・カウンターパートにつき合意を得、
M/Mに記載した。

2. プロジェクトの基本計画

(1) 上位目標

(2) プロジェクト目標

(3) 成果

USP卒業生、特にCS/ISコースの卒業生が、大洋州地域にて重要な
役割を担う。

USPにおけるCS/ISコースの授業と提供が強化され、Japan-Pacific
ICTセンターの運用が確立される。

1) ニーズに基づいたCS/ISコースが、対面授業及び遠隔教育の両方
で提供される。
2) USPNetの利用が効率化され、遠隔教育学習環境が向上する。
3) Japan-Pacific ICTセンターが大洋州地域の課題解決に活用され
る。

USP卒業生、特にCS/ISコースの卒業生が、大洋州地域にて重要な
役割を担う。

1) USPにおけるCS/IS授業と遠隔教育の提供が強化される。
2) Japan-Pacific ICTセンターの運用が確立される。

1) 妥当性のある新しいCS/IS学士号コースが提供される。
2) USPNetの利用が効率化され、遠隔教育学習環境が向上する。
3) 遠隔教育における新技術の活用が推進される（案）。
4) Japan-Pacific ICTセンターの活用方針が確立する。

プロジェクト活動内容に対し、各関連部署と協議を実施したうえで、
上記を確認、合意を得て、M/Mに記載する

各関連部署と協議を行い、プロジェクト
活動内容につき必要な修正を行い、合
意を得てM/Mに記載。

3. 協力期間及び開始時期

 (1) 協力期間

 (2) 開始時期

日本側案３年であることで先方の理解を得て、M/Mに記載する。

日本側案 長期専門家赴任開始日を予定していること先方と協議・確
認のうえ、M/Mに記載する。

合意のうえ、M/Mに記載

1月は夏季休暇中のため2月の専門家
派遣時より開始で合意を得、M/Mに記
載。

4. 日本側投入

 (1) 専門家派遣

 (2) 研修員受入

 (3) 機材供与

1人の専門家でカバーできる分野が限られているため、技術移転の
主体は短期専門家になる旨を説明し、M/Mに記載する。短期専門家
により、必要な時期に必要な専門分野をもった技術移転を実施する
ことを説明する。
また、プロジェクト活動内容から現在想定している長期専門家と短期
専門家の各TORにつき説明し、また、プロジェクト活動中に変更があ
り得ることにおいても合意を得たうえで、M/Mに記載する。

長期・短期問わず、C/Pから日本での研修が必要と思われる分野と
人材を選定し、日本側の各研修実施体制を調整・考慮したうえで、受
入れを行うことについて理解を得、M/Mに記載する。

USPNetの利用効率向上を実現するために必要となる機材は、プロ
ジェクト活動内で、必要な調査と計画のうえで調達することを説明し、
M/Mに記載する。

合意を得、M/Mに記載

5. USP側投入

(1) プロジェクト運営体制

(2) C/Pの配置

(3) 予算措置

(4) 施設・設備

USP側のプロジェクト体制につき、管理運営陣、講師・スタッフの継続
的な配置が必要である。具体的な人員と配置を提示してもらう。リス
トを作成し、M/Mに添付する。

技術移転においては、C/Pの継続的な確保が重要であることを確
認、具体的に各活動のC/Pを先方に想定してもらい、合意を得、M/M
に記載する。

本技プロ実施に伴うUSPの各活動向け予算の裏づけを確認する。

日本側専門家へのオフィススペース、USP-LAN/インターネット接
続、電気、水道等のユーティリティー含むローカルコストはUSP側の
負担とする。またプロジェクトの実施に必要なランニングコスト、供与
機材のソフトウェアアップグレードを含む維持管理費USP側の負担と
なることを確認し、合意を得てM/Mに記載する。

協議にて確認しリストを作成、M/Mに添
付。

ICTセンター完工後はICTセンター内に
プロジェクトオフィスを設置することにつ
き合意。2010年2～3月は、仮オフィスス
ペースを提供することに合意。

6. JCC

(1) 合同調整委員会 プロジェクトの効率的実施のために定期的に合同調整委員会を開催
することを説明し、合意を得る。メンバーを検討し、合意をえて、M/M
に記載する。

JCCにつき、合意、R/Dに記載。

7. モニタリングと評価

(1) プロジェクト定例会議の開催とモニタリン
グ

(2) 評価

プロジェクト関係者で定期的に定例会議を開催し、問題の解決やプ
ロジェクト活動変更の可能性などにつき、協議する。進捗状況を把握
し、問題の改善解決を図るプロジェクトモニタリングの場とする。これ
につき、理解と合意を得てM/Mに記載する。実施頻度（月１回程度を
想定）についても、検討し合意を得る。

プロジェクト中盤に実施される中間レビューと終了６ヶ月前に実施さ
れる終了時評価における合同評価につき協議、合意を得てM/Mに記
載する。

プロジェクト定例会議につき合意、M/M・
R/Dに記載。

評価実施について合意を得、M/M・R/D
に記載。
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別
紙
１
：
フ
ィ
ジ
ー
国
　

南
太

平
洋

大
学

　
I
C
T
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
ビ

ル
デ

ィ
ン

グ
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
　
第
３
次
詳
細
計
画
策
定
調
査
団
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
と
対
処
方
針
 
調
査
結
果

0
9
.
1
1
.
0
9
更

新

項
番

タ
ー
ゲ
ッ
ト
エ
リ
ア

（
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
）

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ

調
査
結
果
か
ら
の
合
理
性

第
２
次
詳
細
計
画
策
定
調
査
お
よ
び

現
地
企
画
調
査
員
に
よ
る
調
査
状
況

対
処
方
針
（
案
）

留
意
点

調
査
結
果

1
C
S
/
I
S
教
育

C
S
/
I
S
教
員

新
学
士
号
コ
ー
ス
（
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
工

学
/
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
工
学
）
へ
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

ア
ド
バ
イ

ス

1
)
 
短
期
専
門
家
（
大
学
教
授
）
に
よ
る
新
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
設
計
支
援
（
1
年
目
）
と
レ
ビ
ュ
ー
支
援

お
よ
び
学
士
号
コ
ー
ス
と
し
て
の
妥
当
性
を
確
認

（
2
年
目
）

2
)
 
短
期
専
門
家
に
よ
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
工
学
と

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
工
学
の
ト
レ
ン
ド
セ
ミ
ナ
ー
開
催
に

よ
り
、
現
在
今
後
求
め
ら
れ
、
需
要
が
あ
る
技
術
分

野
を
確
認
し
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
反
映
さ
せ
る

1
)
 
フ
ィ
ジ
ー
国
内
及
び
A
U
/
N
Z
を
含
め
た
近
隣
諸

国
の
大
学
と
競
争
が
生
じ
て
お
り
、
差
別
化
を
図

る
必
要
が
あ
る

2
)
 
大
洋
州
地
域
の
産
業
界
に
て
需
要
の
あ
る
ソ

フ
ト
ウ
ェ
ア
工
学
及
び
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
工
学
の
学

士
号
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
新
設
を
予
定
し
て
い
る

3
)
 
現
在
の
コ
ー
ス
は
ジ
ェ
ネ
ラ
ル
で
ユ
ー
ザ
レ

ベ
ル
に
近
い
た
め
、
よ
り
プ
ロ
フ
ェ
シ
ョ
ナ
ル
な

コ
ー
ス
を
開
始
し
た
い

4
)
 
特
に
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
品
質
保
証
並
び
に
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
検
証
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
関
連
科
目
の
導

入
支
援
を
求
め
て
い
る

1
)
 
新
S
C
I
M
S
学
科
長
が
1
0
月

に
着
任
す
る
予
定
（
カ
ナ
ダ

人
、
W
e
b
ベ
ー
ス
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
e
-
H
e
a
l
t
h
、
デ
ー
タ

通
信
が
専
門
）
。
ま
た
C
S
/
I
S
講
師
を
3
名
募
集
を
か
け
て
い

る
。

2
)
 
現
S
C
I
M
S
学
科
長
の
D
r
.
J
i
t
o
よ
り
、
新
C
S
/
I
S
コ
ー
ス

（
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
工
学
 
学
士
号
コ
ー
ス
お
よ
び
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
工
学
 
学
士
号
コ
ー
ス
）
の
設
立
支
援
に
つ
き
、
下
記

3
)
4
)
の
活
動
で
ほ
ぼ
合
意
を

得
ら
れ
て
い
る

3
)
 
1
年
目
は
短
期
専
門
家
と

新
C
S
/
I
S
コ
ー
ス
設
計
を
お
こ
な

う
。
2
年
目
に
短
期
専
門
家
と
ト
ラ
イ
ア
ル
お
よ
び
レ
ビ
ュ
ー

を
実
施
す
る

4
)
C
S
/
I
S
講
師
を
、
本
邦
長
期
研
修
に
派
遣
し
、
研
究
と
教
授

の
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
を
向
上
す

る
（
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
工
学
も
し

く
は
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
工
学
に

お
け
る
日
本
の
修
士
・
博
士
プ

ロ
グ
ラ
ム
）

1
)
2
)
 
左
記
に
つ
き
、
新
S
C
I
M
S
学
科
長
の
意
向
を

確
認
す
る
。

3
)
 
具
体
的
な
短
期
専
門
家
の
活
動
内
容
・
業
務

実
施
方
法
に
つ
い
て
、
確
認
す
る
。

設
計
さ
れ
た
学
士
号
コ
ー
ス
の
提
供
が
認
可
さ
れ

る
た
め
に
、
フ
ィ
ジ
ー
政
府
な
ど
の
審
査
が
必
要

か
確
認
す
る
。

4
)
 
長
期
研
修
へ
は
簡
単
に
派
遣
で
き
る
わ
け
で

は
な
い
の
で
、
現
時
点
で
コ
ミ
ッ
ト
で
き
な
い
こ

と
を
確
認
す
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
中
に
受
入

機
関
、
対
象
者
な
ど
に
つ
き
確
認
し
、
実
現
可
能

性
を
模
索
す
る
形
に
な
る
こ
と
を
説
明
す
る
。

1
)
 
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
妥

当
性
を
判
断
で
き
る
専

門
家
の
リ
ク
ル
ー
ト

面
談
者
：
P
r
o
f
.
B
a
b
u
l
a
k
,
 
D
r
.
J
i
t
o

1
)
 
2
)
 
カ
ナ
ダ
人
新
任
教
授
が
S
C
I
M
S
学
科
長
に
な
る
か

は
ま
だ
未
定
。
I
C
T
セ
ン
タ
ー
長
に
な
る
こ
と
は
ほ
ぼ
確

定
。

3
)
新
学
士
号
コ
ー
ス
に
つ
き
、
国
際
水
準
の
国
際
的
に
単

位
互
換
が
で
き
る
水
準
の
コ
ー
ス
で
あ
る
妥
当
性
を
確
か

に
す
る
た
め
の
コ
ー
ス
設
計
に
つ
き
ア
ド
バ
イ
ス
を
要
請

し
て
い
る
。

フ
ィ
ジ
ー
政
府
の
審
査
・
認
可
は
不
要
。
U
S
P
の
ア
ド
バ

イ
ザ
リ
ー
グ
ル
ー
プ
に
て
審
査
お
よ
び
認
可
が
必
要
。
ア

ド
バ
イ
ザ
リ
ー
グ
ル
ー
プ
に
は
、
政
府
代
表
者
も
含
ま
れ

る
。

4
)
長
期
研
修
に
つ
き
、
受
入
機
関
の
ア
ベ
イ
ラ
ビ
リ
テ
ィ

も
考
慮
す
る
必
要
が
あ
り
、
現
時
点
で
派
遣
は
約
束
で
き

な
い
旨
、
確
認
し
た
。

I
n
s
t
r
u
c
t
i
o
n
a
l
 
D
e
s
i
g
n
/
遠
隔
教
育
教
授
法

1
)
 
遠
隔
教
育
に
特
有
の
教
育
工
学
的
テ
ク
ニ
ッ
ク

（
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
シ
ョ
ナ
ル
デ
ザ
イ
ン
等
）
の
セ
ミ

ナ
ー
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
提
供
す
る

2
)
 
短
期
専
門
家
に
よ
る
技
術
移
転
/
本
邦
研
修

U
S
P
N
e
t
の
帯
域
利
用
効
率
改
善

1
)
 
帯
域
利
用
率
向
上
に
必
要
な
技
術
を
I
T
S
と
と
も

に
調
査
研
究
す
る

2
)
 
調
査
研
究
の
結
果
に
沿
っ
て
機
材
計
画
を
策
定

し
、
調
達
/
導
入
す
る

3
)
 
機
材
供
与
と
運
用
ノ
ウ
ハ
ウ
の
組
み
合
わ
せ

4
)
 
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
監
視
体
制
の
確
立

U
S
P
N
e
t
の
中
長
期
的
維
持
活
用
戦
略
の
策
定

1
)
 
U
S
P
の
競
争
優
位
性
を
保
つ
た
め
に
、
U
S
P
N
e
t
を

ど
の
よ
う
に
活
用
し
て
い
く
べ
き
か
を
含
め
る

2
)
 

適
な
状
態
を
維
持
す
る
に
は
、
ど
の
よ
う
な

管
理
体
制
で
維
持
管
理
し
て
い
く
か
を
含
め
る

3
)
 
長
期
的
視
点
か
ら
の
投
資
計
画
を
含
め
る

I
C
T
セ
ン
タ
ー
運
営
委
員
会
の
設
立
・
参
加

学
生
へ
の
I
C
T
教
育
へ
の
活
用
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

へ
の
貢
献
提
言

1
)
 
利
害
関
係
者
で
構
成
す
る
I
C
T
セ
ン
タ
ー
運
営
委

員
会
を
設
立
し
、
委
員
会
を
通
じ
て
I
C
T
セ
ン
タ
ー

活
性
化
提
案

1
)
 
I
C
T
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
戦
略
、
活
用
方
法
、

運
営
管
理
を
話
し
合
う
各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が

参
加
す
る
委
員
会
の
設
立

1
)
 
セ
ン
タ
ー
長
が
決
定
し
て

い
な
い
（
カ
ナ
ダ
人
新
S
C
I
M
S

長
？
）

2
)
 
様
々
な
部
署
が
セ
ン
タ
ー

を
利
用
す
る
予
定
だ
が
、
具
体

的
な
管
理
体
制
は
ま
だ
無
い

3
)
 
活
用
方
針
に
つ
い
て
情
報

が
な
い

1
)
 
セ
ン
タ
ー
長
の
任
命
に
つ
い
て
、
確
認
す

る
。
決
定
し
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の
人
の
I
C
T

セ
ン
タ
ー
に
関
す
る
考
え
を
確
認
す
る

2
)
 
I
C
T
セ
ン
タ
ー
運
営
委
員
会
の
設
立
に
つ
き
、

セ
ン
タ
ー
長
お
よ
び
U
S
P
幹
部
と
検
討
す
る
。

3
)
 
I
C
T
セ
ン
タ
ー
利
用
部
署
に
つ
い
て
現
時
点
で

の
計
画
を
確
認
す
る

4
)
 
I
C
T
セ
ン
タ
ー
の
活
用
方
針
に
つ
い
て
、
現
時

点
で
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
か
セ
ン
タ
ー
長
お

よ
び
U
S
P
幹
部
の
意
向
を
確
認
す
る

1
)
 
I
C
T
セ
ン
タ
ー
長
は
S
C
I
M
S
の
新
任
教
授
 
P
r
o
f
.

B
a
b
u
l
a
k
。
副
学
長
補
が
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
。
他
大
学

と
の
国
際
授
業
交
換
を
含
め
た
遠
隔
教
育
、
先
端
研
究
、

産
業
界
と
の
連
携
、
加
盟
1
2
カ
国
の
地
域
発
展
、
国
際
学

術
交
流
、
ス
タ
ッ
フ
の
育
成
を
ビ
ジ
ョ
ン
と
し
て
考
え
て

い
る

2
)
 
セ
ン
タ
ー
長
/
副
学
長
補
と
も
に
合
意
。

3
)
 
S
C
I
M
S
、
I
T
S
、
C
F
D
L

4
)
 
セ
ン
タ
ー
長
に
よ
る
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
あ
り
。

別
途
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
資
料
を
参
照
。

活
動
内
容

1
)
 
全
学
部
課
程
の
遠
隔
教
育
教
材
開
発
を
促
進
す

る
。
た
だ
し
、
教
材
開
発
に
か
か
る
技
術
的
な
支
援

の
必
要
性
は
少
な
く
、
積
極
的
に
は
関
与
し
な
い

2
)
 
全
学
部
課
程
の
M
o
o
d
l
e
化
を
促
進
す
る
（
現
在

進
捗
1
7
%
）

※
 
U
S
P
戦
略
目
標
:
2
0
1
2
年
ま
で
に
5
0
%
増
加

3
)
 
M
o
b
i
l
e
 
T
e
l
e
p
h
o
n
y
 
D
i
s
t
a
n
c
e
 
L
e
a
r
n
i
n
g

（
M
-
L
e
r
a
n
i
n
g
)
の
可
能
性
に
つ
き
、
C
F
D
L
/
I
T
S
と

と
も
に
調
査
研
究
を
実
施
す
る

遠
隔
教
育
に
お
け
る
新
技
術
活
用
の
推
進
支
援

遠
隔
教
育
教
材

2 3

C
F
D
L

学
部
教
員

1
)
 
遠
隔
教
育
化
/
M
o
o
d
l
e
化
は
ゆ
っ
く
り
だ
が
着

実
に
進
行
し
て
い
る

2
)
 
C
F
D
L
に
お
い
て
は
、
技
術
的
な
支
援
は
不
要

で
あ
る

3
)
 
関
連
部
署
を
連
携
さ
せ
る
フ
ァ
シ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
的
役
割
が
必
要
と
な
る

4
)
 
作
成
さ
れ
る
教
材
の
質
の
向
上
と
確
保
に
対

し
支
援
を
す
る

面
談
相
手
：
M
r
s
.
T
h
e
r
e
s
a
,
 
M
r
.
D
h
i
r
a
j

1
)
 
遠
隔
教
材
開
発
（
プ
リ
ン
ト
ベ
ー
ス
）
に
つ
い
て
は

技
術
的
支
援
の
必
要
が
無
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

2
)
 
M
o
o
d
l
e
化
へ
の
支
援
ニ
ー
ズ
あ
り
。
た
だ
5
0
%
増
と
い

う
目
標
は
高
す
ぎ
る
と
の
こ
と
。
学
科
目
講
師
の
コ
ミ
ッ

ト
メ
ン
ト
が
必
要
。
特
に
遠
隔
教
育
受
講
者
に
は
メ
リ
ッ

ト
が
多
く
、
C
F
D
L
と
し
て
は
M
o
o
d
l
e
化
を
推
進
し
た
い
。

M
o
o
d
l
e
は
あ
く
ま
で
学
習
補
助
教
材
と
学
習
支
援
機
能
の

提
供
。
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
に
M
o
o
d
l
e
サ
ー
バ
を

設
置
す
る
こ
と
も
考
え
た
い
。

3
)
 
I
n
s
t
r
a
c
t
i
o
n
a
l
 
D
e
s
i
g
n
e
r
の
数
が
増
加
す
れ
ば
、

遠
隔
教
育
化
の
ボ
リ
ュ
ー
ム
は
間
違
い
な
く
増
加
す
る
。

現
在
人
材
リ
ソ
ー
ス
が
足
ら
ず
、
い
ろ
い
ろ
な
業
務
を
兼

務
し
て
い
る
状
況
。
I
D
を
担
当
す
る
チ
ー
ム
、
M
a
r
k
e
t
調

査
を
担
当
す
る
チ
ー
ム
な
ど
に
分
け
業
務
を
分
担
し
た
い

が
で
き
な
い
状
態
。

4
)
 
前
回
の
技
プ
ロ
で
は
、
専
門
家
が
当
初
の
計
画
に
執

着
し
た
こ
と
も
あ
り
、
C
F
D
L
と
専
門
家
の
考
え
方
で
多
少

の
ミ
ス
マ
ッ
チ
が
あ
っ
た
。
C
F
D
L
の
活
動
計
画
も
変
更
す

る
こ
と
が
あ
る
の
で
、
活
動
お
よ
び
短
期
専
門
家
の
派
遣

に
は
、
事
前
に
お
互
い
で
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
の
上
で

決
定
し
た
い
と
の
要
望
を
確
認
し
た
。

5
)
 
M
o
b
i
l
e
 
S
y
s
t
e
m
に
つ
い
て
は
、
フ
ィ
ジ
ー
国
内
お
よ

び
近
隣
諸
国
の
大
学
と
学
生
獲
得
競
争
が
生
じ
て
い
る
状

況
か
ら
、
1
2
カ
国
へ
の
遠
隔
教
育
に
優
位
性
を
も
つ
U
S
P

と
し
て
、
他
大
学
に
先
ん
じ
て
考
え
て
い
る
手
段
の
一

つ
。
他
に
S
e
c
o
n
d
 
L
i
f
e
の
利
用
も
考
え
て
い
る
。
現
在

の
携
帯
端
末
で
は
、
教
育
の
提
供
は
難
し
い
が
、
学
校
か

ら
の
連
絡
手
段
（
休
講
連
絡
や
提
出
物
締
切
り
日
連
絡
、

講
師
か
ら
生
徒
へ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
）
な
ど
を
S
M
S
で

提
供
す
る
こ
と
を
考
え
て
い
る
。
機
能
は
M
o
o
d
l
e
シ
ス
テ

ム
に
統
合
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
機
能
に
つ
き
、
日
本
や

他
国
の
グ
ッ
ド
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
を
提
供
し
て
ほ
し
い
。

U
S
P
壁
紙
、
U
S
P
校
歌
着
メ
ロ
も
提
供
し
た
い
（
愛
校
心
を

高
め
る
目
的
）
。

6
)
 
R
E
A
C
T
は
C
T
M
の
代
替
と
し
て
導
入
。
多
く
の
機
能
が

あ
る
が
、
現
時
点
で
は
U
S
P
N
e
t
の
制
限
も
あ
り
、
音
声
の

み
の
利
用
と
な
る
。
講
師
に
も
、
あ
る
程
度
の
I
D
の
知
識

は
必
要
と
な
り
、
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
も
必
要
。

面
談
相
手
：
M
r
.
 
K
i
s
i
o
n
e
　
M
r
.
F
e
r
e
t
i

1
)
 
現
在
、
都
築
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
が
提
示
し
て
く
れ
た
6

つ
の
方
法
を
ひ
と
つ
ず
つ
実
施
し
て
い
る
と
こ
ろ
。
I
T
S

が
U
S
P
N
e
t
の
問
題
解
決
の
た
め
に
正
し
い
方
策
を
実
施
し

て
い
る
の
か
を
確
認
し
た
い
。
使
用
衛
星
の
変
更
や
衛
星

通
信
機
器
の
更
新
も
考
え
て
い
る
が
、
そ
れ
ら
が
本
当
に

正
し
い
方
向
な
の
か
、
ア
ド
バ
イ
ス
が
ほ
し
い
。

2
)
 
そ
の
6
つ
の
方
法
を
実
施
し
て
い
る
が
、
現
在
人
材
が

不
足
し
て
お
り
、
全
て
に
リ
ソ
ー
ス
を
振
り
分
け
る
こ
と

が
で
き
な
い
状
態
で
あ
る
。
R
i
v
e
r
b
e
d
（
W
A
N

O
p
t
i
m
i
z
e
r
)
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
テ
ス
ト
を
支
援
し
て
も
ら
え

る
と
助
か
る
。
I
T
S
技
術
者
と
と
も
に
、
U
S
P
N
e
t
の
利
用

効
率
改
善
に
調
査
研
究
を
実
施
す
る
活
動
に
つ
い
て
、
合

意
を
得
た
。

3
)
 
ソ
ロ
モ
ン
・
バ
ヌ
ア
ツ
・
サ
モ
ア
・
ト
ン
ガ
・
キ
リ

バ
ス
キ
ャ
ン
パ
ス
を
優
先
的
に
考
え
て
い
る

（
K
i
s
i
o
n
e
）
。
ソ
ロ
モ
ン
・
ト
ン
ガ
は
実
施
済
み
。
単

純
な
ル
ー
テ
ィ
ン
グ
に
よ
り
U
S
P
N
e
t
経
由
と
ロ
ー
カ
ル

I
S
P
経
由
に
振
り
分
け
て
い
る
。
ロ
ー
カ
ル
I
S
P
は
信
頼
性

と
Q
o
S
が
低
い
た
め
、
U
S
P
N
e
t
経
由
の
方
が
速
い
傾
向

（
特
に
キ
リ
バ
ス
）
（
F
e
r
e
t
i
）

4
)
 
計
画
は
3
年
を
ベ
ー
ス
に
立
て
て
お
り
、
計
画
は
た
く

さ
ん
あ
る
。
技
術
の
変
化
が
激
し
く
、
そ
れ
よ
り
長
期
の

計
画
は
立
て
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
何
か
基
に

な
る
戦
略
に
従
っ
て
計
画
を
立
て
て
い
る
わ
け
で
は
な
い

(
K
i
s
i
o
n
e
)
。
U
S
P
N
e
t
を
ど
の
よ
う
に
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル

キ
ャ
ン
パ
ス
の
開
発
に
繋
げ
て
い
く
か
な
ど
の
大
局
的
な

観
点
か
ら
の
戦
略
は
な
い
（
F
e
r
e
t
i
）
。

5
)
 
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
管
理
に
つ
い
て
は
、
既
に
複
数
の
シ

ス
テ
ム
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
で
実
施
し
て
い
る

（
K
i
s
i
o
n
e
）
。
複
数
の
ド
ナ
ー
が
供
与
し
た
シ
ス
テ
ム

で
監
視
が
分
散
さ
れ
て
お
り
、
統
合
し
た
監
視
シ
ス
テ
ム

が
必
要
。
I
C
T
セ
ン
タ
ー
に
N
O
C
（
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
監
視
セ

ン
タ
ー
）
を
設
け
、
集
中
管
理
し
た
い
。
良
い
S
h
o
w
c
a
s
e

に
も
な
る
。
こ
の
点
に
つ
き
技
術
的
ア
ド
バ
イ
ス
が
ほ
し

い
（
F
e
r
e
t
i
）
。

1
)
 
遠
隔
教
育
教
材
の
開

発
に
つ
き
、
A
D
B
に
よ
る

支
援
可
能
性
あ
り

1
)
 
C
F
D
L
の
新
デ
ィ
レ
ク
タ
ー

が
1
1
月
末
に
着
任
予
定
。
デ
ィ

レ
ク
タ
ー
補
佐
ポ
ジ
シ
ョ
ン
は
空
席
。
現
在
V
a
l
e
n
t
i
n
e
氏
と

T
h
e
r
e
s
a
氏
が
実
際
C
F
D
L
を
率

い
て
い
る
。

2
)
 
遠
隔
教
育
教
材
の
開
発
に

は
、
①
需
要
が
高
い
コ
ー
ス

②
全
て
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
遠
隔
だ
け
で
完
了
で
き
る
コ
ー
ス

③
 
古
く
な
っ
た
コ
ー
ス
の
更

新
 
に
高
い
優
先
度
が
与
え
ら

れ
て
い
る
。
な
お
、
対
面
コ
ー
ス
か
ら
D
F
L
コ
ー
ス
を
開
発
す

る
に
は
、
通
常
6
ヶ
月
～
1
年
前
か
ら
作
業
を
始
め
る
。
教
材

開
発
計
画
は
セ
メ
ス
タ
ー
の
終
わ
り
に
各
学
科
長
と
交
渉
さ

れ
る
が
、
C
F
D
L
の
開
発
タ
イ
ム
フ
レ
ー
ム
と
各
学
科
の
コ
ー

ス
計
画
が
常
に
一
致
す
る
わ
け
で
は
な
い
。

3
)
 
遠
隔
教
育
に
つ
き
、
C
S
/
I
S
コ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
S
C
I
M
S

が
実
施
し
て
お
り
、
1
0
0
レ
ベ

ル
（
基
礎
教
育
）
は
、
既
に
遠

隔
教
育
化
・
M
o
o
d
l
e
化
が
完
了
し
て
い
る
。
ま
た
、
リ
ー

ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
に
お
け
る
チ
ュ
ー
タ
ー
の
確
保
困
難

性
と
対
面
教
育
の
必
要
性
に
よ
り
、
2
0
0
/
3
0
0
レ
ベ
ル
の
コ
ー

ス
は
遠
隔
教
育
化
で
き
な
い
。
M
o
o
d
l
e
化
は
ほ
ぼ
完
了
し
て

い
る
。
こ
こ
へ
の
支
援
の
必
要
性
は
低
い
と
思
わ
れ
る
。

3
)
 
遠
隔
教
育
化
に
つ
い
て
は

、
C
F
D
L
の
リ
ソ
ー
ス
(
9
人
の
イ

ン
ス
ト
ラ
ク
シ
ョ
ナ
ル
デ
ザ
イ
ナ
ー
）
と
需
要
を
勘
案
し
、

年
間
計
画
に
基
づ
い
て
開
発
し
て
お
り
、
緊
要
な
課
題
と
し

て
は
認
識
し
て
お
ら
ず
、
支
援
の
必
要
性
も
低
い
。

4
)
 
教
育
工
学
的
な
テ
ク
ニ
ッ

ク
を
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
す
る
短
期

専
門
家
に
つ
き
、
C
F
D
L
は
、
I
T
-
o
r
i
e
n
t
e
d
な
I
D
の
ト
レ
ー
ニ

ン
グ
は
要
ら
な
い
が
、
遠
隔
教
育
の
新
し
い
I
D
コ
ン
セ
プ
ト

に
は
関
心
が
あ
る
。
派
遣
の
際
に
は
、
C
F
D
L
か
ら
要
件
を
提

示
し
た
い
の
で
、
事
前
に
C
F
D
L
に
相
談
し
て
ほ
し
い
。

5
)
 
C
F
D
L
で
は
M
o
b
i
l
e
 
T
e
l
e
p
h
o
n
y
の
遠
隔
教
育
で
の
活
用

(
M
-
L
e
a
r
n
i
n
g
)
を
考
え
て
お
り
、
U
S
P
で
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー

プ
を
立
ち
上
げ
て
い
る
。
J
I
C
A
の
支
援
が
可
能
な
分
野
で
あ

る
と
C
F
D
L
は
考
え
て
い
る
。

1
)
 
遠
隔
教
育
教
材
開
発
に
つ
き
、
C
F
D
L
へ
の
支

援
の
必
要
性
が
な
い
こ
と
を
確
認
す
る

2
)
 
M
o
o
d
l
e
化
に
つ
き
、
C
F
D
L
へ
の
支
援
の
必
要

性
が
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
。
ま
だ
全
科
目
の
う

ち
1
5
%
の
進
捗
度
で
あ
り
、
U
S
P
の
戦
略
目
標
で
は

2
0
1
2
年
度
ま
で
に
5
0
%
増
を
謳
っ
て
い
る
が
。

3
)
 
全
学
的
な
遠
隔
教
育
化
に
つ
き
、
人
材
リ

ソ
ー
ス
（
デ
ザ
イ
ナ
ー
の
数
）
が
限
ら
れ
て
い
る

か
ら
開
発
ボ
リ
ュ
ー
ム
を
増
加
し
な
い
の
か
、
ボ

リ
ュ
ー
ム
を
増
加
さ
せ
る
必
要
性
が
な
い
の
か
、

確
認
す
る
。
M
o
o
d
l
e
化
に
つ
い
て
の
状
況
を
確
認

す
る
（
U
S
P
戦
略
と
し
て
M
o
o
d
l
e
化
の
促
進
を
掲

げ
て
い
る
）

4
)
 
短
期
専
門
家
は
、
C
F
D
L
と
J
I
C
A
双
方
で
検
討

合
意
し
た
T
O
R
を
も
と
に
リ
ク
ル
ー
ト
す
る

5
)
 
C
F
D
L
の
M
-
L
e
a
r
n
i
n
g
計
画
に
つ
き
、
詳
細

（
具
体
的
内
容
・
計
画
）
を
確
認
し
、
支
援
の
可

能
性
を
調
査
す
る
。

6
)
 
R
E
A
C
T
は
ど
の
よ
う
に
活
用
さ
れ
る
計
画
な
の

か
を
確
認
す
る
（
主
に
旧
音
声
講
義
（
C
T
M
）
の

代
替
？
）

1
)
 
U
S
P
N
e
t
利
用
効
率
改
善
に

か
か
る
手
段
を
、
I
T
S
が
調
査

し
な
が
ら
進
め
て
い
る
（
老
朽
化
し
た
サ
ー
バ
の
更
新
と
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
管
理
シ
ス
テ
ム
の
導
入
に
よ
り
、
自
身

の
予
算
で
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
I
T
シ
ス
テ
ム
の
標
準

化
）
。
ま
ず
は
ソ
ロ
モ
ン
、
ト
ン
ガ
、
バ
ヌ
ア
ツ
、
ツ
バ

ル
、
キ
リ
バ
ス
に
て
実
施
、
そ
の
後
他
キ
ャ
ン
パ
ス
に
も
拡

大
す
る
計
画
。

2
)
 
W
A
N
高
速
化
装
置
の
導
入
は
資
金
の
あ
て
が
な
い
の
で
、

J
I
C
A
に
支
援
を
願
い
た
い
。
し
か
し
W
A
N
高
速
化
装
置
と
衛
星

通
信
機
器
の
設
定
が
複
雑
で
あ
り
、
事
前
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
テ

ス
ト
が
必
要
、
導
入
を
急
い
で
は
い
な
い
。

3
)
 
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ト
ラ
フ

ィ
ッ
ク
の
ロ
ー
カ
ル
I
S
P
へ
の

振
分
け
を
計
画
し
て
い
る

4
)
 
帯
域
効
率
向
上
の
た
め
、

使
用
衛
星
の
変
更
(
N
S
S
-
5
→

O
3
B
）
や
、
衛
星
通
信
機
器
（

G
i
l
l
a
t
→
i
D
i
r
e
c
t
)
の
更
新
も

視
野
に
い
れ
て
い
る

1
)
 
W
A
N
高
速
化
装
置
の
導
入
妥
当
性
や
将
来
的
な

衛
星
通
信
シ
ス
テ
ム
の
変
更
計
画
を
踏
ま
え
て
、

事
前
に
調
査
お
よ
び
導
入
計
画
が
必
要
で
あ
る
こ

と
に
合
意
を
得
る
。

2
)
 
長
期
/
短
期
専
門
家
が
、
I
T
S
技
術
者
と
と
も

に
、
U
S
P
N
e
t
の
利
用
効
率
改
善
の
た
め
の
方
策
と

機
材
導
入
計
画
に
つ
き
、
調
査
研
究
を
実
施
す
る

活
動
に
つ
き
、
合
意
を
得
る
。

3
)
 
ど
の
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
を
対
象
と

し
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ト
ラ
フ
ィ
ッ
ク
の
迂
回
を

計
画
し
て
い
る
か
を
確
認
す
る
。

4
)
 
具
体
的
な
計
画
（
パ
イ
ロ
ッ
ト
テ
ス
ト
実
施

時
期
な
ど
）
を
確
認
す
る
。
こ
れ
ら
を
踏
ま
え

て
、
中
長
期
的
な
U
S
P
N
e
t
の
活
用
・
維
持
管
理
・

投
資
戦
略
を
I
T
S
と
と
も
に
策
定
す
る
活
動
に
つ

き
、
合
意
を
得
る
。

5
)
 
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
運
用
管
理
体
制
に
つ
き
、
確

認
す
る
（
監
視
シ
ス
テ
ム
の
有
無
、
定
期
的
な
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
測
定
な
ど
の
実
施
、
情
報
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
管
理
な
ど
）
→
I
T
I
L
に
も
関
連
し
て
く
る

面
談
者
：
M
r
.
K
i
s
i
o
n
e
　
M
r
.
F
e
r
e
t
i

1
)
 
I
T
I
L
の
導
入
は
と
て
も
積
極
的
に
考
慮
し
て
い
る

（
K
i
s
i
o
n
e
）
。
現
在
I
T
I
L
 
P
r
a
c
t
i
s
i
o
n
a
r
認
定
を
受
け

た
技
術
者
が
1
名
と
、
全
般
的
な
講
習
を
受
講
し
た
技
術

者
（
F
e
r
e
t
i
氏
自
身
）
が
い
る
が
、
ど
の
よ
う
に
組
織
に

I
T
I
L
を
導
入
し
た
ら
よ
い
か
、
具
体
的
な
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
と
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
提
供
し
て
も
ら
え
る
と
非
常
に

助
か
る
。
I
T
I
L
導
入
は
大
き
な
仕
事
に
な
る
こ
と
は
承
知

し
て
い
る
。
ま
ず
は
幹
部
の
承
諾
が
必
要
と
な
る
が
、
内

部
か
ら
の
提
案
だ
と
承
認
が
難
し
い
。
外
部
か
ら
の
提
案

と
な
る
と
承
認
が
得
れ
る
。
ま
た
現
状
は
U
S
P
N
e
t
の
方
に

リ
ソ
ー
ス
が
振
り
分
け
ら
れ
て
い
る
（
F
e
r
e
t
i
）
。

2
)
 
年
１
度
ス
バ
に
て
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
実
施
し
た
い
。

各
キ
ャ
ン
パ
ス
を
巡
回
す
る
の
は
コ
ス
ト
が
か
か
り
ま
た

非
効
率
で
あ
る
（
K
i
s
i
o
n
e
）
。
現
状
は
２
年
に
１
度
ハ

ン
ズ
オ
ン
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
実
施
。
ソ
ロ
モ
ン
の
よ
う
に

レ
ベ
ル
の
高
い
技
術
者
が
い
る
キ
ャ
ン
パ
ス
も
あ
れ
ば
、

ツ
バ
ル
や
キ
リ
バ
ス
、
マ
ー
シ
ャ
ル
の
よ
う
に
、
改
善
が

大
き
く
必
要
と
さ
れ
て
い
る
キ
ャ
ン
パ
ス
も
あ
る

（
F
e
r
e
t
i
）
。

3
)
 
ま
ず
は
S
e
r
v
i
c
e
 
D
e
s
k
 
P
l
u
s
シ
ス
テ
ム
の
導
入
を
考

え
て
い
る
。
シ
ス
テ
ム
の
導
入
に
F
J
D
1
0
0
K
か
か
る
が
支

援
は
可
能
か
？
（
K
i
s
i
o
n
e
）

4
)
 
学
内
光
フ
ァ
イ
バ
ー
網
も
老
朽
化
し
て
き
て
お
り
、

現
在
の
1
G
か
ら
1
0
G
に
更
新
も
考
慮
し
て
い
る
。
こ
れ
に

つ
い
て
も
支
援
を
考
慮
し
て
ほ
し
い
（
K
i
s
i
o
n
e
）

5
)
 
現
在
ス
バ
は
C
i
s
c
o
 
R
e
g
i
o
n
a
l
 
A
c
a
d
e
m
y
で
あ
る
。

遠
隔
キ
ャ
ン
パ
ス
を
C
i
s
c
o
 
L
o
c
a
l
 
A
c
a
d
e
m
y
と
す
る
計

画
も
考
え
て
い
る
が
、
機
材
投
資
が
必
要
と
な
る

（
K
i
s
i
o
n
e
）
。

6
)
 
優
先
順
位
と
し
て
は
、
①
U
S
P
N
e
t
 
②
I
T
I
L
 
③
学
内

光
フ
ァ
イ
バ
網
 
④
C
i
s
c
o
 
A
c
a
d
e
m
y
 
で
あ
る
。

（
K
i
s
i
o
n
e
）

1
)
 
I
T
I
L
に
関
す
る
専
門

家
の
リ
ク
ル
ー
ト

2
)
 
A
D
B
が
予
定
し
て
い

る
リ
モ
ー
ト
キ
ャ
ン
パ

ス
支
援
と
連
携
可
能
性

特
に
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
に
お
け
る
I
T
サ

ポ
ー
ト
体
制
の
強
化

I
T
S

U
S
P
N
e
t

遠
隔
教
育
環
境

リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン

パ
ス

1
)
 
I
T
S
が
進
め
て
い
る
現
在
の
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル

キ
ャ
ン
パ
ス
の
I
T
シ
ス
テ
ム
標
準
化
に
つ
き
、
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
と
計
画
を
確
認
す
る

2
)
 
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
技
術
者
の
ト

レ
ー
ニ
ン
グ
計
画
に
つ
き
、
確
認
す
る

3
)
 
現
在
の
I
T
サ
ポ
ー
ト
体
制
再
構
築
の
計
画
に

つ
き
、
確
認
す
る
。
I
T
I
L
の
導
入
へ
の
積
極
度
に

つ
き
、
確
認
す
る
。
支
援
す
る
な
ら
ば
ど
の
よ
う

な
支
援
が
必
要
か
を
確
認
す
る
。

4
)
 
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
の
I
T
サ
ポ
ー
ト

体
制
の
支
援
に
妥
当
性
が
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き

た
ら
、
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
の
キ
ャ
パ
シ

テ
ィ
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
に
つ
き
、
J
O
C
V
ス
キ
ー
ム
と

の
連
携
可
能
性
を
確
認
す
る
（
→
J
I
C
A
フ
ィ
ジ
ー

事
務
所
）

1
)
 
I
T
S
は
、
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
の
シ
ス
テ
ム
整
備

を
進
め
て
い
る
が
、
人
材
の
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ

ン
ト
計
画
は
な
い

2
)
以
前
は
フ
ィ
ジ
ー
本
校
に
て
技
術
者
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
実

施
し
て
い
た
が
現
在
は
実
施
し
て
い
な
い
（
予
算
の
都

合
？
）
現
在
は
、
フ
ィ
ジ
ー
の
技
術
者
が
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル

キ
ャ
ン
パ
ス
に
行
っ
た
際
に
、
必
要
な
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
実

施
し
て
い
る
。

3
)
し
か
し
、
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
は
十
分
で
な
く
、
リ
ー
ジ
ョ
ナ

ル
I
T
キ
ャ
ン
パ
ス
の
技
術
者
の
キ
ャ
ン
パ
ス
の
I
T
ニ
ー
ズ
に

対
応
す
る
能
力
が
不
足
し
て
い
る
こ
と
を
、
対
応
す
べ
き
課

題
と
し
て
I
T
S
も
認
識
し
て
い

る
。

4
)
 
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ

ス
の
I
T
サ
ポ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス
体

制
に
つ
き
、
I
T
S
が
I
T
I
L
導
入

を
含
め
た
体
制
再
構
築
提
案
書

を
提
出
し
て
い
る
。

5
)
 
遠
隔
キ
ャ
ン
パ
ス
の
今
の

よ
う
な
状
態
が
続
け
ば
、
「
島

嶼
国
へ
の
高
等
教
育
に
お
け
る
貢
献
」
と
い
う
U
S
P
の
重
要
な

独
自
性
を
失
っ
て
い
く
可
能
性
が
あ
る
こ
と
に
憂
慮
（
C
F
D
L
-

T
h
e
r
e
s
a
氏
）

1
)
 
U
S
P
N
e
t
の
I
P
統
合
化
に
よ
り
、
R
C
の
技
術
者

に
求
め
ら
れ
る
ス
キ
ル
セ
ッ
ト
が
変
化
し
て
い
る

（
衛
星
通
信
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
→
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ

ン
・
ユ
ー
ザ
サ
ポ
ー
ト
）

2
)
 
効
率
的
で
持
続
性
の
あ
る
I
T
運
用
管
理
に

は
、
本
校
と
連
携
し
た
I
T
運
用
サ
ポ
ー
ト
体
制
が

必
要
で
あ
り
、
「
U
s
 
a
n
d
 
T
h
e
m
」
メ
ン
タ
リ

テ
ィ
ー
か
ら
の
脱
却
を
図
ら
ね
ば
な
ら
な
い

3
)
 
世
界
標
準
の
I
T
I
L
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
は
、

適
な
I
T
サ
ー
ビ
ス
サ
ポ
ー
ト
・
サ
ー
ビ
ス
デ
リ

バ
リ
体
制
を
提
供
す
る

⇒
 
大
洋
州
地
域
の
I
C
T
発
展
に
お
い
て
中
心
的
な

役
割
を
担
っ
て
い
く
U
S
P
に
と
っ
て
、
R
C
の
I
C
T
サ

ポ
ー
ト
体
制
を
強
固
に
す
る
こ
と
は
必
須
で
あ
る

1
)
 
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
使
用
法
な
ど
の
ソ
フ
ト
面

の
学
生
へ
の
ヘ
ル
プ
デ
ス
ク
的
役
割
の
需
要
増

2
)
 
全
学
的
I
T
運
用
サ
ポ
ー
ト
体
制
の
強
化

1
)
 
U
S
P
N
e
t
は
帯
域
が
飽
和
状
態
で
あ
る

2
)
 
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
（
以
下
R
C
）
の

遠
隔
教
育
学
生
の
学
習
に
支
障
が
生
じ
て
い
る

3
)
 
R
C
か
ら
の
B
a
n
n
e
r
シ
ス
テ
ム
（
大
学
運
営
管

理
シ
ス
テ
ム
）
の
利
用
に
支
障
が
生
じ
て
い
る

4
)
 
U
S
P
N
e
t
は
D
F
L
化
・
M
o
o
d
l
e
化
促
進
に
は
必
要

不
可
欠
で
あ
る

5
)
 
M
o
o
d
l
e
化
推
進
の
ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
に
な
っ
て

い
る

6
)
 
U
S
P
N
e
t
の
将
来
的
な
運
用
管
理
の
方
向
性
が

定
ま
っ
て
い
な
い

⇒
 
"
A
 
R
e
g
i
o
n
a
l
 
U
n
i
v
e
r
s
i
t
y
 
o
f

E
x
c
e
l
l
e
n
c
e
"
と
し
て
大
洋
州
地
域
に
貢
献
し
続

け
る
た
め
に
、
U
S
P
の
特
色
で
あ
る
U
S
P
N
e
t
の
運

用
適
化
は
必
須
で
あ
る
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C
C
E
(
C
o
n
t
i
n
u
i
n
g
 
a
n
d
 
C
o
m
m
u
n
i
t
y

E
d
u
c
a
t
i
o
n
)
の
充
実
化

1
)
 
学
生
以
外
へ
の
I
C
T
リ
テ
ラ
シ
ー
教
育
に
活
用

2
)
 
U
S
P
N
e
t
経
由
で
リ
モ
ー
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
で
も
実

施
（
教
育
分
野
・
保
健
分
野
の
従
事
者
向
け
I
T
基
礎

コ
ー
ス
の
開
催
な
ど
）

1
)
 
既
に
フ
ィ
ジ
ー
国
内
U
S
P
キ
ャ
ン
パ
ス
に
お
い

て
は
、
様
々
な
C
C
E
コ
ー
ス
が
実
施
さ
れ
て
い
る

2
)
 
リ
モ
ー
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
に
お
い
て
も
、
C
C
E

コ
ー
ス
の
開
講
を
予
定
し
て
い
る
（
資
金
確
保
の

目
的
も
あ
り
有
償
）

3
)
 
フ
ィ
ジ
ー
国
内
で
実
施
し
て
い
る
ほ
と
ん
ど

の
C
C
E
コ
ー
ス
は
リ
モ
ー
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
に
お
い

て
は
開
催
さ
れ
て
い
な
い
（
要
調
査
）

4
)
 
I
T
系
の
コ
ー
ス
は
需
要
が
あ
る
（
企
業
・
求

職
者
）
だ
が
、
教
師
生
徒
向
け
の
I
T
系
コ
ー
ス
は

あ
ま
り
需
要
が
な
い

5
)
 
ゆ
え
に
リ
モ
ー
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
で
の
C
C
E
に
対

す
る
需
要
が
高
い
の
で
あ
れ
ば
（
要
調
査
）
、

I
C
T
セ
ン
タ
ー
か
ら
U
S
P
N
e
t
経
由
で
基
礎

C
o
m
p
u
t
i
n
g
系
の
C
C
E
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
コ
ー
ス
を
提

供
す
る
こ
と
も
考
え
う
る
。

1
)
 
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
の
C
C
E
は
、
副
学
長
補
佐

（
E
s
t
h
e
r
氏
）
が
ス
ー
パ
ー

バ
イ
ズ
し
て
い
る
。

2
)
 
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
大
き
く
P
r
o
f
e
s
s
i
o
n
a
l
 
e
d
u
c
a
t
i
o
n
,

C
o
m
m
u
n
i
t
y
 
e
d
u
c
a
t
i
o
n
,
 
T
V
E
T
の
３
つ
に
分
か
れ
て
い
る
。

T
V
E
T
の
品
質
基
準
は
A
U
/
N
Z
の
T
V
E
T
に
準
拠
し
て
い
る
。

3
)
 
C
C
E
の
コ
ー
ス
は
各
リ
ー

ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
独
自
の

も
の
と
、
全
域
で
共
通
の
も

の
が
あ
る
。

4
)
 
採
算
が
取
れ
る
よ
う
で
あ
れ
ば
、
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン

パ
ス
に
ト
レ
ー
ナ
ー
を
派
遣

し
て
い
る
。

5
)
 
P
O
L
H
N
(
P
a
c
i
f
i
c
 
O
p
e
n
 
L
e
a
r
n
i
n
g
 
H
e
a
l
t
h
 
N
e
t
)
と
い

う
組
織
が
、
保
健
セ
ク
タ
ー

に
対
し
、
教
育
活
動
を
実
施
し

て
い
る
。

6
)
 
I
T
S
と
C
C
E
が
独
自
の
コ
ー
ス
を
運
営
し
て
い
る

1
)
 
U
S
P
N
e
t
経
由
で
の
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ

ス
へ
向
け
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
教
育
に
つ
き
、
実
現

可
能
性
を
確
認
す
る
。

2
)
 
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
の
I
T
サ
ポ
ー
ト

に
加
え
て
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
教
育
の
面
に
お
け
る

J
O
C
V
ス
キ
ー
ム
と
の
連
携
を
確
認
す
る
（
→
J
I
C
A

フ
ィ
ジ
ー
事
務
所
）

1
)
 
U
S
P
N
e
t
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
向
上
が
必
要
。
現
時
点

で
は
不
可
。
C
i
s
c
o
、
C
o
m
p
t
i
a
、
M
i
c
r
o
s
o
f
t
な
ど
の
資

格
取
得
支
援
コ
ー
ス
を
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
提
供
し
て
い

く
。

2
)
 
J
I
C
A
フ
ィ
ジ
ー
事
務
所
が
協
力
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
き

調
査
検
討
中
。

大
洋
州
に
お
け
る
I
C
T
活
用
に
関
す
る
特
別
セ
ミ

ナ
ー

1
)
 
学
生
お
よ
び
一
般
に
対
し
、
大
洋
州
地
域
に
お

け
る
課
題
の
解
決
の
た
め
に
I
C
T
が
ど
の
よ
う
に
活

用
で
き
る
か
の
他
国
の
事
例
や
ヒ
ン
ト
を
提
供
し
、

認
識
し
て
も
ら
う
（
有
識
者
に
よ
る
セ
ミ
ナ
ー
開

催
）

1
)
 
将
来
的
に
卒
業
生
/
学
生
に
よ
る
社
会
起
業
や

政
策
、
地
域
へ
の
個
人
的
貢
献
な
ど
に
繋
げ
る

き
っ
か
け
の
提
供

1
)
 
セ
ン
タ
ー
長
お
よ
び
U
S
P
幹
部
と
協
議
し
、
合

意
を
得
る

1
)
セ
ン
タ
ー
長
・
副
学
長
補
合
意

I
T
起
業
・
社
会
起
業
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
ー

1
)
 
I
C
T
セ
ン
タ
ー
を
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
提
供
施

設
と
し
て
も
根
付
か
せ
る
試
み

1
)
 
I
C
T
パ
ー
ク
と
連
携
し
た
起
業
支
援

2
)
 
大
洋
州
地
域
の
I
C
T
産
業
成
長
へ
の
貢
献

1
)
 
N
C
S
N
E
D
(
N
a
t
i
o
n
a
l
 
C
e
n
t
r
e
 
f
o
r
 
S
m
a
l
l
 
a
n
d
 
M
i
c
r
o

E
n
t
e
r
p
r
i
s
e
s
 
D
e
v
e
l
o
p
m
e
n
t
)
と
い
う
政
府
系
機
関
が
、
零

細
小
規
模
ビ
ジ
ネ
ス
起
業
の
コ
ー
ス
を
開
講
し
て
お
り
、
イ

ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
を
運
営
し
て
い
る
。
（
た
だ

し
北
部
中
心
、
I
T
系
ビ
ジ
ネ
ス
で
は
な
い
）

2
)
 
S
C
I
M
S
は
新
学
科
長
の
下
に
、
「
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ン
キ
ュ

ベ
ー
シ
ョ
ン
」
ユ
ニ
ッ
ト
を
持
つ
予
定
で
あ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
ベ
ー
ス
の
活
動
で
あ
る
。

1
)
 
I
C
T
セ
ン
タ
ー
、
I
C
T
パ
ー
ク
、
ビ
ジ
ネ
ス
イ

ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ユ
ニ
ッ
ト
の
連
携
可
能
性
を

確
認
す
る

2
)
 
セ
ン
タ
ー
長
お
よ
び
U
S
P
幹
部
と
協
議
し
、
合

意
を
得
る

1
)
 
U
S
P
の
I
C
T
ビ
ジ
ョ
ン
に
含
ま
れ
て
い
る
。
S
C
I
M
S
が

I
n
d
u
s
t
r
y
 
L
i
a
i
s
o
n
 
G
r
o
u
p
と
協
議
の
必
要
も
あ
り
、
今

後
検
討
を
重
ね
て
い
く
。

2
)
セ
ン
タ
ー
長
・
副
学
長
補
合
意
。

J
I
C
A
に
お
け
る
大
洋
州
地
域
他
分
野
支
援

及
び

他
ド
ナ
ー
の
大
洋
州
地
域
支
援
と
の
連
携

1
)
 
A
D
B
支
援
と
の
連
携

2
)
 
P
a
c
C
E
R
T
、
W
o
r
l
d
B
a
n
k
リ
ソ
ー
ス
セ
ン
タ
ー
、

I
T
U
ア
カ
デ
ミ
ー
な
ど
の
誘
致
に
よ
る
I
C
T
セ
ン
タ
ー

の
価
値
向
上

3
)
I
C
T
研
究
セ
ミ
ナ
ー
・
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
の
開
催

招
致
へ
の
支
援

3
)
 
教
育
分
野
、
保
健
医
療
分
野
、
環
境
防
災
分
野

へ
の
I
C
T
活
用
支
援
、
第
三
国
研
修
（
I
C
T
）
な
ど

⇒
　
I
C
T
セ
ン
タ
ー
を
大
洋
州
地
域
の
I
C
T
研
究
/

活
用
/
リ
ソ
ー
ス
の
コ
ア
施
設
へ

1
)
 
今
技
プ
ロ
に
お
い
て
は
、

A
D
B
の
支
援
と
全
般
的
な
連
携

を
す
る
。

2
)
 
I
C
T
セ
ン
タ
ー
に
P
a
c
C
E
R
T
、
W
o
r
l
d
B
a
n
k
リ
ソ
ー
ス
セ
ン

タ
ー
、
I
T
U
ア
カ
デ
ミ
ー
を
誘

致
す
る
計
画
が
あ
る
。

1
)
 
セ
ン
タ
ー
長
お
よ
び
U
S
P
幹
部
と
協
議
し
合
意

を
得
る

2
)
 
あ
る
程
度
J
I
C
A
の
活
動
内
容
が
U
S
P
と
合
意
に

至
れ
ば
、
R
/
D
締
結
前
に
A
D
B
と
双
方
の
活
動
内
容

に
つ
き
、
協
議
の
可
能
性
あ
り
。

3
)
 
J
I
C
A
と
A
D
B
の
連
携
に
つ
き
、
U
S
P
と
協
議
を

行
い
、
確
認
を
と
る

4
)
 
他
ド
ナ
ー
の
I
C
T
セ
ン
タ
ー
に
関
係
す
る
動
向

を
U
S
P
に
確
認
す
る
。

1
)
 
セ
ン
タ
ー
長
・
副
学
長
補
合
意
。

2
)
 
A
D
B
と
の
連
携
に
つ
い
て
は
、
別
途
A
D
B
と
協
議
予

定
。

3
)
 
P
a
c
C
E
R
T
、
I
T
U
 
A
c
a
d
e
m
y
に
つ
い
て
は
、
1
1
月
下
旬

に
ナ
ン
デ
ィ
で
開
催
さ
れ
る
打
合
せ
に
て
、
詳
細
が
わ
か

る
予
定
。

4
I
C
T
セ
ン
タ

ー
U
S
P
幹
部

I
C
T
セ
ン
タ
ー

1
)
 
現
実
的
な
課
題
へ
の

支
援
だ
け
で
は
な
く
、

将
来
的
に
大
洋
州
諸
国

に
裨
益
す
る
、
I
C
T
セ
ン

タ
ー
の
活
用
へ
の
支
援

を
模
索
し
て
い
く

2
)
 
I
C
T
セ
ン
タ
ー
を
大

洋
州
地
域
の
I
C
T
中
心
施

設
と
す
る
価
値
を
付
加

す
る
た
め
に
、
他
ド

ナ
ー
と
も
積
極
的
に
連

携
す
る
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内藤（総括） 村上（協力企画）

1 10月20日 火
成田（13:55）⇒ソウル（16:10）/KE704、ソウル

（18:30）⇒

⇒ナンディ（07:40）/KE137、

ナンディ⇒スバ/陸路

USPにて関係者インタビュー

（DVC、SCIMS）

USPにて関係者インタビュー

（ITS、CFDL、SCIMS）

5 10月24日 土
インタビュー結果の実施協議資料への反映作

業、書類整理

6 10月25日 日
成田（13:55）⇒ソウル（16:35）/KE704、ソウル

（19:35）⇒
インタビュー結果の実施協議資料への反映作

業、書類整理

⇒ナンディ（08:35）/KE137、

ナンディ⇒スバ/陸路

10 10月29日 木

別紙３：第三回詳細計画策定調査団スケジュール

12 10月31日 土
ナンディ（08:50）⇒ヌーメア（09:55）/SB331

ヌーメア（12:25）⇒成田（19:30）/SB800

実施協議（R/D内容確認協議）

11 10月30日 金

AM:　実施協議議事録（R/D）署名

PM:　JICA事務所/在フィジー国日本国大使館への調査結果概要報告

スバ（19:00）⇒ナンディ（19:30）/FJ024

9 10月28日 水
USP側：実施協議資料に対するコメント作成

日本側：USPコメントの反映作業等

AM:　USPにて関係者インタビュー

PM:　JICA事務所にて打合せ

8 10月27日 火
AM:　ICTセンター長（Prof. Babulak）との意見交換

PM:　USP幹部（ウィリアムズ副学長補など）との実施協議

金

7 10月26日 月

2 10月21日 水

3 10月22日 木

4 10月23日
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